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Ⅰ  論  文
Article



「この現在に於けるいづれの時点も既に生起せしもの
である。それが曾つてあったところのものやそれが曾
つて発生した状態は過ぎ去つている。然しその過去性
は理念的にそのうちにあるのである。然しただ理念的
に［あり］、消え失せし特質［としてあり］、潜在せる
微光［としてあるに過ぎない］。これらのものは宛も
そこにないかのやうに知られずにあるのである。探求
的眼、探求の眼はこれらのものを呼び醒まし、再び蘇
らせ、過去の虚しき闇のうちに映り返えさせることが
出来る 1。」

1. はじめに

　1909年12月、ジャーナリストで詩人の石川啄木の政治
的エッセイ「きれぎれに心に浮かんだ感じと回想」が、文
芸雑誌『スバル』に掲載された 2。その中で啄木は、「日本
人に最も特有なる卑怯」つまり「従来及び現在の世界を観
察するに当たって、道徳の性質及び発達を国家といふ組織
から分離して考える」ことを嘆いている。それに続いて、
「今日国家に服従している」者にも「従来の国家思想に不
満足」である者にも根本的な熟慮を要求した。双方とも国
家について「もっと突込まねばならぬ 3。」歴史的な観点で
見ると、日本の近代国家にはその賛同者と反対者とが同程
度存在したことを、啄木はこの警告によって適切にも想起
させる。賛同者と反対者はそのどちらも、当時の政治シス
テムで認められた政治参加の可能性とその限界の枠内で、
19世紀後半の社会的・政治的・経済的改革を通じて日本
が明治維新期に経験した変革のプロセスに関与しようと力
を尽くした。
　この論文では、国家によりあらかじめ決められた結社に
関する法制度の枠内で行われた、そのグループの活動の可
能性と限界を、それが市民社会的であると解釈できる場合
に着目し素描することで、日本の市民社会のルーツが先行
研究でいわれているよりもずっと以前にまで遡りうること

を具体的に示すことを目的とする。したがってこの論文は
以下のふたつの論点に関する意見表明であるといえる。

　筆者は、第一に、日本の政治学において歴史的プロセス
がより持続的に考慮されることに賛意を表明する。例えば
ドイツでは神戸地震として知られている1995年1月17日
の阪神淡路大震災を契機として、あるいは1998年のNPO

法 4成立によって、はじめて日本に市民社会が成立あるい
は「誕生」したとするテーゼや、日本の市民社会が発育不
全 5であるというあまりに法的枠組みに焦点が置かれた憶
測などは、明らかに誤りであり非歴史的である。同様な問
題は、1945年が日本の市民社会にとっての分水嶺であっ
たという認識にも当てはまる。結果的にこのような非歴史
的で表情のない政治学研究による誤った解釈に陥らないた
めにも、歴史的な発展がより徹底的に考慮される必要があ
ることは明白である。そうすることで1945年以前の日本
における市民社会的発展　　精神史的、構造的、あるいは
法的な　　の可能性と限界についての新たな評価　　疑い
なくそれは批判的でもある　　が下されることになるだろ
う。
　その前提条件として、憲法学者宮沢俊義（1899-1976）
や、さらに大きな影響力のあった政治学者丸山眞男（1914-

1996）の見解　　1945年8月の日本のアジア・太平洋戦争
降伏によって、その政治的、社会的な構造条件が完全に変
革された「8月革命」「無血革命」として解釈する 6　　に
反して、むしろそれ以前との連続性を浮かび上がらせ強調
することが一層必要である。このような連続性はいずれに
せよ、上述の政治学的コンセプトや政財界の指導者、ある
いは占領下において実施された教育改革などに典型的に見
出されるであろう 7。
　第二に、この論文は、過度に規範化されすぎていない

0 0 0 0 0 0 0 0

市
民社会理論に基づく歴史分析に賛意を表明するものであ
る。規範的秩序としての市民社会が持つ民主化への潜在能
力を一方的に強調することは、とりわけ1945年以前にお
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ける日本の市民社会的活動の典型的な変種であったが、支
配システムを支え、追認する目的を持った政治参加への要
求や努力を覆い隠してしまいかねない。このことは、同時
代における対立関係も含めるものである。それは権力者の
個人行動に対して衝突や暴力行為を全く伴わないわけはな
く、折に触れて厳しい批判の対象としたが、支配者の権力
行使に関わる全体構想や支配の内実に関する構想に対して
は、決してその核心部分に触れるものではなかった。この
ような文脈では、規範的な構成要素を剥ぎとった

0 0 0 0 0

市民社会
概念を用いることで　　同様にしてそれは通常の分析基準
の拡大でもある　　、1945年以前の日本において、常に
臣民でもあった国民の役割とその行動にどの程度の自由裁
量の余地が存在したのかという問題に加え、国家と国民の
支配＝被支配関係の内実に関しても、従来とは異なる主張
が歴史的観点からなされうるであろう。
　市民社会と一般的に結びつけられた価値体系の中心に
は、民主化への期待、「極めて重要な、あらゆる社会領域
に当てはまる基本的規範 8」という意味での市民性の度合
が高まることへの期待、社会やその部分領域で参加と選択
の権利が拡大することへの期待、そしてこれらの目標に完
全に非暴力的に到達することへの要求といったものがあ
る。市民社会のコンセプトが、（部分的な 9）非暴力性への
倫理的要求と不可避的に結びつけられている限り、1945

年以前の日本には市民社会が存在しなかった、さらにいえ
ば存在しえなった、なぜならそれは「官尊民卑の伝統」が
歴史的にも現在においても深く根を下ろしているからだ、
という多数派の見解、とりわけ日本の研究者によって代表
される見解が疑いなく支持されることになろう 10。この見
解によると、「西洋近代」の中心的要素としての個人主義
は、間違った方向に導かれたもので有害であると権威に
よって認識され、よってその克服のために国民は例外なく
滅私奉公を義務づけられたとされる 11。回顧的な観点か
ら、典型的な「絶対主義的天皇制 12」「絶対主義と近代主
義とを包摂していた天皇制 13」「立憲独裁制 14」として特徴
づけられた支配システムにおいて、1945年以前に市民社
会的領域の要素を同定することは、学問的には困難　中に
はおそらく政治的

0 0 0

確信と意図によってしぶしぶそれを認め
ないということもあるだろう　であるようにみえる。それ
と同時にここでは　　日本における市民社会の歴史的ルー
ツを分析する際、またその際だけとは限らないのだが　　
市民社会の中心的要素としての非国家性と非暴力性 15と
が、市民社会的な制度化における実際の社会的現実に沿う
ものだったのか、あるいは現在においても沿うものなのか
という問題設定に対しては、明確に疑問を呈する必要があ
ろう。
　我々の目的によりかなうのは、「中間領域」として、い
わば国家や市場、私的領域とは区別される社会領域とし

て、市民社会を領域論的
0 0 0 0

に解釈することであろう。この分
析基準により、それが自立と自己組織性、公共空間での行
為、公共の福祉への志向性といった指標によって特徴づけ
られる 16、社会的相互作用に焦点を当てた行為論的

0 0 0 0

アプ
ローチと組み合わされることによって、1945年以前の日
本の市民社会に対する方法論上のアプローチが可能とな
る。自立的な組織作りの可能性あるいはその不在、また公
共的領域の位置を確認することで、研究対象とする時代の
市民社会像がより一層明らかなものとなり、部分的な領域
で市民社会が出現する際の形態の輪郭がよりはっきりと浮
かび上る。
　政治学者のオーレル・クロワッサン（Aurel Croissant）
は、中国と韓国に関する研究で、「社会的利益を媒介する
公共のメディア、教養市民層やインテリが公共的議論や世
論形成に参加するといった市民社会の中心的要素」が、こ
うした東アジア社会ではほとんど馴染みのなかったことを
確認している。しかしこのことは、日本の過去と現在には
厳密には該当しない。とはいえ、クロワッサンが日本の状
況を分析する際、分析の対象とする社会がその歴史的、文
化的、地理的決定要因とは関係なく、上述したアクターが
「そのまま具体的な形で 17」姿を現す限りにおいて、市民
社会の「実証的分析的コンセプト」が適応できるとしてい
ることには従うべきであろう。これはいわゆる哲学者で政
治学者でもあるジョヴァンニ・サルトーリ（Giovanni 

Sartori）による、研究対象とする国で異なって認識されて
いる理論的コンセプトを用いる際に存在する　克服は可能
とされる　問題、いわゆる「トラベリング問題 traveling 

problem」と呼ばれる方法論的言明に従うものである。サ
ルトーリによると、適用される理論の核心部分が維持され
るためには、コンセプトの内容が拡大解釈されすぎていな
いと確認できる限り、方法上の手段としての抽象化が分析
上要請される 18。
　1945年以前の日本における政治制度に反対する者は、
およそ法的制度の枠内でのみしか行動できなかったわけで
あるが、彼らが共同体を形成する際の形態を見出すことは
比較的容易である。しかし、数多く存在した体制擁護者ら
による組織を同様に市民社会的結合の形態として視野に入
れることには、おそらく違和感を持たれるであろう。東欧
研究者のディートリヒ・ガイアー（Dietrich Geyer）は、18

世紀ロシア皇帝による社会秩序政策に関する著名な研究の
中で　そのタイトル「国家に主導された社会。18世紀ロ
シア官僚国家に対する社会史的観点」に本論文のタイトル
も依拠している　、ヨーロッパにおいて「マグマの噴出に
も似たフランス革命によって初めてというわけでも、唯一
それのみによってというわけでもなく、すでに君主制的絶
対主義下において新しい［ロシア］社会の解放が準備」さ
れていたことが「詳細な歴史研究により説得的な形で明ら

― 6 ―
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かとなった 19」としている。ガイアーの研究結果との類似
において、この論文では以下のテーゼが主張される。もち
ろん1868年から1945年までの、つまり明治維新からアジ
ア太平洋戦争敗北に至るまでの日本の文化的、権力政治的
な特異性を考慮に入れたうえではあるが、いわゆる「絶対
主義的天皇制」の時代、天皇の名のもとに行動した日本政
府によって作られた法的枠内においても、市民社会的な参
加が十分に発達することができたし、また十分に発達した
のである 20。

2. 権威主義と公共性

　1945年以前の日本で市民社会的形態の痕跡を探すにあ
たり、まず分析の枠組となる基本的条件に関していくつか
基本的な確認をする必要がある。
　大日本帝国の支配システム　それは1868年の明治維新
後の「王政復古」の時代以降であり、政治的、社会的なあ
り方を巡って相対する構想が相互に競い合う権力統合の時
期と、1889年の外見的立憲主義的構造の成立以後を含む　
は、ひとまず権威主義に分類できる。1889年の大日本帝
国憲法施行と、1890年に布告された「秘密憲法」として
の「教育ニ関スル勅語」は、この時代に決定的な刻印を押
した。この時代は1945年のアジア・太平洋戦争により終
止符が打たれた。それは同時に連合国軍の占領によって開
始された、全面的な民主化プロセスの発端となった。
　理論的・概念的な曖昧さはさておき、権威主義的支配体
制の理念型は、政治理論的には民主主義、全体主義と並ぶ
「政治体制の第3のタイプ、それ独自のタイプ」として、
以下の点をその本質とする 21。

（1）「限定的な、無責任な多元主義」
（2） 考え抜かれた主導的イデオロギーの不在。それとは対

照的な心性が、イデオロギーの不在の位置を占める
（3） 広範囲にわたる集中的な政治的動員が広く欠如してい

る
（4） 一人の「指導者」による、あるいは状況によっては形

式的にほとんど定義できないが、実際にはその範囲が
十分に予見しうる少数の集団による権力行使

ここでは、研究対象である「日本」と、その精神史的基盤
である国体 22に関する心性とイデオロギーの二項対立の文
脈における定義上の曖昧さは明らかである。だが、その議
論は日本近代史上における市民社会の存在を推定するこの
論文の枠組みを超えることになろう。権威主義的支配体制
は、全体主義における「革命的で独占的な運動に奉仕する
すべての政治勢力」の一見民主主義的な動員との区別にお
いて、「国家の他の勢力をすべて沈黙させるにあたり、　多

かれ少なかれ　身分的、軍事的、経済的、あるいは家系に
相応しい権力の地位が成功裏に貫徹される」特徴を示す23。
近年、少なくとも日本国外の学界では、1930年から40年
代初頭にかけての日本の軍国主義と領土拡張主義の最盛期
においてすら、「軍部あるいはファシズムに支配された」
独裁国家という見方からは大きく距離がとられている。こ
の時代においても「確かに権威主義的ではあるが、多元性
に深く刻印された支配システムであり、海軍、官僚、議会、
財界、そして宮中が無視できない影響力を保持していた 24」
という見解が示されている。1930、40年代の日本の歴史
的発展を深く理解し、国境を越えた議論に加わることがで
きるように努めることは、日本の支配システムが「ファシ
ズム」という上位概念で理解されうるのかという議論にも
繋がる 25。この概念がマルクス・レーニン主義的な政治闘
争概念 26を出自とすること、そしてファシズム的支配 27の
要素のどこに重点を置くかで種々に異なる理論的アプロー
チの多様性に鑑みれば、この概念を日本的な国家と社会と
の関係を分析する指標として用いることは、条件付きでし
か可能ではないだろう。

2.1.歴史的公共性？
　国家、市場、私的領域と並ぶ独立した領域としての公共
性の発展、もしくはその存在、あるいは複数の多様な公共
性の存在は、市民社会の成立と存続のプロセスにおいて非
常に重要な役割を果たすものである。この文脈において、
哲学者で社会学者のユルゲン・ハーバーマスは、「アク
ターとその公衆」間の政治的色彩を帯びたコミュニケー
ションの枠内におけるマスメディアの意義を強調し、以下
のような公共性の中心的次元を同定した 28。
（1） 政治的内容とその履行に関する決定が完全に下され、

それが実現される領域としての「政治システムの核心
における>>制度化された言説<<の次元」

（2） 世論を形成する場としての「>>メディアに支えられ
たマス・コミュニケーション<<の次元」

（3） 「潜在的な考え方」が形成される場としての「主導さ
れた、あるいはインフォーマルな公共性における市民
社会的な日常的コミュニケーションの（…）次元」

世論とはこの文脈では「曖昧模糊とした大衆の、多かれ少
なかれ十分に定義された公的問題や見解に対する無数の
テーマごとの意見表明の総合 29」として理解できる。
　歴史的次元では、1945年以前の日本における公共性の
存在には大部分で大きな疑問符がつけられているか、否定
されている 30。家族が、「形式と目的において隠喩的、象
徴的に家族の似姿として 31」構造化されている国家の社会
的中心をなす儒教的な社会に、私と公との二重性という主
としてヨーロッパとアメリカで成立した理論的仮説を適応
する試みは困難であるとされる 32。方法論的にはとりわけ
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「西側」との比較において、文化的に切り離されているも
のに関連づけることは論争を呼ぶだろう。このような形で
日本社会の発展史を異国化することは、異質性を過度に強
調するあまり、サルトーリ的意味での抽象化の手段を用い
た部分的な繋がりや類似現象の同定作業に困難をもたらす
であろう。
　歴史的公共性の存在に対するこうした留保は、問題の核
心へと我々を導く。というのも、その多様性がゆえに進歩
に対する障害

0 0

としてのみ誤って理解された倫理としての儒
教的伝統を超え、かつ家族的従順に特別な意味を付与する
ことで基礎づけられた日本国家の精神構造にもかかわら
ず、研究者たちは公共性　それは同時に日本的な公共性で
あるが　を同定することができたのである。
　その一例を挙げよう。アメリカ人歴史家メアリー・エリ
ザベス・ベリーはその論文「権威主義的な日本における公
共生活（Public Life in Authoritarian Japan）」の中で、権威
主義的な日本の支配システムにおいても、公共性を「民主
主義という目的」から解き放てば、十分に安定した公共圏
が存在していたことを指摘した 33。そこではとりわけ江戸
時代の豊かな伝統が示されている。それによるとこの時
期、農民や町人の間では日常的に政治的な扇動が行われ、
萌芽的な段階にあった教育施設では異端的な世界観と社会
的な不調和も見られた。また演劇や文化サークルは標準文
化に対し批判的に対峙していた。そして近代の到来によ
り、出版文化が花開き、政党や労働組合が設立され、宗教
における多様性と学校教育、自発性に基づいたほとんどあ
りとあらゆる種類の組織形態が生み出された 34。ベリーの
アプローチは権威的支配システム下の日本における公共性
を、民主主義原理の核心的要素である人民主権が存在して
いる領域ではなく、政治的指導層が徹底的に調べ上げられ
批判されえた領域として理解することを可能にする限りに
おいて注目に値する。1945年以前の公共性では、ベリー
によれば極左の例外を除いて人民による支配の形式も無制
限の人民の権利も目指されてはいなかった。公共性の価値
は、決して民主主義的動機の不十分さ、不完全で発育不全
の変種やそれとは無関係の表出形態にあったのではなく、
民主主義的価値の実現を要求することとはまさに正反対の
ところにあった。この意識において、確かに人民の多数は
同時代の価値システムをみずから代表していたのである。
「指導者たちは鍛えられていたのかもしれない。適性への
厳しい要求、地位を得、その地位を維持するための休みな
き競争、公益事業のイデオロギーと天皇に対する忠誠心、
そして批判による監視。しかし民衆は予測できない不確定
要素であった。民衆は利害関係に分割され、 （…）動きに
おいて歯切れが悪かった。民衆は指導者よりもさらに疑わ
しく思われていたので、政策は当局者の責任と専門知識、
決定における明晰さと超越性という価値に基づいていた。

その当然の帰結として、指導者が世論から絶対的に独立し
ていることが容認されなくてはならなかった。究極的な国
益共同体が想像されなくてはならなかったのである 35。」
　19世紀の日本史、とりわけ明治維新を重点的な研究テー
マの一つとしている歴史家の三谷博によれば 36、「日本の
公共性は19世紀の第三四半世紀に初めて成立」し、それ
は「1853年突然上からの主導による」ものであった 37。こ
こで三谷は、1853年にペリー総督が持ち込んだアメリカ
との外交関係開始と、捕鯨船のために日本の港を開港する
ことを目的とした条約にいかに対処するかに関する江戸幕
府の自信のなさを指摘する。これが原因で引き起こされた
封建家臣との議論のプロセスは、およそ260の大名に対す
る従来の幕府権力の強さを考えると前例を見ないもので
あった。このことは、その後しばらく武士の指導層が政治
的な問題に対し、身分の低い武士と貴族の同盟による天皇
親政を（再び）導入し維新を目指す勢力に取って代わられ
るまで、彼らが一時的に影響力を持つことを可能にした。
これは疑いなくハーバマスが言うところの第一の次元にお
けるコミュニケーションであるが、それはまだほとんど制
度化されていなかった。というのもそれ以前の日本では、
幕府と政治的周縁である諸大名との間には、むしろ儀礼化
された交際が執り行われていたためである。とはいうもの
の既に江戸時代にも、どのような形であれベリー的な意味
での公共性の存在形態を同定することができるかどうかを
検討する意味はあろう。政治的関連で言えば、例えば幕府
自身による、あるいは少数派とはいえその数が次第に増加
していた大名による目安箱や訴状箱、諫箱の設置、あるい
はそれ自体一つの閉じた単位としての村落自治の次元を、
政治的コミュニケーション手段として評価できるのではな
いだろうか。少なくともそうした請願は、政治的権威に対
する緊張を緩和し、社会的反乱を避ける目的のためだけに
武士と低い身分とが共に政治に参加するという幻想を媒介
しただけでなく、実際に将来の大名の後継者選びに至るま
での政治的な決定に直接影響を及ぼしたのである 38。1853

年の政治システム内部での議論も、また中国や日本の行政
で長い伝統を持つ準行政的な施策としての江戸時代の目安
箱という手段も、民主主義の脆い萌芽として評価すること
はできない。それらは明らかに官僚的支配を行う単なる道
具にすぎなかった。
　すでに「はじめに」で述べたように、理念型的に市民社
会を非暴力性と結びつけることは、1945年以前の日本に
おける市民社会的活動の可能性を実際に分析する目的にか
なうものではないように思われる。ここで主張する歴史的
観点による日本的市民社会の構造は、潜在的な敵に対して
向けられた暴力も、そのための手段も、ともに完全に排除
するものではない。本論文が研究対象とする期間の初期に
おいて、このことは孔子（紀元前551-479）の後継者であ
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る孟子（紀元前 372-289）の本来は非常に平和的なアプ
ローチを事実上軽視することになることを考慮に入れなが
らも、孟子の要請した無能で不当な支配者を排除する「革
命の権利」と 39、この伝統に立つ王陽明によって発展させ
られた陽明学の教え　　それは社会的プロセスの分析に実
際上応用する際の「認識と行為の統一」への義務であり、
社会的プロセスに影響を与えようとする試みである　　を
引き合いに出すものである。例えば政治的な闘争の場とい
うよりは、むしろ教養のための組織とでもいうべき性質で
あった明治時代の社会主義研究グループでは、カール・マ
ルクスには距離をおきながら、東アジア土着ユートピアと
しての平等主義的な社会秩序の創唱者として孟子が議論さ
れた 40。数は多かったものの、常に地域的に限定されてい
た江戸時代の反乱 41の背後にあった指導的な政治哲学とし
ての陽明学は、明治時代初期から1889年以降の外見的立
憲主義の確立と整理までの間の政治、社会、経済的な動機
に基づく反乱において　　それらの反乱は陽明学的な論理
に従いつつも成功する見込みはなく、反乱者に対する厳し
い懲罰にもかかわらず自発的に組織されたのだが　　、不
公正と認識された国策の取り消しと、正義として認識され
た社会改革の履行を江戸時代の反乱の伝統を継承すること
でその「世直し」という中心的思想の実現が要請された限
りにおいて、明治時代に至ってもなお影響を及ぼしたので
ある 42。
　他の（東アジア）諸国に対する優越感の源となった法的、
政治的な問いとは別のところで、それが主として日本古代 43

の「文化ルネッサンス」という意味での「アイデンティ
ティー、自分自身、そして社会に関するあまたの文化的、
文学的理論 44」から養分を吸収した限りにおいて、歴史的
な市民社会と後の民族主義という前提を市民社会が部分的
に受け入れた枠内で生じた暴力的な現象とを完全に区別す
ることもまた、受け入れることは難しい。典型的には、女
性運動の指導者たちが1930年代から1945年まで日本の戦
争目的を受け入れたように 45、この民族的ナショナリズム
は日本の市民社会の一部における行動原則となり、それが
ゆえに自らを制限し目的を引き下げ、アジアの国々やアメ
リカに対する軍事的、暴力的な関与を容認することに繋
がっていったのである。

2.2. マスメディアとしての日刊紙の発達
　政治的、社会的、経済的改革を伴いながらその後の日本
の歩むべき道を示した明治維新からアジア・太平洋戦争に
至るまでの期間は、現在とは違い知識人による国家の行動
を支持する意見と批判する意見との「混在」が政治的言説
を特徴づけていた 46。こうした政治的議論の舞台となった
のが、様々に異なる課題を担いながら多種多様な段階を経
て成立した活発な出版界であった。明治時代の知識人を代

表する存在であった福沢諭吉は、意見形成過程における日
刊紙の重要性をいち早く認識していた。このことはとりわ
け、1882年3月に発刊された福沢自身の編集による時事新
報によく見てとることができる 47。とはいえ、権威主義的
支配システム内での日本の報道・出版界の役割とその影響
力に関しては、二つの相反する見解がある。一方では、日
本の新聞が社会の解放を目指す上で果たした歴史的機能
と、あらゆる政治領域に拡大したその影響力とが 48ときと
して全く熱狂的な形で称賛される。他方では、国家による
世論操作の枠内における新聞の制度化と、新聞が存続する
上での要であった抑圧的国家による厳しい検閲政策とを分
析の中心にする研究者が存在する 49。短命、長命に関わら
ず1945年までに創刊された数多くの新聞・雑誌は、国家
による監督機関を通じて行われた厳しい監視にもかかわら
ず 50、社会的、政治的、文化的集団の多様な関心を代弁す
るために世論に参加しようとする側にとっては、人気のあ
る効果的な手段であったことは明らかである 51。
　最初の新聞は1870年代に、最初の企業が設立された際
と似たような形で、つまり国家からの支援を受けて創刊さ
れた。日常の出来事を報道するのではなく、近代化プロセ
スへの要請として、情報を通じた人民の教育水準を上昇さ
せる側面が新聞への投資を促した。同時代人の目にも「人
民の文明化における進歩の度合い」は、その人民の新聞を
見れば最も確実に読み取ることができると映った。「各国
の新聞は、文化や慣習といった我々が文明と名付ける所へ
と至る道筋で、どの程度その国の人民が進歩しているのか
を見るための最良でもっとも確かな指標 52」を提供した。
　驚くべきことに、特に天皇親政が実現された直後の10

年間を見ると、社会的な軋轢や暴動の原因は国家による改
革の中身ではなく、当事者と公との間の議論に瑕疵がある
ことに、またその関連性をうまく理解できない被支配者に
求められた。こうした理由により日本全土で新聞会話会が
設立された。そこでは新聞記事が朗読され、その中身が議
論された。また新聞縦覧所、新聞閲覧所では新聞を無料で
読むことができ、読むことのできない者には朗読がなされ
た。しばらく後になると、情報価値の高い国内外の新聞と
書籍を、時間当たりの使用料を支払い閲覧することのでき
る有料閲覧所が開設された。新聞一般と、それほど長命で
はなかったにせよこの閲覧所は、伝統的な貸本屋にとって
その存在が脅かされる競争相手となった。貸本屋では数百
年にわたり主として江戸時代の人情本を扱っており、後年
その存続の危機に瀕すると新しい文学作品や英書を提供し
競争力を高めようとしたが、たいていの場合それは失敗に
終わった 53。明治時代の初期、すでに1872年には、山梨県
では例えば県下の農村に住む神官、仏僧、あるいは教育の
ある地主、住民などに対し、月に6回新聞から重要な記事
を朗読することを命じた。そのために新聞はあらゆる施設
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へ国家から無料で提供された。送料の割引や大規模な定期
購読とも合わさって、日本の最初の新聞にとって公的機関
は重要な資金提供者となった 54。
　19世紀終わりから20世紀初めにかけて、識字率は新聞
の重要性が増す際に実際的な影響を及ぼしたにもかかわら
ず、日本語の文字システムの複雑な構造により、明治期の
全国民の読み書き能力について確かなことを言うのは難し
い。1873年以降、政府の教育担当機関により集計された
就学者数に関する基本的データを基に推計すると、近代的
学制導入により1870年代にはおよそ40パーセント、日露
戦争期にはほぼ100パーセントに、漢字、ひらがな、カタ
カナの読み書き能力が十分に備わっていたとされる。この
統計データがそもそも学術研究の用に耐えるものであるか
どうかについては、根本的な疑問が呈されている。リ
チャード・リュービンガーは統計データの数値は絶対的な
ものではないとはいえ、徴兵制導入により実施された入営
に際しての教養試験の結果を見ると、上述の推定値は楽観
的に見えると主張する。彼は異なった文字システムの存在
を勘案すれば、自分の名前を書くことができることを読み
書き能力の指標とすることは、就学者数に関する統計デー
タと同じくらいに不十分だとする。というのも、教育を身
につけることなく学校にただ通うだけということもあり得
るからである。さらに大都市と農村部との大きな構造的相
違を考慮すれば、1920年頃に至るまで読み書き能力は社
会全体として解決すべき問題として存在していたことを指
摘する。その原因としては、より貧しい地域では資金不足
により女子に基本的な学校教育を受けさせることさえ躊躇
されたことに示されるように、男女の役割分担がその一つ
だったように思われる。他にも教育を身につけるに当たっ
ての文化的伝統、あるいは周縁地域において道路や橋が整
備されず教育施設へのアクセスが困難であったなどのイン
フラの未発達や、適切な教材を入手することが困難だった
ことなどを挙げることができる 55。
　日本の日刊紙の発展プロセスは、1874年まで継続され
た国家からの支援と、新聞が「文明化と支配者層の従者」
としての機能を果たした期間が終わると、1874年から
1884までの間は何とか完全な独立を守り抜き、日清戦争
の終結までには様々な政党政治的な立場の代弁者に成長す
るという過程を経た。とりわけ日清戦争後の第二産業革命
と、それに伴う少なくとも都市部には該当する生活水準の
上昇は、広告収入や定期購読者数の増加による経済的な安
定と新聞間での激しい競争をもたらした。広く普及した新
聞は、当時の政治的議論において　　常に民主主義的な原
理と平和を志向するという意味では決してなく　　、政治
的意見のリーダーシップ 56に占める割合を増大させ、1940

年代前半に至り原紙価格が上昇し、また印刷所が破壊され
るなどの戦争の影響で普及が制限されるまでその立場を守

ることができた 57。

3. 「制度における精神」：国体 58

　1868年の明治維新後に成立した国家体制の外部構造を
一見すると、それはヨーロッパですでに知られているもの
だという印象を受ける。1868年、江戸幕府の代替物とし
て古代奈良時代の支配構造に範を求めた新しい政治支配構
造が作られたが、1885年にヨーロッパモデルに基づいた
内閣システムによって完全に置き換えられた。1869年の
廃藩置県により、1871年には72の県と3の市が設置された。
江戸時代の士農工商の4身分は見かけ上平等な平民身分と
なり、1872年の義務教育制と徴兵義務の導入、1873年の
包括的な地租改正により、日本型外見的立憲主義へと至る
支配システム革新への途が開かれた。具体的にどのような
内容の憲法にすべきかを巡っては、1880年代に至るまで
激しい、時には暴力を伴った議論がなされた。明治初期に
おいては制定されるべき憲法の内容がどうあるべきかに関
して、個人の名声や教育水準とは関係なく広く市民社会的
な基盤の上で、日本の特性に最適なモデルを欧米列強のう
ちに探し求めることも含め、徹底的な議論が比較的自由に
行われた。
　機能的で専門知識に基づいた官僚機構を創設すること
は、内政改革と工業化のプロセスを成功させるために決定
的な前提であることが明らかとなった。官僚機構の中心的
指標は、偏った利害関心に基づく政治的影響力の行使に対
する超然主義による独立した機関であるという自己認識、
「公平中立」な行動という外部に向かって宣伝された使命
であった 59。
　明治維新の指導者たちは1868年春に「五箇条の誓文 60」
を示すことで、わずか15歳であった明治天皇を代弁し、
開始されたばかりであった明治維新直後の政治システム構
築プロセスで主導権を握ることを主張した。日本の「近代
化」の旗印の下 61、あらゆる国家の事柄に関して誓文で謳
われているように集会で公に議論されることが約束された
ことは、これから樹立される国家体制の構造にある程度の
自由さと将来の国家形態に関心を持つ者の考えが入り込む
余地とを示唆するものであった。それにもかかわらず「国
体 62」概念　　それは直接的な、いにしえの時代において
日本列島を創造した伊邪那美、伊弉諾 63の子である天照大
神との直接の血縁関係にある古代より不断に続く万世一系
の天皇家 64による直接支配を前提とする　　に、外見上で
しかない天皇直接支配の国家哲学による基礎づけが結晶化
した。ただし、そうした議論の大部分は公式見解からは排
除されなくてはならなかった。こうした事情は、日本の政
治システムを根本的に正当化する基盤として、日本国家の
一般的な優越性や朱子学的民族概念のような要素を付け加
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えられながら、江戸時代後期の草創期から明治時代の概念
的、制度的な発展を経て1945年8月に至るまで、「特別に
日本的な思考伝統」を形成した。
　「歴史的真実への確信と古代から伝承された史実 65」の
理論的原則、つまり日本最古の伝承である8世紀に成立し
た古事記、日本書紀の叙述に従い、このいにしえより続く
日本の天皇家が、1868年以降成立した支配システムの基
軸となった。同時にこのコンセプトは、二つのそれまで互
いに独立していた思考様式、つまり日本土着の宗教として
の神道と、政治哲学として解釈可能であった儒教との統合
であり、それは「神儒一致」の掛け声の下での宗教的、哲
学的コンセプトの結合であったと理解できる。これに先行
したのは、太陽神が「太陽と等しい」宇宙論的な大日如来
と同等とされ、江戸時代に支配の安定化に寄与した神道と
仏教との習合を切断することであった。19世紀後半の日
本の政治的、社会的事実にこの神道と儒教との統合を重ね
合わせると、日本の国家を「家族国家」として理解するこ
とに繋がる。そのような理解によると、日本国の頂点には
紀元前7世紀の神武天皇の天孫であり、不変の法則にした
がい日本列島の支配を委ねられた天皇が君臨する。「家族
主義」思想に相応すべく、日本国家は家長である天皇と、
天皇に服従する国民全体からなる家族の成員から構成さ
れ、家族の成員は天皇家に対し絶対服従の義務を負うもの
であるとされる。この「創造された伝統」を手段として利
用することは、ほとんど楽園かのように美化された社会的
安定の時代である江戸時代の記憶と、社会的な騒擾と地位
の喪失に脅かされた明治時代との間に、想像上の連続性を
構想することであり、それは近代化の過程に安定化作用を
及ぼしたことは明らかである。
　丸山眞男は「国体」を非宗教的宗教として解釈し、それ
は「魔術的な力」を持ち、その後の発展の過程で社会的抑
圧と臣民の無限責任の原因となったとする 66。「国体」の
構築過程における、最もではないとしても重要な著作であ
る1825年に出版された会沢正志斎『新論』の翻訳の解説
では、「国体」について次のように述べられている。天皇
は「天の業」の実現、つまり天の規範にふさわしい道徳的
態度を世界中に広める使命において二重の機能を有し、
「一方で天皇は人であり、神々を祀ることで他の人々の見
本となる。この見本としての機能を通じて、天皇は他方で
人々にとって崇拝されるべき神である。人々の動因とし
て、天皇は神々への崇拝を通じて人々に天の“恵み“を保
証する。神々の動因として、天皇は天の恵みを地上に広め
る。この恵みは、道徳的振る舞いが天の規範と一致するこ
とで与えられる精神的物質的健全さの実現である 67。」
　天皇支配は、他の（いわば）宗教的代替物の不在に際
し、近代化する日本国家の精神的な「基軸」となる 68。明
治時代における、国家と社会とを同時に超越する倫理的質

が存在しない状況下での精神的権威と政治的権力との融合
は、今まさに成立しつつあった政治制度に、不可避的にそ
の核心部分で決定的な影響を及ぼした 69。このシステムの
核心部分の分析に際しては、特に1890年の「教育勅語」
において、天皇崇拝、戦争や危機に際しての自己犠牲精
神、愛国心、天皇家に対する赤子のような恭順さを要求す
る儒教的徳といった原理として典型的に表現されているよ
うに 70、日本の伝統的価値観が継続していた精神的・倫理
的次元と、「ヨーロッパ化 71」にさらされていた制度の次
元とを区別することは支持できない。重要なのは「いかに
して精神が制度において、つまり制度を作り出した精神
が、その制度の具体的な作用とともに相互に働いたか」を
理解することである。この文脈において、丸山眞男が再び
「日本国家の認識論的構造」に言及している。丸山は、世
界観や精神的心理的領域における国民的、個人的な特異性
と、「物質的」、つまり普遍的な政治的、経済的制度の機能
とを区別することは間違いだとする。彼は政治的倫理の要
素を含有する日本のような立憲制度を、「制度における」
精神にまで至る全体構造の中においても研究されなければ
ならないと主張している 72。

4. 歴史的市民社会の法的枠組み

　選挙を通じた直接的政治参加は、1945年まで男性にの
み、それも制限された形でのみ可能であった。選挙法改正
が幾度か実施された。1890年の第一回衆議院選挙では、
25歳以上で15円以上の直接国税を納めている日本国民の
みが選挙権を得た。この条件を満たしたのは、約4000万
人の日本国民全体のうちわずかに 1.2パーセントのみで
あった。1900年と1919年の選挙法改正では、10円、3円
と段階的に納税額が引き下げられた。こうした変更によっ
ても政治参加の可能性に根本的な改善はもたらされなかっ
た。というのも、例えば1900年の選挙法改正後初めて行
われた1902年の第7回衆議院選挙では、依然として全人口
の 2.2パーセントほどしか選挙権を有していなかった。
1925年の25歳以上の男性普通選挙法 73により初めて、少
なくとも人口の20パーセントが政治的意思決定プロセス
により強固に組み込まれた 74。その際ほとんど知られてい
ないことであるが、台湾では 1896年以降の、朝鮮では
1910年以降の日本の植民地支配により、日本に住む台湾
人や朝鮮人も日本人と同じ条件の下で選挙権を得たことで
ある 75。女性は日本がアジア・太平洋戦争に敗戦するまで
選挙権から排除された。少なくとも地方レベルでの利害関
係が代弁されるように、制限された選挙権を女性に与えよ
うとする試みは衆議院で賛成多数で可決されたが、貴族院
の抵抗にあい1931年には最終的に頓挫した 76。
　市民社会の成立と発展にとって結社の存在が持つ重大な
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意義とその限界については、今さら述べる必要はないだろ
う。直接的政治参加の可能性が大幅に制限されていたにも
かかわらず、出版界同様日本の結社は1940年代初めに国
家によって統制、画一化されるまで活発で多様であった。
その法的枠組みは以下の一連の規制や法律によって定めら
れた。

 ・新聞条例1875年
 ・集会条例1880年
 ・大日本帝国憲法1889年
 ・集会及政社法1890年
 ・出版法1893年
 ・民法1898年
 ・治安警察法1900年
 ・新聞紙法1909年
 ・治安維持法1925年
 ・宗教団体法1940年
 ・国防保安法1941年
 ・新聞等掲載制限令1941年
 ・言論、出版、集会、結社等臨時取締法1941年

　明治憲法に定められた臣民による結社の可能性に関する
一般的規定を別にすれば、他の全ての法規制では国家サイ
ドによる結社の厳格な統制、届け出義務制度、許認可手続
き、または出版許可に関する手続き、あるいは供託金の提
出などが特徴的である。
　こうした取り決めの根拠となっているのが、明治憲法
29条の「日本臣民ハ法律ノ範圍内ニ於テ言論著作印行集
會及結社ノ自由」を有するという条文である 77。このこと
に関して伊藤博文は、権威とされた伊藤自身の憲法注釈書
の中で、言論、著作物、出版、公の場での集会、そして結
社を通じて、政治的、社会的領域にまで影響が及ぶことを
認識していた。伊藤は「立憲ノ国ハ其ノ変シテ罪悪ヲ成シ
又ハ治安ヲ妨害スル者ヲ除ク外総テ其ノ自由ヲ予ヘテ以テ
思想ノ交通ヲ発達セシメ且以テ人文進化ノ為ニ有益ナル資
料タラシメサルハナシ但シ他ノ一方に於テハ此レ等ノ所為
ハ容易ニ濫用スヘキ鋭利ナル器械タルカ故ニ此レニ由テ他
人ノ栄誉権利ヲ傷害シ治安ヲ妨ケ罪悪ヲ教唆スルニ至テハ
法律ニ依リ之ヲ処罰シ又ハ法律ヲ以テ委任スル所ノ警察処
分ニ依リ之ヲ防制セサルコトヲ得サルハ是レ亦公共ノ秩序
ヲ保持スルノ必要ニ出ル者ナリ 78」と述べている。
　結社設立の際に設立目的とは関係なく中心的意味を持っ
たのは、いずれにせよ日本国民の全ての権利が留保の対象
であったということである。このことは根本的な形で、自
然の、つまり天賦の人権という概念から区別される形で、
明治憲法で厳格に追及された原理、つまり国家によって有
益である限りにおける、国家によって選ばれ国家に依存し

て成立した、より大幅に制限されうる人権原理（国賦人
権）79に従うものである。
　明治憲法ではむしろ一般的な意味で用いられた「結社」
概念は、その後さらなる法律によって具体化される必要が
あった。長期にわたる編纂過程での論争を経てようやく
1898年に施行された民法では、例えば公益法人の設立は
民法第34条で「祭祀、宗教、慈善、学術、技芸其他公益
ニ関スル社団又ハ財団ニシテ営利ヲ目的トセサルモノハ主
務官庁ノ許可ヲ得テ之ヲ法人ト為ス」ことができると説明
的に規定された 80。この経済的利益を考慮しない財団に
は、特別な法的取り決めはなかったもののメセナ的な、も
ちろん必ずしも政治的な意図が全くなかったとは言えない
皇室による行為 81としての、いわゆる恩賜財団があった。
皇室はさらに人道的、市民社会的な活動を金銭的に支援し
た。その一例としては、明治天皇の皇后である昭憲皇太后
が、日本赤十字社設立とその統合・整理の際に果たした役
割があげられる 82。
　政治に関する結社または政党は、本研究が対象とする時
期に決定的な影響を与えている両治安法に基づいて設立さ
れた。1900年の治安警察法に基づき、結社は最寄りの警
察署に届け出を行ない、内務省によって認可される必要が
あった。この種の結社への加入が禁止されたのは、1）現
役、および予備役軍人、2）警察関係者、3）神官、僧侶、
その他宗教の聖職者、4）公立および私立学校の教員、生
徒、学生、5）女性（1922年の法改正まで）、6）未成年者、
7）国民としての権利を一時的に、あるいは継続的に喪失
している者、であった。極めて曖昧に規定された同盟罷業
の禁止により、治安警察法に特別な政治的、学問的関心が
向けられた。というのも、労働組合には確かに一般的な団
結権が認められていたものの、同時に労働運動を犯罪化す
ることが少なくとも法的には可能であったからだ。社会主
義的、あるいはアナーキスト的運動のような幾つかの政治
的傾向を持つ者は、組織作りに際して恒常的な統制と度重
なる禁止にさらされていると認識していた 83。集会と結社
に関する先行する法律　　ここでは1880年の「集会条例 84」
と1890年の「集会及政社法 85」　　が適用された場合、例
えば1881年に管轄の福岡県知事が、江戸時代から明治時
代を経て現代に至るまで社会的差別の対象であった部落民
の代表である復権同盟に対して、この政治組織の原型とも
いえる復権同盟には「集会条例」が適用されず、よって認
可を必要としないと伝えているように、のちに組織が禁止
された場合と比べても、当時はまだ権力政治的な徹底性が
それほど広範には姿を現していなかったように思われる86。
　組織を監視する体制もまずは強化されなければならな
かったことは明らかである。1917年のロシアでの10月革
命の成功と、秘密裏に結成されていた日本共産党の存在が
1923年の夏に明るみに出て以降、支配システムの敵と宣
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言された共産主義イデオロギーに徹底的に敵対し、国体思
想と天皇制下の支配システムに変更を加えようとするいか
なる試みに対しても厳しい刑罰をもって臨む治安維持法の
規定が以前とは比較にならない厳しさで実行に移された。
市民社会的組織や公立および私立の教育機関の教員への対
処に際しては、国家行為における反共産主義的な要素が支
配的となり、またそれが熱心に実行に移された 87。
　共産主義イデオロギー同様に、19世紀後半以降日本で
発生した宗教的な共同体、いわゆる「新宗教」でも、国体
受容の核心部分を疑問視するような教義を持つ宗教共同体
は脅威と見なされた。「新宗教」という術語を「年代的カ
テゴリー」として使用するにあたり、これら宗教運動が主
として神道的、仏教的、あるいは諸宗混合的な志向を有し
ているかどうかは何の関係もない 88。脅威と見なされた著
名な例は、大本教とその指導者出口王仁三郎（1871-1948）
である。彼とその信徒は1921年と1935年の二度にわたり、
王室に対する名誉棄損の疑いで国家による弾圧の対象とさ
れた。弾圧の背景となったのは、皇祖としての太陽神天照
大神崇拝からはっきりと距離をとったスサノオ崇拝の強調
であった。このことは、支配イデオロギーとしての国体の
文脈では神道周縁の学問的に取るに足りない事柄では決し
てなく、またそれが同時に政治的に、法による直接の裁き
の対象となるという意味をも持ったのである 89。1899年、
1927年、1929年と同様な法律の制定に失敗した後、1940

年に宗教共同体を直接の対象とした「宗教団体法 90」が施
行されるまでは、宗教的共同体はその組織形態においては
民法を基に取り扱われ、既存の治安法、刑法による規定が
適用された。しかし、既存法は「左」からの脅威に対する
対応に偏ったものであったため、当時の支配的な信仰方針
から逸脱してはいるものの、左派過激派とは全く関係のな
い宗教共同体を法的に取り締まる場合に困難を伴うことが
明らかとなっていた 91。
　新聞発行に関する様々な法的規定との関連では、国家に
よる検閲が日本のジャーナリズムの質に及ぼした影響につ
いて、確かな答えを得ることは難しいかもしれない。検閲
を通過しながら、かつ同時代の問題を政府への批判も込め
て報道するために、日本のジャーナリズムがどのような報
道技術を発展させたのかについても不明のままである 92。
出版に対する政府の規制 93は、最初の段階からすでに厳し
いものであった。新聞発行の許可を得るためには、出版者
の名前の他に報道される内容についても詳細な説明が求め
られた。その他にも時事に関する事柄を扱う新聞は、将来
出版規則を破った場合に課せられるであろう罰金を見越し
て、相当額の保証金を預ける必要があった。検閲による制
裁措置は、罰金、短期あるいは長期の出版差し止め、そし
て廃業までを含むものであった。1883年から1887年の間
だけで、174の新聞が長短期に出版を差し止められ、4の

新聞が完全に禁止された。198人のジャーナリストが、出
版法を犯したために拘留刑を言い渡された 94。しかし、同
時代のアメリカ人教授でジャーナリズム研究者の「罰金と
拘留刑は日本では相当な規則性をもって課されるため、新
聞社ではほぼ例外なく、拘留刑を身代わりとして受けるた
めだけに「監獄出版者Jail editors」を雇っている」という
発言は、空想として退けることができるだろう 95。すでに
結社に関する法律の中で、支配システムに対する反共産主
義的素因という意味において、内容的に社会主義的、ア
ナーキスト的、あるいは共産主義的な立場を代弁するよう
に思われた、あるいは実際に代弁していた出版物に対して
は、特別に厳しい統制が向けられた。社会主義運動の出版
物リストは、とりわけそれらに向けられた禁止を記録する
ものである 96。出版社も新聞と同様に取り扱われた 97。厳
しい検閲にもかかわらず、1930年代にはまだ日常的な警
察による暴力と尋問での拷問について報道することができ
たが 98、戦争によって明らかに新聞にも特別に慎重な態度
と戦争目的への従属が要求され、それは広範囲に行動の自
由を規制することで押し通された。結社の統制は、国家の
側からは各省と検察に設置された検閲担当部局の他に、二
つの互いに独立した、時には競合する警察機関によって行
われた。それは憲兵隊と、1911年の大逆事件の後設立さ
れた特別高等警察であり、結局は特別高等警察が主導権を
握ることとなった 99。
　市民社会的行動と戦時下にマス・メディアが世論に与え
た影響の可能性と限界に関する問いは、この戦争の時代に
おける共同体の動員能力とその有効性に対する問いと密接
に結びついている。動員は「それを通じて統一体が、以前
は管理していなかったリソースを管理することで、相当な
ものを追加的に獲得する」過程として理解することができ
る。その際このリソースの増加は、「統一体が統一体とし
て行動する能力を増大」させる。この常に「下方に向けら
れている」動員方法を構成する要素として、1）強制的

0 0 0

動
員（軍隊）、2）功利主義的動員

0 0 0 0 0 0 0

（行政や経済）、そして3）
国民国家に対する忠誠を強化するための規範的

0 0 0

動員とを区
別する必要がある 100。自己全権化Selbstermächtigung」と
いう概念についても　このプロセスが統制機関を通じて上
からのみ動機づけられているのではなく、人民自身によっ
て影響を受けているか、あるいは部分的にコントロールさ
れている限りにおいて　同類のことがあてはまるだろう101。
市民社会に関する議論の文脈において戦争を考慮すること
は、市民性、暴力、ネーション、そして主戦論との歴史的
関係が、「集合的な参加への期待と利害関心の自己組織化
は、一方ではネーションへの参加を目的とし、他方では好
戦的で暴力を辞さない態度とがアンビバレントで緊張をは
らみながら併存している状態」として、ヨーロッパやアメ
リカの例として例示的に記述された限りにおいては、正当
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な根拠がある。戦争パラダイムの普遍化は、それが内部及
び外部に向けられ適応されることで、国家と私的領域間の
中間領域の　少なくとも時間的に限定された　狭窄に繋が
るとはいえ、「戦争と戦争経験を、最初から市民社会の分
析より」解釈し導き出すことはできないし、「市民社会の
発展の可能性に対して単にそれを阻害する歴史」として理
解することもできない 102。アジア・太平洋戦争時における
日本の共同体の要請に結社と出版とを順応させるべく定め
られた法的規定のみをもってしては 103、市民社会が消え
去ったのか、あるいはその存在を保つことができたのかと
いう問いに答えることはできない。依然として体制にとっ
て特徴的なことは　とりわけ戦時下においては　、一方で
はその反共産主義的含意であり、他方ではとりわけリヒャ
ルト・ゾルゲ周辺のソビエト・スパイ団発覚を通じて醸成
されたスパイに対する不安の増大である。とりわけマスメ
ディアである日刊紙は、戦争の遂行にとって重要な情報を
意図せずに広める結果とならないように特別な監視下に置
かれた。「安寧秩序」が、少なくとも法律の文面上は思想
の自由や集会の自由よりも上位の価値となり、そのために
思想の自由や集会の自由はさらに厳しく監督される必要が
あった。戦争を基準とした考え方ではあらゆる社会的勢力
の統制と画一化が念頭に置かれたが、個々の社会勢力の実
際の成功や挫折は、法律の条文に込められたその意図の説
明によるのではなく、最終的にはただ個別の研究において
のみ評価されうる。特に法案のキーワードである国家機密
の伝達を厳しく罰した「国防保安法」を、独立的と見なさ
れたジャーナリストを委縮させる目的で1942年から1945

年にかけて仕組まれた横浜事件の根拠として適用したこと
は、国家側にはいずれにせよ「国家と私的領域の間の中間
領域」を大幅に狭める用意が十分にあったとことを示して
いる 104。

5. 事例研究　アジア主義と日露戦争（1904/05）105

　1904/05年の日露戦争前後、天皇制国家に対する石川啄
木的意味における賛同者と反対者は、公共空間におけるオ
ピニオンリーダーの地位を巡って直接的な競合関係に入っ
た。日本外交の支配的な潮流となった民族的ナショナリズ
ムの一変種である大アジア主義と、軍事行動による大アジ
ア主義的要求の実現は、暴力的かつ市民社会的な対立の結
晶点となった。東アジア民族共通の人種的出自を強調する
プロセスは、日本では国民国家と結びつきながらも 106、同
じ東アジア民族の中にも確固とした階層性があるという自
意識を排除することはなかった。中国学者の竹内好（1910-

77）は、アジア主義現象の中に「本当に中身のある客観的
に定義しうる思想はない 107」と見なした。竹内はアジア主
義の源を自由民権運動および欧化主義と、国粋保存主義と

の間の矛盾に求めた 108。
　アジア主義の文脈においてもっとも影響力のあったナ
ショナリスト集団の一つに、1881年に福岡で設立された
玄洋社がある。玄洋社はまず自由民権運動の一翼として活
動し、1880年半ば以降は天皇制の更なる強化と大陸にお
ける日本の拡張を主張した。玄洋社は、日本国民の間に十
分な支持を得た他の多くの国粋主義的団体　　これらの団
体は明治後期に設立された　　へ人員を供給する母体と
なった 109。玄洋社は1880年の集会条例に従い管轄の警察
署に設立認可申請を行い、政治結社の設立目的に以下の三
つの課題を挙げた。

 ・皇室ヲ敬戴ス可シ
 ・本国ヲ愛重ス可シ
 ・人民ノ主権ヲ固守ス可シ

　玄洋社に対してはひとまず設立の許可は下りたとはいえ、
1889年には、かつての社員である来島常喜が　来島はそ
の決行前日に退社したのであるが　外務卿大隈重信（1838-

1922）の不平等条約改正に対する煮え切らない態度にしび
れを切らし、大隈を襲撃、重傷を負わせ、その場で短刀に
より儀式ばった自死を遂げたことで 110、結社の存続が一時
的に脅かされることとなった。
　アジア主義の重要な原動力は、日清戦争により獲得した
領土を日本にとって恥辱極まりない1895年のドイツ、フ
ランス、ロシアによる三国干渉 111の結果として放棄させ
られたことに対する感情であった。列強の要求に対する日
本の無力さへの失望感は、間接的にではあるが後のアナー
キスト大杉栄（1885-1923）と、1887年より雑誌『国民の
友』の編集者として大きな影響力のあった徳富蘇峰（1863-

1957）112のような非常に性格の異なる人物とを結びつけた。
　哲学者三宅雪嶺（1860-1945）はこうした失望への対応
として、14世紀元朝の編年史にある概念「臥薪嘗胆」を
もってあたるべきであると主張した 113。後日の雪辱を期す
　とりわけロシアに対する　という態度は、間もなく日本
中に広く広まった 114。こうした状況下、1901年には黒龍
会が設立された。黒龍会はその名前が既に示唆するように、
満州とロシアの国境を流れる河川を日本の影響が及ぶ自然
の境界線とすべきだとして、領土拡張を最大限要求した。
　ロシアによる満州の占領は1901年以降も引き続き強化
され、日本はロシアに対し三段階での軍の撤退を要求する
最後通告を突きつけたのであるが、このロシアの満州占領
により対露同志会が1903年に設立されることとなった。
対露同志会は、第一次桂内閣に対する世間の圧力を強める
ことで、政府がロシアに対して強硬姿勢をもって対処し、
日本とロシアとの間で満韓交換による利害対立の均衡が図
られることを断念させようとした。この団体は日本の政界、
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財界、メディアのオピニオンリーダーたちの雑多な集まり
であり、その中には政府に対する厳しい批判者もいれば、
無条件に政府を支持する者もいた 115。対露同志会は、著名
な7人の東京帝国大学教授と学習院大学教授が主導し、七
博士建白書が 1904年 6月 10日、政府に直接提出された。
この建白書はその後、1904年7月24日の東京朝日新聞紙
上に多少手を入れた形で掲載され、アジア大陸で勢力を伸
長するロシアの脅威に対する対応の遅れがもたらすであろ
う危機に注意を喚起した 116。そして、明らかに優越する日
本の軍事力があれば、この「問題」を最終的に解決できる
にもかかわらず、その唯一無二の好機をみすみす逃すこと
は過失であると主張した。曰く、仮に政府がロシアによる
満州侵略を等閑視する政策を続けるならば、日本、中国、
朝鮮は以後決して頭を持ち上げることはできず、皇国は永
遠の不幸に見舞われるであろう 117。
　このことに関して、明治天皇の侍医であったエルヴィ
ン・ベルツ（1845-1913）は、彼の 1903年 12月 12日付の
日記の中で興味深い記述を残している。
　「日本国民がたいへんいきり立っており、ロシアとの交
渉が遅々として進展しないことに不満を持っていることに
疑いを差し挟む余地はない。そのことは諸大臣にも知らさ
れている。仮にこうした国民の要求を顧慮しない場合に
は、彼ら大臣自らの生命が、日々刻々と非常な危険にさら
されるであろうことは十分に自覚している。にもかかわら
ず彼らが圧力に折れないとすれば、何かそれに足る理由が
あるはずである。誰もが交渉が行われる様子に評価を下す
が、誰もその交渉がどのようなものであるかを知る者はい
ない。その典型的な例を挙げよう。『私は政府の理由を知
らない。しかし、私は政府を認めない！ 118』」
　国民が感情的に興奮した原因の一部は、人口集中地域や
地方においても大いに普及した日刊紙の影響力増大に求め
ることができよう。日露戦争前夜には、東京だけでも定期
購読者数が1895年の約7万人から、20万人にまで増加した。
購買者数の増加は国民の情報に対する欲求の増大に呼応し
ていた。その理由は、学校教育が順調に普及し識字率が一
定程度上昇したこと、都市化の進展、そして情報の流通が
それ自体進展したことにあった 119。1904年から1907年の
間に、国内の主要な新聞はその発行部数をさらに一段と伸
ばしたのであるが、その際、新聞社が戦争を支持する姿勢
を示すことが定期購読者数増加に良い影響を及ぼすことが
示された 120。黒岩涙香（1862-1920）が主宰する萬朝報が
1904年10月8日の社説で意外なことに、国民の多数意見
がそうであったのと同じく対露開戦を日本の利益のために
必要であるとしたことは明らかにこの理由による。黒岩は
編集部内に存在した初期社会主義者に連なる人々からの怒
りを買った。これら幸徳秋水周辺の初期社会主義者の一団、
およびキリスト者内村鑑三（1861-1930）は 121、日露戦争

の熱狂に反対し戦争による国民の多大な犠牲を正当にも危
惧した 122。この集団は新聞発行の母体として「平民社」を
設立し、1903年11月には早くも第一号を発行した。第一
号発行を記念する宣言において平民社に参集した彼らは、
フランス革命の三つの柱であり、不変の権利の基礎たる自
由・平等・友愛を高らかに謳い、社会主義・平和主義／非
戦論、そして教養あるものに主導される労働者、小市民の
立場に立つ社会観としての平民主義とを代弁すると宣言し
た 123。1904年 3月 13日に公表された『余露国社会党書』
はとりわけ大きな反響を呼んだ。幸徳は自ら執筆したその
書の中で、日本とロシアにおける常軌を逸した愛国主義と
軍国主義に対する、日露両国の社会主義者による共同戦線
を呼びかけた。
　外交が天皇大権に属する事柄であったということは、明
治国家の構造の特徴である。その限りにおいて、膨大な費
用と人的犠牲ゆえに戦勝国日本がロシアと結ばざるを得な
かった講和条約の内容に影響を及ぼそうとする行為は 124、
批判が即不敬罪の疑いを呼ぶがゆえに困難を伴った。講和
の条件は、日本では1905年8月30日の時事新報号外によっ
て広く知れ渡ることとなった。大手新聞の論説は、日本は
確かに戦争には勝利したが、平和を無駄にしたと大いなる
失望を示した。出版メディアの多数は、ナショナリストの
団体である黒龍会と対露同志会をトップとする講和問題同
士連合会と意見を同じくした。連合会は1905年に設立さ
れ、講和交渉が誤りであることが明らかとなった場合には、
対露戦を継続することを主張した 125。同年9月5日に連合
会による抗議行動が約3万人の参加者を得て日比谷公園で
開催され、およそ2千人が皇居に向かって抗議の行進を始
めたことが、その後2日間にわたる日比谷焼打ち事件 126の
幕開けとなった。この事件は、天皇による非常事態宣言と
軍隊の投入によってようやく鎮圧されたのであるが、9月
7日の大雨もこの事件の鎮静化に一役買った 127。講和条約
は変更されることはなかった。日比谷焼打ち事件の鎮圧
は、大阪朝日新聞と日本 128によって、「第二の露都」の見
出しの下、1905年1月9日のロシアの血の日曜日と比較さ
れた 129。
　この騒動は日本の政治史において、とりわけいわゆる
「大正デモクラシー」の文脈においては、おそらくは政治
的な「幅広い民衆の共同参加 130」への要求ゆえに「大正デ
モクラシー」の嚆矢と見なされているとはいえ、日露戦争
の具体的な影響史においては直接的な政治的帰結をもたら
さなかった。
　明治時代最後の10年間は、新聞・雑誌が世論に与えた
影響は大きかった。プリントメディアは、民衆を政治的に
多様な目的に向けて大規模に動員することが可能となっ
た。戦争の前哨戦では、国内の大新聞は1895年以降の日
本の失望感を色褪せないものとすることで、自らの影響力
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を行使した。戦争中においては、政府による国民の個人
的、経済的な犠牲への要求を支持する一方で、戦後は国粋
主義的な身振りにより戦争の継続を求めた。遅くとも日比
谷焼打ち事件までには、明治のエリートによる通常のメカ
ニズムと取り決めとは違う次元で、民衆は政治決定のプロ
セスにおける重要な要素となった。日比谷焼打ち事件は、
1905年から1918年までの民衆騒擾期 131の始めに当たり、
そこで都市民衆は歴史的な観点から「怒れる市民」として
姿を現したのである。騒擾の個々の原因は多様であり、
1906年3月から9月にかけての公共交通機関の運賃値上げ、
1908年 2月の増税反対、1913年の第一次護憲運動、1913

年9月の対中政策を巡る対立、シーメンス事件での海軍汚
職に対するデモ、1918年の普通選挙を求める運動、ある
いは「大正デモクラシー期」が最高潮に達した時期の
1918年に、投機的な米価高騰と買占めによるコメ不足に
よって引き起こされた米騒動であった。
　1905年の抗議運動は、愛国主義から国粋主義への移行
期に位置付けることができる。支配エリートにとっては、
一見しただけでは見分けがつかなかったのであるが、これ
らの騒擾は支配権力への単なる不服従と脅威であったのみ
ならず、支配エリートが直接天皇の権威に依拠したのと同
じく、権力を維持する装置としての支配イデオロギーであ
る国体をいかに民衆が内面化し、身をゆだねていたかを示
していた 132。その限りにおいて民衆騒擾は支配層に対する
暴力的な要素にもかかわらず、同時に象徴的にも実際的に
も1945年まで政府の行動をあらかじめ規定していたあの
「制度の中の精神」が、いかに強固に定着していたかを証
言するものであった。

6. おわりに

　市民社会概念をこの時期に使用するならば、1945年ま
での日本における市民社会はまれなことに三つの姿をとっ
て現われる。一つには、自己組織の形態においては、民主
化への期待と天皇支配の国家哲学的基礎付けへの拒否は、
市民社会を瞬く間に反国家へと追いやり、国家による制裁
の対象となった。二つには、ほとんど非政治的な市民社会
の形態であり、ニッチな分野に自らを限定し、主に慈善、
教育、文化、医療に注力した。三つには、グラムシ的意味
における「防御施設、装甲防弾施設のがっしりとした鎖 133」
として国家を支援する、市民社会と一対の「暗い」像であ
り、市民社会の規範的概念とは相いれないような形態であ
る。
　これらの三形態にもかかわらず、市民社会の認識論的概
念を用いることで、市民と国家との関係に新しい評価が可
能になるように思われる。というのも、この概念によって
社会における対立の場とコンセンサスの原理を同定するこ

とが容易になるからである。こうした見方は、アメリカ人
東アジア史家シェルドン・ガロンのアプローチに従うもの
である。ガロンは市民社会概念を「市民社会という聖杯の
探求」に用いるのではなく、日本の歴史においても、そし
て日本の歴史にこそ、とりわけ国家と社会との関係をより
よく理解し、必要に応じて新たに評価できるようになるた
めの手段として用いることを提唱した 134。
　同様に、市民社会と暴力とを歴史的観点から対立するも
のであると予断するのではなく、「拡大された参加権の一
部でありその可能性である」と解釈することが意義あるこ
とであると明らかになった。こうした二項対立の成立は、
20世紀における二つの世界大戦を回顧的に分析した結果
に過ぎない 135。さらに言えば、この二律背反は1945年以
降の日本の市民社会的発展にとっても、厳密には当てはめ
ることができないのではないかという予測が成り立つ。折
に触れて市民社会的行動の典型例として評価される水俣水
銀中毒の被害者団体の、自らの利害関心を貫徹するために
採用する手段に着目する時、例えば生産現場をバリケード
で封鎖したり、工場に乱入し生産設備を破壊するなどの暴
力的手段を用いたりすること、あるいは成田空港建設に反
対する暴力的な闘争などを考慮すればなおさらである。同
様に、現在もなお続く市民社会が国家による福祉や財政に
構造的に依存している状態は、少なくとも歴史的次元にお
いては、一方では市民社会と暴力を、他方では市民社会へ
の国家からの影響を、研究上戦略的に厳密に区別する事を
困難にし、研究領域を大幅に狭めることになったと考えら
れる。
　本論文の序論で提唱した、（日本の）市民社会を評価す
るにあたり歴史的観点をより一層考慮することに加え、こ
こではよりバランスのとれた分析を行うことを提唱した
い。日本の歴史における市民社会的行為のルーツを探ると
いう視点の下でも、例えば大正時代に起こった学生運動の
分析に際し、1918年にロシアでの10月革命の成功を受け
て東京帝国大学で設立された新人会や、1919年に早稲田
大学でボルシェヴィキ革命を日本人民の幅広い層に定着さ
せようとして設立された民人同盟会 136のような明治国家
の指導的思想である国体に真っ向から対立した「左派」団
体のみに焦点を当てることは、早計に過ぎるように思われ
る。1919年のヴェルサイユ体制における日本の立場の強化、
および天皇家の更なる権力強化を市民社会的な活動を通じ
てめざした学生同盟のような存在がもう一方の政治的スペ
クトルに存在した。こうした超国家主義的な団体の代表と
しては、例えば天皇機関説と鋭く対立した憲法学者上杉慎
吉（1878-1929）によって設立された二つの学生団体、1920

年設立の興国同志会と1925年設立の七生社 137を挙げるこ
とができる。政治的に極端に立つこれらの学生団体に対し
ては、より政治的な中立を標榜した団体、例えば1934年
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に「太平洋における平和を推進するために」設立され、現
在まで存続する日米学生会議がある 138。
　この論文では、歴史的市民社会のアクターとして典型的、
代表的存在である田中正造（1841-1913）139や、被差別部
落の代弁者としての水平社と日本語による最初の人権宣言
とも称される水平社宣言 140については、ただ短く言及す
るにとどまる。1930年代から1945年の敗戦までの時期に
おける社会的諸集団による市民社会的な参加を求める運動
の分析は、その最初の試みがすでになされている 141。
　「大正デモクラシー」の文脈では、とりわけ憲法学者美
濃部達吉（1873-1948）と政治学者吉野作造（1878-1933）
を挙げなくてはならない。彼らは1945年以前の日本の政
治的、立憲的制度の内実をリベラルデモクラシーの観点か
ら解釈し、制度に内在する国民参加の可能性を追求した。
同時に、絶対君主である天皇を一つの機関として他の立憲
的機関の中で第一の地位を占めるに過ぎないと理解する美
濃部の天皇機関説においても 142、また吉野の民本主義 143

においても、体制の核心である国体思想を根本的に疑問視
するものではなかった。吉野から大きな影響を受けた民本
主義では、個人の多様な自己中心的な利害関心から解き放
たれナショナルな利害関心を基底とした国民全体の幸福
が、社会的、政治的行為を律する指針となった。同時に、
主権は侵すことのできないものとして正式に君主に帰属さ
せられた。自由は決してそれが自己目的化することなく、
常に国家の利益に奉仕すべきものとして、かつ全体の幸福
に利するものとして、そして国家の法秩序に個人の欲求を
従属させることを通じて、国民は最大限の自由に到達でき
るとされた 144。こうした見方は、個々の国民の参加可能性
を漸次的に拡大させることを、大いなる全体の福利の実現
のためには、つまり国家あるいは君主の利益と国民の利益
とが融合したものとしての国益の貫徹のためには 145、個人
は自らを少なからず制限すべきであるという要求と結びつ
けたのであるが、それはなにも権力者のみが歓迎すべき可
能性として支持したのではない。同様にして、影響力を有
した反対勢力、あるいは大正デモクラシーの担い手たち
も、当時のナショナルな言説において国民と国家との関係
を構想するにあたり、個人の君主国家における公共の福利
に対する責任を　　表面上、あるいは実際にも　　エゴイ
スティックな自己実現よりも優先させるべきであるとした。
このような個人を国益に従属させる、社会的「コモンセン
ス」としての日本型リベラリズム解釈は、同時代の市民社
会のアクターが国家に依存し、国益の実現に協力する方向
にしか思考できないようにしむけたのである 146。
　公共のメディア、教養市民層の参加などの形式的な市民
社会の領域論的、行為論的な構成条件が同定可能であるこ
とを考慮すると、国体のような国家哲学的概念の存在や、
おそらくは市民社会的な発展の条件が制限されていたこと

の目に見える徴としての国家による一層強化された監督・
統制だけでは、1945年以前の日本において市民社会が存
在したことを疑う根拠とはできないように思われる。特に
その間、日本人の研究者も、日本人以外の研究者も、権威
主義的な支配システムを維持する、あるいは常に支配シス
テムと対立していたわけではない敵対関係にある国民の役
割を視野におさめるようになってきた。ゆえに結論として
は、丸山眞男が　　おそらく当時はまだ資料の入手に困難
があったとしても、1946年にはすでに　　、日本では「政
治的権力がその基礎を究極の倫理的実体に仰いでいる限り、
政治の持つ悪魔的性格は、それとして率直に承認されえな
いのである」と、始めから日本人の過去を免責しようとし
たことに対し、異議を唱えなければならないだろう 147。む
しろここでは、文学者アンドレ・モロワが1799年のナポ
レオンによる新憲法公布に際して、フランス人民の態度を
言い当てたのと類似の評価が当を得ているように思われ
る。「国民は無理やりその意に従わされたのではない。自
らその身を差し出したのである 148。」
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Es ist die Absicht, in dieser Darstellung die Möglichkeiten und 

Grenzen des Engagements jener japanischer Gruppen in dem vom 

Staat vorgegebenen institutionellen Rahmen des Vereinsrechts 

vor 1945 zu skizzieren, soweit es sich um Aktivitäten handelt, 

die als zivilgesellschaftliche interpretiert werden können, und 

anhand eines ausgewählten Beispiels zu zeigen, dass die Wurzeln 

der japanischen Zivilgesellschaft weiter zurückreichen, als ihr 

gelegentlich in der Forschung zugestanden wird. Mithin versteht 

sich dieser Diskussionsbeitrag als zweifaches Plädoyer:

(1) Als ein Plädoyer für die nachhaltigere Berücksichtigung 

historischer Prozesse in der politikwissenschaftlichen Forschung 

zu Japan. So erweist sich beispielsweise die oft zitierte These von 

der Entstehung oder „Geburt“ der japanischen Zivilgesellschaft 

nach dem Hanshin-Awaji-Erdbeben vom 17. Januar 1995, 

respektive durch die Verabschiedung des NPO-Gesetzes 1998 

bzw. eine mutmaßliche zivilgesellschaftliche Unterentwicklung 

mit ihrem sehr auf die juristischen Rahmenbedingungen 

ausgerichteten Focus als gleichermaßen beständig wie 

nachhaltig falsch bzw. ahistorisch. Dies gilt in gleicher Weise 

für die Wahrnehmung des Jahres 1945 als zivilgesellschaftliche 

Wasserscheide. Folglich bedarf es offenbar einer intensiveren 

Berücksichtigung historischer Entwicklungen, um derartigen 

beispielhaften Fehlinterpretationen einer geschichtslosen und 

gleichsam gesichtslosen politikwissenschaftlichen Forschung 

vorzubeugen. Dies mag dann mit einer – zweifelsohne auch 

kritischen – Neubewertung der Möglichkeiten und Grenzen 

zivilgesellschaftlicher Entwicklungen im Japan vor 1945 mit deren 

besonderen – geistesgeschichtlichen, strukturellen wie rechtlichen 

– Rahmenbedingungen und Artikulationsmöglichkeiten spezifi-

scher Interessen einhergehen.

Zugleich versteht sich dieser Text (2) als ein Plädoyer für 

historische Analysen auf der Basis einer nicht normativ 

überhöhten Zivilgesellschaftstheorie. Die einseitige Betonung 

des Demokratisierungspotentials der Zivilgesellschaft als 

normativer Ordnung scheint Formen der vor allem auf die 

Stützung bzw. Bestätigung des Herrschaftssystems zielenden 

Partizipationsansprüche und -bestrebungen, als einer für diese 

Phase der japanischen Geschichte prototypischen Variante zivil-

gesellschaftlichen Engagements, zu verdecken. Dies schließt dann 

unter Berücksichtigung von Zeit und Raum auch zeitgenössische 

Auseinandersetzungen ein, die keineswegs immer völlig konflikt- 

und gewaltfrei Einzelaktionen der Machthaber, keinesfalls aber 

die Gesamtkonzeption ihrer Herrschaftsausübung oder das 

inhaltliche Design der Herrschaftspraxis in ihren Kernbereichen 

zum Gegenstand einer gelegentlich durchaus auch scharfen 

Kritik hatten. Ein seiner normativen Bestandteile „entkleideter“ 
Zivilgesellschaftsbegriff ließe, gleichermaßen als Erweiterung 

der gängigen Analysekriterien, in diesem Kontext differenziertere 

Aussagen über die Rolle und die Handlungsspielräume der 

Untertanen, die zugleich auch immer Staatsbürger waren, 

und somit über die Qualität der Staat-Bürger-Beziehungen in 

historischer Perspektive im Japan vor 1945 zu.
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Ⅱ  研究ノート
Reserch Note



はじめに

　1960年代にロバート・ドラテがルソーの「市民宗教 

（religion civile）」に関する講演の冒頭で「時代に合わな
い」テーマを選択したことを詫びていることが端的に示し
ているように 1、20世紀後半のルソー研究において宗教と
政治の関係性が取り上げられることは多くはなかった 2。
これに比して、2000年代に入るとルソーにおける宗教と
政治の問題は盛んに取り上げられている観がある 3。
　本稿では、今日のルソーの宗教論を扱った研究の中で
も、ジスラン・ワーテルロの研究を中心に取り上げて紹介
する。その理由は、ルソーの宗教論研究において、同氏が
論文や著作を発表するだけでなく論文集の編集にたずさわ
るなど、今日のルソーの宗教論研究において中心的な役割
を果たしているからである。さらに、同氏の『ルソー：宗
教と政治Rousseau : Religion et politique』（2004年）という
著作がその後の多くの研究において参照されていることか
ら、今日に見られるルソーの宗教論再考の出発点として、
この著作を位置づけることができるだろう。
　ワーテルロは『ルソー：宗教と政治』において、ルソー
の政治理論における宗教の重要性を強調している。本稿で
は、同氏によるルソーの宗教論に関する解釈のうち、次の
二つを取り上げる。まず、ルソーが宗教を法制度にそれを
補完するために導入したとワーテルロは解釈している。本
稿では、これをワーテルロの第一の解釈と呼ぶ。このよう
にして宗教が共同体に導入された理由は、「社会契約」に
もとづいた共同体に内在する問題に起因すると指摘されて
いる 4。次に、宗教は共同体にとって常に必要かつ不可欠
な要素であり他のものと代替されることは不可能であると
も同氏は解釈している 5。これを、ワーテルロの第二の解
釈と呼ぶ。本稿では、この二つの解釈を他の研究者の解釈
と比較しながら分析する。そして、ルソーの宗教論に関す
る一連の研究を、同氏の研究を中心に紹介していく。

Ⅰ：第一の解釈：ルソーにおいて宗教は法制度を補完する。

1. 宗教が果たす役割
　ワーテルロの第一の解釈の内容をみていこう。同氏はそ
の著作である『ルソー：宗教と政治』で、ルソーが宗教を
「法原理にもとづいたあらゆる共同体に不可欠な、情念に
働きかける装置」6として、その政治理論に導入したと解
釈している。この解釈には説明が必要である。まず、「情
念に働きかける装置」である宗教とはどのようなものなの
か。そして、なぜ法制度を補完するために宗教をルソーは
共同体に導入したのか。同氏のルソー解釈にしたがって、
この二つの問いを解明しよう。
　ワーテルロは『エミールEmile』（1762年）の一節 7を引
いて、ルソーは人々の行動の原動力を「理性」ではなく、
むしろ「感情（sensibilité）」や「情動（émotion）」に求め
ていたと指摘する。そして、神への愛にもとづく宗教は、
強くそれらに働きかけて強力な原動力を人々の内に形成す
るとルソーは考えて 8、その政治理論に宗教を導入したと
解釈されている。
　では、なぜ法制度は人々の「情念」に強く働きかける宗
教を必要とすると、ルソーは考えたのだろうか。それは、
神への信仰と来世への希望なしに全体の利益に自分の利益
を従属させつつづけることはできないうえに、共同体が市
民に求める犠牲に同意することも信仰なくしてはできない
とルソーが考えたからだと同氏は指摘する 9。これら二つ
の理由のいずれもが、個々人と共同体の関係性の問題、す
なわち個々人と共同体の対立に還元されうる。つまり、ル
ソーによって宗教が政治理論に導入された背景には、共同
体全体の意志である「一般意志（volonté générale）」と個々
人に固有の意志である「特殊意志（volonté particulière）」
の乖離という問題があると結論づけられることになる 10。
以上がワーテルロの第一の解釈である。実は、このような
解釈が最初に見られる論文は、同氏の論文ではなく、エ
レーヌ・ブシルーの2001年の論文である 11。同氏の第一の
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解釈は、それを発展させたものであるといえる。

2. 「社会契約」にもとづいた共同体に内在する問題
　ワーテルロの第一の解釈は妥当なのだろうか。はたして
ルソーの「社会契約」説は「一般意志」と「特殊意志」の
乖離という問題を内包しているのだろうか。この点を確認
しておこう。
　『社会契約論Du Contrat social』（1762年）で提示されて
いるルソー独自の「社会契約」説によると、あるべき共同
体とは人々の間で「社会契約」が締結されることで生まれ
る。「一般意志」とは、このようにして誕生した共同体全
体の意志であり、人々が個別に持つ「特殊意志」とは区別
される。「社会契約」にもとづいた共同体では、「一般意
志」が正義の規準であり、これの表明が法であるとされ
る。この「社会契約」を結ぶという行為の本質を「一般意
志」に自らの全てを預けることであるとルソーは述べてい
るが 12、これは共同体の構成員となった人々には「一般意
志」に従属することが求められることを意味する。しか
し、この従属は「一般意志」という自らが他者と共有する
意志への従属であるから、他者の恣意への従属とは区別さ
れる。こうして、ルソーが構想する共同体には各個人に固
有の「特殊意志」と共同体全体の「一般意志」が存在する
ことになる。「一般意志」への人々の同意があったからこ
そ、共同体の誕生が可能となったわけであり、二つの意志
の間には一致が見られるはずである。ゆえに、ルソーの政
治理論は各人の「特殊意志」を共同体全体の「一般意志」
に従属させることを前提としているという解釈がなされる
ことが多かった。
　しかし、ルソーによると、「完璧な法制度」の中では、
人々は自分達の「特殊意志」を抑制して共同体全体の意志
である「一般意志」によく従属しているはずであるが、人
が「自然の秩序に従うなら」、より個人的な意志はより一
般的な意志より強いということになる 13。
　ゆえに、共同体の中では各人の「特殊意志」がもっとも
強く、共同体全体の意志である「一般意志」がもっとも弱
いということになる。こうして「一般意志」への従属はな
かなか果たされないことになる。なぜならば、共同体の構
成員は「臣民としての義務を果たしたがらずに、市民とし
ての権利を享受するだろう 14」からである。
　理論上は、共同体全体の意志である「一般意志」は人々
が他者と共有している、彼ら自身の意志であり、それに従
うことは自分自身に従うことに他ならないはずである。ゆ
えに、理論上は

4 4 4 4

何の支障なく、人々は自らの「一般意志」
に従うことができるはずだ。しかし、「自然の秩序」に従
うならば、人々のうちでは「一般意志」よりも「特殊意
志」が優先されがちになり、「特殊意志」の「一般意志」
への従属は容易ではなくなる。これこそが、ブシルーおよ

びワーテルロが指摘する、「社会契約」にもとづいた共同
体に内在する問題なのである。以上の理由から、この問題
を解決するためにルソーはその政治理論に人々の情念に強
く働きかけうる宗教を導入したというワーテルロの第一の
解釈は妥当であると考えられる。

3. 他の研究者達の動向
　上記で分析した「社会契約」にもとづいた共同体に内在
する、「一般意志」と「特殊意志」の乖離という問題はル
ソー研究者たちの間で広く認められていて、ワーテルロの
第一の解釈も共有されているようだ。たとえば、ブリュ
ノ・ベルナルディは『義務の原理：政治の近代性のアポリ
ア に つ い て Le Principe dʼobligation : Sur une aporie de la 

modernité politique』（2007年）において、自らの分析が
ワーテルロの分析の解釈を踏襲していると註でことわった
うえで、ルソーの宗教は義務そのものを生み出すわけでは
なく、義務を果たそうとする「義務感」の形成をはかると
解釈している 15。同氏によると、この「義務感」という感
情こそ個々人を共同体に結びつけるために重要である。し
かし、この「義務感」は法制度のみでは形成することがで
きないために、宗教が持つ、人々の感情に働きかける力が
必要となる。こうして、ルソーの政治理論においては宗教
が共同体における個と全体の融和をはかるために重要な役
割を果たすことになると同氏は解釈している。
　また、ブレーズ・バコフェンも2010年の論文で、ワー
テルロの第一の解釈と同様の解釈を展開している。同氏も
「社会契約」にもとづいた共同体に内在する問題として、
「一般意志」と「特殊意志」の乖離を指摘したうえで、市
民の内にある個別の利益と一般の利益の対立を解決するた
めに、ルソーが宗教をその政治理論に導入したと解釈して
いる 16。
　ルソーが『社会契約論』で「一般意志」の絶対的支配を
説いていることから 17、「一般意志」と「特殊意志」の関
係は従属関係であると解釈されることが以前は多かった。
このような解釈から、ルソー批判の多くが生まれた 18。し
かし、今日では、共同体内部における「一般意志」の優位
が流動的なものであり、さらに「特殊意志」にたえずおび
やかされているとルソーは認識していたという解釈がワー
テルロをはじめとした多くの研究者たちの間で共有されて
いる。ゆえに、いかにして「一般意志」と「特殊意志」の
乖離をルソーが阻止しようとしたかを問うことはルソー研
究において重要な課題の一つとなる。そして、この課題の
重要性が注目されるにつれて、ルソーの政治理論における
情念や社会的愛着の重要性が指摘される傾向が今日では顕
著に見られる。
　たとえば、そのような例として、ミッシェル・スネラー
ルの2002年の論文 19を挙げることができる。スネラール
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も、この論文で『社会契約論』と『政治経済論Discours 

sur lʼéconomie politique』（1755年）20を分析して、人々の
「情念」に働きかける機能を抽出している。同氏は単なる
法の執行には還元されえない、このような機能を統治の技
術の一つとして解釈している。また、同氏も「一般意志」
と「特殊意志」の乖離という、法制度だけでは解決しえな
い問題に対して、ルソーは様々な手段を講じているとした
うえで、この論文では手段の一つとして「検閲（censure）」
を取り上げている。
　実は、このスネラールだけでなく、ワーテルロも、バコ
フェンも、ベルナルディも、宗教以外に人々の情念に働き
かける手段として、「公教育（éducation publique）」、「検閲」
などを挙げている。彼らの解釈は、宗教がこれらの手段と
代替可能か否かをめぐって見解を異とすることになる。

Ⅱ：第二の解釈：宗教は代替不可能である。

1. 宗教は必要不可欠ではない。
　「ルソーの政治理論において、宗教は代替不可能である」
というワーテルロの第二の解釈は多くの研究者に受け入れ
られているわけではない。「宗教は代替可能なものであ
る」、あるいは「ルソーの政治思想において、宗教の必要
性は一過性である」という解釈をする研究者が少なくな
い。ワーテルロの第二の解釈は、このような解釈への反論
として出発している。ゆえに、その第二の解釈をより明確
に理解するために、同氏が反駁を試みた解釈をまずは見て
いこう 21。
　彼らは、その主張の根拠として、『社会契約論』第二篇
第七章「立法者」の章と『社会契約論』の草稿のある一節
が決定稿では消去されていることを主として挙げている。
まず、『社会契約論』第二篇第七章「立法者」の章を見て
いこう。同章では、立法者が法を公布する際に、神からの
お告げであるかのように演出して、付与する法の権威を高
めようとする様子が描写されている。また、『社会契約論』
の草稿である『ジュネーヴ草稿』では「市民宗教」の章
が、「立法者」の章が書かれた草稿の裏に書かれていたこ
とからも、ルソーが共同体における宗教を共同体の草創期
と関連付けていたと推察することが可能である。さらに、
同章は次の一節で締めくくられている。

以上から、ウォーバートンと一緒に政治と宗教は我々
にとって同じ目的を共有しているとは結論すべきでな
く、国（ネーション）の起源には宗教は政治のための
道具として使用されると結論すべきである 22。

この一節を論拠として、ルソーの政治理論において宗教は
共同体の草創期にのみ諸制度を設立するために必要であ

り、その後には必要なくなるという解釈がなされているわ
けである。なぜならば、宗教と政治は目的を共有している
わけではないとルソー自らが明言しているからだ 23。
　次に、『社会契約論』の決定稿で消去された、問題の一
節を見ていこう。

人々は社会に暮らし始めるとすぐに、自らをそこにつ
なぎとめる宗教を必要とする。宗教なしに民族は決し
て存続しなかったし、存続することもないだろう 24。

『社会契約論』の『ジュネーヴ草稿』における「市民宗教」
に関する章の冒頭にあった、この一節が決定稿では消去さ
れていることから、これを論拠に、宗教の必要性を歴史的
な現象としてルソーが考えていたとする解釈もある。ワー
テルロによると、このような解釈は特に最近のフランスの
大学で支配的なものであるようだ 25。この解釈によると、
ルソーは「司祭の宗教」であるキリスト教に抗して、寛容
を原則とする「市民宗教」を導入した。それによって、共
同体に寛容が根づくことで宗教の必要性もなくなり「宗教
なしに民族は決して存続しなかったし、存続することもな
い」という一節を最終的にルソーは消去したということに
なる。また、彼らは、『社会契約論』では政治制度の根拠
に宗教ではなく「社会契約」をおいていることもあげて、
宗教は他のものにその役割を代替されうるものであり、必
ずしも必要不可欠なものではないと結論するに至ったのだ
とワーテルロは指摘している 26。

2. ワーテルロの反論：宗教は必要不可欠である。
　ルソーの政治理論における宗教の重要性とは一過性のも
のであり、その重要性は「社会契約」にもとづいた政治制
度が成熟するにつれて軽減するだろうという、上記で見た
ような解釈に対して、ワーテルロは以下のように反論して
いる。
　「立法者」の章の末尾の一節については、ここで想定さ
れている宗教とはルソーが「司祭の宗教」であるとみなし
ているローマ・カトリックであり、このローマ・カトリッ
クが共同体に不可欠であると考えるウォーバートンと一線
を画そうとして、ルソーはこのように記しているに過ぎな
い。「市民宗教」の章で述べているように、本来のキリス
ト教は政治的目的などは持たないとルソーは考える。ま
た、『コルシカ憲法草案』では宗教的儀式の代わりに市民
的儀式に多くの時間をあてることでコルシカでは宗教を政
治的な権威から象徴的な権威に変換させるようにルソーが
説いていることについて言及して、ルソーが政治とキリス
ト教の結び付き、特にローマ・カトリックの政治への影響
を排除しようとしていることをワーテルロは指摘している27。
ゆえに、この一節にルソーがローマ・カトリックを排除し
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ようとしているという意図を読み取ることができても、宗
教自体を政治に役立たないものと断罪するルソーの意図を
読み取ることはできないということになる。
　次に、『社会契約論』の草稿にはあった一節が決定稿で
消去されたことに関するワーテルロの反論を見ていこう。
同氏はこの一節の消去を、ルソーが宗教の必要性を否定し
ていることの決定的な論拠とみなすことはできないと述べ
ている。たとえ冒頭の一節が消去されたにしても、これに
代わって宗教と共同体の密接な関係性の歴史をルソーは決
定稿で展開していることを指摘している。さらに、ルソー
は決定稿においても「国にとって、各市民が彼らに義務を
愛させる宗教を持つことは重要である」28と、さらに『山
からの手紙』では『社会契約論』は「宗教を政治体の組織
の本質をなす一部として導入できうる、または導入すべき
方法の探求」29で終わったと述べているからだ。このよう
にして、ルソーは宗教の必要性について繰り返し言及して
いるのである。
　さらに、ワーテルロは、サヴォワの助任司祭の「自然宗
教」と「市民宗教」の条項が「社会契約」や法に神聖さを
認めること以外は一致していることを論拠に、「市民宗教」
は「自然宗教」に包摂されると解釈する。つまり、自らが
信仰する宗教を共同体で実現するために、「市民宗教」と
して「自然宗教」を導入したとワーテルロは解釈している
のだ 30。

3. それでも宗教は代替可能である。
　しかし、ワーテルロの第一の解釈、すなわち、「ルソー
は宗教を「一般意志」と「特殊意志」の一致を促すものと
して、その政治理論に導入した」という解釈を共有したう
えで、それでも宗教は代替可能であると解釈する研究者た
ちがいる。本稿では、その例として、バコフェンとベルナ
ルディの解釈を取り上げる。彼らは、宗教は「公教育」を
はじめとした他の手段に代替可能であると考える。彼らの
解釈を他の「宗教は代替可能である」とする解釈を区別す
る理由は、彼らがワーテルロの第一の解釈を共有したうえ
で、ワーテルロとは異なる結論を導出しているからである。
　たしかに、宗教は人々に「一般意志」を、その表明であ
る法を愛させることで、「一般意志」と「特殊意志」の乖
離という「社会契約」にもとづいた共同体に内在する問題
を解決する。しかし、宗教は、「公教育」や「検閲」と並
ぶ一手段にしかすぎないとバコフェンは解釈する。また、
バコフェンは、宗教が、それ自体の価値のためではなく、
その効果のために共同体に導入されたことからも、宗教の
他の手段への代替可能性を指摘する 31。
　ワーテルロも、人々の情念に働きかける手段として宗教
以外に「公教育」や「検閲」をルソーが挙げていることは
認めている 32。しかし、それでもルソーが宗教に特権的な

地位を付与していると同氏は主張する。これに対して、バ
コフェンは『ポーランド統治考』、『政治経済論』、『社会契
約論』第四篇第七章「検閲」、『ダランベールへの手紙』で
は、同様の機能を果たす手段として、宗教は言及されてお
らず、「公教育」、「検閲」、「祝祭」が言及されていること
から、ルソーは宗教を重要視するどころか、むしろ宗教的
ではない政治制度の創設をめざしていると解釈している33。
ゆえに、バコフェンは、ルソーの政治理論において、宗教
は他の手段に代替可能であると結論する。
　また、ベルナルディもワーテルロの第一の解釈は支持し
ているが、宗教によって義務感が形成されるということか
ら、政治的な義務感を形成する手段はこの宗教だけである
と結論することはできないのではないかとワーテルロの解
釈に疑問を呈している。同氏は、宗教以外に義務感の源と
なるものがある可能性を示唆している 34。
　主として2010年の論文で、ワーテルロは特にバコフェ
ンの主張に反論している。ルソーが、無神論者が自分だけ
に関心を集中させることで他者にまったく無関心であるこ
とから、狂信者よりも無神論者よりも反社会的な存在とみ
なしていることから、ワーテルロはルソーの政治理論にお
いて、宗教が人々の社会化に大きな役割を果たしていると
解釈する。ルソーは宗教のうちに人々の内面に強く「働き
かける力（force agissante）」を見出して、この力によって
こそ人は道徳的行為を行うこと、つまり、自らの「特殊意
志」を「一般意志」に従属させることができるとルソーは
構想しているとワーテルロは解釈する。
　この宗教の「働きかける力」の役割を、ジュリーのウォ
ルマールが何を慰めとして、何を支えとして、行動してい
るのか心配している一節 35に、ワーテルロは政治における
宗教の価値のあり方も見出せると述べている。無神論者で
あるウォルマールに欠けている、人々の心のうちで彼を慰
め、元気づけ、語りかけ、美徳の対価を与えるもの、死を
思いめぐらすさい助けになるものとは、秩序への愛ではな
く、神への愛なのである。このような神への愛が魂に働き
かける作用のみが、各人が個別に持つ「特殊意志」を市民
として持つ「一般意志」に一致させることを可能にするの
だとワーテルロは解釈する 36。

結論にかえて：宗教の代替可能性をめぐる議論の背景

　本稿では、ワーテルロの二つの解釈（1. 人々の情念に働
きかけうる宗教は、「社会契約」によって生まれた共同体
に内在する「一般意志」と「特殊意志」の乖離という、法
制度のみでは解決しがたい問題を解決するために共同体に
導入された。2. このような宗教は共同体にとって常に必要
かつ不可欠であり、他の手段に代替は不可能である。）を
中心に、一連のルソー研究を紹介した。ワーテルロの第一
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の解釈はルソー研究者の間で広く認められているが、宗教
が他の手段で代替が可能か否かをめぐってバコフェンやベ
ルナルディをはじめとする研究者たちがワーテルロと袂を
分かった。彼らによると、ルソーの政治理論において宗教
は政治的手段の一つとして他のものと同等であるから、代
替が可能である。これに反して、ワーテルロはルソーの政
治思想において宗教は特権的な位置を占めると主張する。
　その主張を裏付けるために、ワーテルロは「市民宗教」
は一種の「自然宗教」であり、ルソーにとって宗教は単な
る手段であるだけではなく、それ自体にも価値があるもの
であると解釈している。しかし、この点で、ルソーによる
共同体への宗教の導入を機能論的に解釈することをワーテ
ルロは否定していることになり、同氏の第一の解釈と第二
の解釈は互いに矛盾することになる。本稿では、ここに
ワーテルロの議論の脆弱さを認めざるをえない。
　また、ワーテルロの第一の解釈は機能論的解釈である
が、その萌芽は本稿の冒頭で取り上げた1960年代のロバー
ト・ドラテの講演にもすでに見られる 37。その講演におい
て、ルソーの政治理論において宗教が共同体に必要な理由
は共同体における道徳の維持と「社会契約」に神聖さを付
与するためであるとドラテも機能論的に解釈しているの
だ。ドラテのこの講演後の討論では、ドゥオッシーは、市
民の道徳を形成するための道具として宗教の機能が重要視
されることによって、宗教が特別扱いされずに他の手段と
同等のものとして扱われうるということも驚きをもって指
摘している。まさに、この指摘は、本稿で扱った宗教の代
替可能性をめぐる論争を予見させるものである。
　そして、バコフェンの議論にしたがうと、宗教は代替可
能であるという解釈は、ルソーの宗教論の機能論的解釈が
導出する必然的帰結であるように思われる。このような解
釈にワーテルロは抗しているわけであるが、どのような反
論を試みても、機能論的解釈の枠組みのうちでは、ルソー
の政治理論において宗教は代替可能であるという結論が必
然的に導出されるように思われる。
　しかし、それでもルソーが宗教を「公教育」や「検閲」
と同程度の重要性しか付与していなかったと結論づけるこ
とは早計ではないだろうか。なぜならば、『社会契約論』
の決定稿の冒頭で展開されている共同体と宗教の密接な歴
史に関する記述を読むと、ルソーは共同体の形成とその共
同体に固有の宗教の形成が同一契機で行われると考えてい
るようだからである。つまり、共同体を形成すること、す
なわち、宗教を共有することとルソーは考えていたのでは
ないだろうか。このような宗教を、ルソーが「公教育」や
「検閲」と同列に置いていたとは結論しがたい。
　では、我々はルソーにおける宗教をどのような観点から
研究すれば良いのだろうか。本稿で取り上げた、宗教の代
替可能性をめぐる論争は、機能論的解釈の袋小路のようで

ある。ここから抜けるためには、新たな視座の導入が必要
であろう。では、どのような視座がルソーの宗教論の解明
にふさわしいのか。まずは、これを問うことから今後の研
究をすすめていきたい。
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 Aujourdʼhui, les études sur la pensée religieuse de 

Rousseau prospèrent. Notre article sera consacrée à la présentation 

des certaines études dont le sujet est la place de la religion dans 

la communauté. Nous ferons mention des travaux de Ghislain 

Waterlot, de Blaise Bachofen, de Bruno Bernardi et de Michel 

Senellart.

 Selon Waterlot, la religion est indispensable à la 

théorie politique de Rousseau et cela tient au problème inhérent 

au corps politique formé par le « contrat social ». Les personnes 

se constituent en corps politique par la conclusion dʼun « contrat 

social », considéré comme origine et fondement du pouvoir 

politique. Grâce à ce concept, le pouvoir politique peut sʼémanciper 

de la domination théologique. Néanmoins, Rousseau réintroduit 

la religion dans le corps politique. En théorie, chaque membre 

de la communauté doit se subordonner à la « volonté générale ». 

En réalité, chacun accorde la préférence à sa propre « volonté 

particulière ». Cʼest un problème à résoudre. Cependant, il est 

impossible de trouver une solution à lʼintérieur des institutions 

juridiques.

 Or, selon lʼanthropologie de Rousseau, les hommes 

agissent suivant leurs passions plutôt que suivant la raison. 

De ce fait, la théorie politique de Rousseau comprend un 

aspect psychologique ainsi quʼun aspect juridique. Lʼaspect 

psychologique ne relève pas de la législation, mais du 

gouvernement. A savoir, le gouvernement doit agir sur le coeur 

des citoyens pour rappeler lʼamour de la patrie. Cette fonction 

est différente de lʼexécution des lois. Rousseau propose donc la 

religion comme une des dispositifs passionnels du gouvernement. 

Voilà une des interprétations proposées par Waterlot. Dʼautres 

chercheurs donnent leur adhésion à Waterlot sur ce point.

 Il existe dʼautres moyens de gouvernement : lʼéducation 

publique, le censure, le cercle etc. Selon Waterlot, Rousseau 

attribue une place de choix à la religion. De la même façon, il 

condamne lʼathéiste comme insociable et parle de religion toute 

sa vie. En revanche, si Bachofen et Bernardi pensent aussi que 

la religion est un des moyens du gouvernement, ils soutiennent 

quʼelle peut être remplacée par dʼautres. Cʼest là le point de 

divergence de ces auteurs sur la question religieuse.

 La religion seta-t-elle destinée à se perdre en étant 

remplacée par autre chose ? Ou bien subsistera-t-elle tant que 

les communautés existeront ? Lʼexamen des études présentées ici 

aboutit à telle alternative. Cet exament peut être le point de départ 

des nouvelles études sur la pensée religieuse de Rousseau.
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はじめに

　日本社会には、被差別部落民（たんに部落民と称するこ
ともあります）と呼ばれるマイノリティが存在していま
す。それは、主として近世の「穢多」とよばれる賤民身分
に由来しており、明治維新によって「四民平等」となり賤
民制度が廃止されてのちもその系譜を引くとされる人々に
対する社会的差別は、今日にいたるまで存在してきまし
た。1935年の調査では、全国における被差別部落の地区
数5361、総人口比約1.44パーセントとなっています。
　いうまでもなく被差別部落の人々は、民族的、生理的、
宗教的、文化的に異なっているわけではないため、部落問
題は、しばしば「いわれなき差別」といわれるように、何
ら差異を伴わないにもかかわらず差別を被っていることの
不当性が強調され、そもそも民族差別や人種差別とは、同
じ土俵で論じることのできないものとされる傾向がありま
した。さらに部落問題研究は、戦前・戦後をつうじて、マ
ルクス主義の強い影響下で進められ、土台（下部構造）の
みが問題とされて差別意識それ自体が問われることはきわ
めて稀であったため、解放史と結びつきながら、もっぱら
封建制度（の残存）、ないしは資本主義との関わりなかで
議論されてきたのでした。
　むろん部落問題は、いわゆる人種の違いに由来するもの
ではありません。しかしながら人種を、古くはルース・ベ
ネディクトやアルベール・メンミらが用いてきたような社
会的構築物として理解するならば、人種差別撤廃条約をめ
ぐり議論されているような、「職業および門地（世

せいけい

系）に
もとづく差別」としてあえて留保をつけるまでもなく、同
様に人種主義（racism）のなかに位置づけることのできる
ものです。
　以下に述べますように、被差別部落の人々は、明治期に
は「異種」という認識が与えられ、それが科学的に誤りで
あることが明らかにされたのちも、今日にいたるまで、
「一族の血がけがれる」「何かしらちがう」といった理由に

よって結婚から排除されてきました。結論を先取りするな
らば、近代になって身分という生まれながらの境界が取り
払われたのちも、社会は身分に代わって、近世まで穢多身
分であった被差別部落民を排除する標識を探し求め、その
役割を果たすものが、｢異種」でありその延長線上にある
さまざまな、生まれてきてから本人の意志や努力で変えよ
うのない理由でした。それゆえにまた、そうした理由に
よって引かれた境界を揺るがすことになる結婚という局面
において、いまだ部落差別が最も執拗に残り続けているの
だと考えられます。
　以下にまず、近代社会における部落問題のありようを時
代を追いながらお話し、それを踏まえて戦後、そして今何
が変わり、何が問題なのかということを考えてみたいと思
います。

１　〈身分〉から〈人種〉へ

　1871年、明治政府は、国内外への「開明性」誇示の必
要と、「一君万民」の理念にもとづいて、賤民身分を廃止
しました。それは、通常、「解放令」ないし ｢賤民廃止令」
と呼ばれています。これによって制度的には賤民身分はな
くなりましたが、民衆は、かつては身分制度のもとで自分
たちよりに下位にあった人々が同じ ｢平民」として浮上し
てきたことに危機感を覚え、近代以前から穢多身分に付与
されていた「けがれ」意識を引きあいに出して、日常生活
の場から彼らを排除しつづけました。そうしてそれらの
人々は、差別を欲する民衆によって「新平民」などと呼ば
れ、部落外の人々と区別されていきました。
　このように民衆は、封建的身分制度に代わる差別のため
の強固な標識を探し求めていましたが、「解放令」は「開
化」の理念と一体になって出されたため、いまだ「文明開
化」が風靡するこの時期には平等を重んじる空気も社会に
存在しており、前近代以来の「けがれ」以外には部落民衆
を排除する標識はできあがっていませんでした。
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　おおむね農地を持たず経済的基盤が脆弱で、零細な小作
経営や履物生産・皮革業などの部落産業で生計を維持して
いた被差別部落では、1881年の松方デフレのもとで経済
的困窮が進行し、部落外との格差が増大していきました。
そのなかでしだいに、経済的貧困に加えて、それから生じ
る不潔・病気の温床という標識が与えられていきました。
それらは都市下層社会一般に向けられた視線と重なり合う
ものでしたが、それに加えて被差別部落に対しては、異種
という標識が付与されました。人種起源説は近世にも唱え
られましたが、新たにこの時期それが浮上し、しかも人類
学者たちがそれを説いたことによって、「異種」認識に近
代の ｢学知」の裏付けが与えられ、それがしだいに社会に
浸透していくことになりました。
　当時の人類学会の機関誌『東京人類学雑誌』を紐解きま
すと、たとえば藤井乾

けんすけ

助という人物が、「全体穢多なるも
のゝ我同胞の一部分でありながら殊更に濱斥さらるゝ所以
は職として元来祖先を異にするの人種ならざるべからず而
して亦穢多の他一人類と行為身上の異なる点は穢多は古来
日本人が肉食を嫌厭せし当時より肉食せしと眼球の赤色を
帯ぶるもの二事は之れを研究すべきの点なり。（中略）依
て思ふにこの三韓より帰化したる人民こそ今日穢多と云ふ
人種の祖先なるべしと」（藤井「穢多は他国人なる可し」・
『東京人類学雑誌』第10号、1886年2月）と述べて、被差
別部落の人々は「異種」であると結論づけています。ま
た、人類学研究者として著名な鳥居龍蔵は、兵庫県の被差
別部落に出向いて「所謂穢多種族」八名の「人類学的調
査」を、「精密なる身体検査」によって行った結果、顴

けんこつ

骨、
眼、頭の形状などから、「マレー諸島、ポリネシヤン島の
土人「マレヨポリネシヤン」種族に比するに尤も酷似し絶
へて蒙古人種の形式あらず」との結論を下しました（鳥居
「穢多の人類学調査」・『日出新聞』1998年2月）。相次ぐこ
れらの主張は、被差別部落民衆に対する「異化」を学問的
に支える機能を果たすこととなりました。
　こうして、不潔・病気に加えて「異種」との標識が付与
され、被差別部落との間に恒久的な線引きが行われていき
ました。すなわち被差別部落外の側は、それによって、自
らが安泰を得るための、封建的身分制度に代わる生得的な
標識を獲得しえたのです。1898年には明治民法が公布され、
「家」意識がしだいに民衆レベルにも定着していきました。
そうして「異種」であり、けがれた存在と見なされる被差
別部落の人々は、結婚をつうじてますます「家系」から排
除されていくこととなりました。
　作家島崎藤村は1906年に部落問題をテーマにした小説
『破戒』を著しますが、そのなかに、信州の被差別部落出
身の主人公瀬川丑松を、丑松がよもや部落出身ではあると
は知らずに発した丑松の友人土屋銀之助の次のような台詞
があります。「僕だっていくらも新平民を見た。あの皮膚

の色からして、ふつうの人間とは違っていらあね。そりゃ
あ、もう、新平民か新平民でないかは容

かおつき

貌でわかる」。こ
の作品は、明治末期の部落問題のありようを如実に映し出
したものでした。

２　もう一つの人種

　1908年、国民統合の基盤を立て直すために内務省によっ
て地方改良運動という国民統合政策が開始され、その障害
となる〈地域〉として被差別部落が〝発見〟され、しばし
ば「難村」と称されました。それゆえ、国民統合の障害物
を取り除くために同時に部落改善政策が行われることとな
り、それを通じて、民衆レベルに ｢異種｣ 認識が浸透して
いきました。
　その先駆となったのは三重県ですが、注意すべきは、三
重県をはじめそれに追随していった内務省や他県のまとめ
た部落調査報告書類の多くは朝鮮人起源説をとっており、
同時にそのような異種であるという認識と表裏一体の「特
種（殊）部落」という呼称が定着していったことでした。
「特種」の内実は、「人種」の違いとそれに起因する差異、
すなわち、犯罪の温床、怠惰、残忍、衛生観念の欠如など
の性情から生殖器官の違いなど生理にまで及びました。こ
の時期には、部落問題を論じた新聞記事などでも、「人種」
はもとより「種族」「特種民族」といった言葉が飛び交い、
「遺伝の特質」を指摘し、「繁殖」という言葉も用いられま
した。
　地方改良運動一般にそうであったと同様に、そのもとで
展開されたもっぱら精神主義に依拠した部落改善政策で
は、一時的にそれが効果をあげたかに見えるところはあっ
ても抜本的改善とはなりえておらず、依然部落外との格差
が存在していたのは当然でした。そうしてその原因が先に
述べたような被差別部落が ｢人種がちがう」ということに
求められ、この時期にそのような認識が定着していったの
です。部落改善政策は、その名のとおり、被差別部落の
「改善」を期待したものにちがいなかったのですが、改善
が容易に達成できない理由が「特種（殊）」な種族である
ことに求められて、そうであるがゆえに所詮改善はそれほ
ど期待しえないとの認識をも生じさせることとなり、まさ
に被差別部落は、統合と排除の境位に置かれました。
　1910年代になると被差別部落民衆もしだいに「特殊部
落」などという呼称に抗議の声をあげはじめ、そのなかで
部落外からも、社会の側の差別意識を問題にする動きが起
こってきました。しだいに部落と部落外の「融和」に力点
が置かれはじめ、生物学的差異をいうような露骨な主張は
後退していきます。いまだ ｢同情」を不可欠とするいわゆ
る ｢同情融和」の段階ではありましたが、被差別部落のみ
の ｢改善」を問題にしていた時代から、部落外＝社会の認
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識をも問うにいたったことは大きな変化でした。
　しかし、1918年に米騒動が起こると、ふたたび「特種
民」「特種部落民」という呼称がマスコミ紙上で跳梁跋扈
し、被差別部落の人々の「暴民」性、「残虐性」が宣伝さ
れました。権力は、ひとたび危機に直面すると、人種主義
を利用して差別を煽り、米騒動の責任を部落民に帰せて、
それにより被差別部落外に米騒動が蔓延することを阻止し
て支配秩序を維持しようとしたのです。

３　人類平等論と人種主義の相克

　第一次世界大戦後、デモクラシーの「世界の大勢」が高
唱されるなかで、人種差別撤廃、人類平等が高唱されまし
た。歴史学者の喜田貞吉は、そうした状況に触発されなが
ら、部落人種起源論の誤りを歴史学の立場から明らかにし
て見せました。これによって公的には人種起源説は否定さ
れることとなりました。
　そのような状況のなかで、1922年には被差別部落民自
身が「エタ」としての誇りを謳い上げ、人間性の回復を唱
えて全国水平社を結成します。
　当初は、先に述べた ｢同情融和」などのお為ごかしの働
きかけを拒否して、自力による解放を謳い上げましたが、
やがて、水平社のなかにもマルクス主義の影響が強まり、
労働者農民＝無産階級との連帯を掲げる運動が主軸をなし
ていきます。水平社の人々は、同じ労働者として認められ
たいという思いもあって労働運動、農民運動、無産政党運
動に積極的に参加し、ひいてはそれによって社会主義によ
る無差別社会が到来することに期待をかけました。しかし
それは多分に片務的で、無産運動の側は被差別部落固有の
問題に向き合おうとはしませんでした。
　水平社運動の高揚に促され、1925年、内務省の外郭団
体である中央融和事業協会が組織されて、被差別部落の住
環境改善や「融和」促進のための啓蒙活動が展開されてい
きました。 しかしながら人種主義は克服されず、戦闘的
に差別糾弾闘争を展開する水平社に対して、民衆は、差別
意識と表裏一体となった「こわい」という意識を抱いてい
きました。さらに、米騒動をつうじて形成された「暴民」
という認識もそれに重ね合わされました。
　ちなみに、やや時期は遡りますが、1917年の内務省調
査では、部落と部落外の結婚は、まだ全体の3％で、ほと
んど通婚はありうべくないという状態でした。

４　「国民一体」論と人種主義の相克

　1931年の満州事変にはじまる一連のアジア・太平洋戦
争のもとで、植民地や沖縄、アイヌ民族に対して行われた
皇民化政策同様、政府･融和団体は、戦争遂行のための

「国民一体」創出に力を注ぎ、差別を表面化させないよう
に努めました。そのためには、それに見合う被差別部落起
源論を組み立てる必要があり、そこで採用されたのが、一
つには「新附の民」である植民地民衆とは異なり被差別部
落民衆は同じ「大和民族」であるとする「同一血族」の強
調であり、もう一つは、日本人の包容力と多民族性を強調
するものであり、主流は後者でしたが、いずれも「日本民
族」の一体性を強調することによりその内部に被差別部落
民衆をも取り込もうとするものであり、「国体」論へと収
斂していきました。
　アジア・太平洋戦争下には、「一大家族国家」建設が融
和運動の柱の一つとなり、その目的実現のために、部落差
別は、「反国家的」行為であるとの大義名分を獲得するこ
ととなります。しかし、戦時下においても差別事件は頻発
しており、「国民一体」のたてまえのもとでも、人種主義
は依然存在し続けたのでした。
　また、この時期には国策として ｢満州｣ 移民が推進され
ましたが、被差別部落は過剰人口を抱えている地域として
資源調整事業の対象となり、｢満州」には差別がなく広大
な土地があるという宣伝文句のもとに、融和政策の主軸は
「満州｣ 移民の奨励とされていきました。

５　新たな境界

　戦後改革によって「家」制度は法的に消滅しましたが、
「家」意識は容易には払拭されず、冒頭にも述べたように
「家」や「血族」の意識は今なおしばしば結婚の際の障壁
として立ちはだかってきました。また人種主義は、かつて
のように公然と唱えられることは少なくなりましたが、近
年の自治体による住民の意識調査でも、人種起源説を信じ
ている人が10％ほど存在しています。さらに、部落は「血
族結婚」を繰り返しているため、遺伝的に問題があるとす
る、優生学・遺伝学という科学の衣を纏った偏見も、新た
に広がっていきました。
　1965年、同和対策審議会答申が出され、部落問題の解
決は国の責務であることが公認され、それにもとづき同和
対策事業が開始されて、1970年代後半から急速に進展し
ていきました。同和対策事業を考える上に重要なことは、
事業は属地主義によって行われ、事業を受ける前提となる
地区指定を受けるか否かについての選択の余地が与えられ
ることとなったわけですが、事業を受けることはいうまで
もなくその地域が被差別部落であることを公言することで
もあったということです。すなわち、差別を解消するため
に求められてきたはずの同和対策事業の実施は「同和地
区」という新たな境界をつくり出すことでもありました。
しかしながら被差別部落の大半は、当面それなくしては立
ちゆかない状況にあったのです。
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　同和対策事業によって、部落外との格差を伴いながらで
はあれ、被差別部落の住環境は大きく変化していきまし
た。また、高度経済成長の影響も被差別部落にも及び、長
らく被差別部落に与えられていた、経済的貧困から派生す
る不潔、トラホームなどの病気の温床、といった徴表はお
おむねとり払われていき、部落と部落外の境界は以前に比
べてはるかに見えにくくなりました。
　にもかかわらず、そのことは直ちに差別の解消を意味す
るものとはなりえず、結婚差別はいまなお存在していま
す。なぜそれほど執拗に結婚差別が存在しつづけるのかと
いうと、それは冒頭でも述べましたように、結婚がほぼ唯
一、人種主義の壁をうち破り、部落と部落外の境界を揺る
がす行為だからです。すでに見たように、部落差別を支え
ているのは、被差別部落という集団を個人の恣意では容易
に変えることのできない身体・習慣・道徳などの特殊性を
もつものとみなして自らとの間に恒久的線引きを行おうと
する意識であり、排除する民衆の側は、そのような線引き
をすることによって自己はそれに組み入れられる可能性の
ないことの永久的保証を獲得してきました。人種主義と
は、いわゆる「人種」の違いをいうものだけではなく、
「何かしら違う」とか「血がけがれる」などという以外に
明確な説明ができないにもかかわらず、部落の人々との結
婚を忌避する、そのような差別のあり方をも含めて、人種
主義ととらえるべきであると考えます。

６　運動の再点検　

　同和対策事業により住環境改善も進む一方で、事業にか
かわる不正などの問題も指摘されるようになりました。部
落解放運動に限らずどんな運動でも、政府に施策を要求し
それを獲得すればそれは体制の側に少なからず包摂されて
しまうことにつながりますが、部落解放運動の場合は、経
済的低位性が問題の根底にあって、国策樹立要求がとりわ
け1950年代以後の運動の太い柱をかたちづくってきたた
め、なおさらそうした壁にぶつからざるをえませんでし
た。そのような状況のなかで、1980年代後半から戦後の
運動を改めてふり返り、再点検する動きが生じてきまし
た。
　その一つが中国史研究者の藤田敬一の提起で、藤田は、
『同和はこわい考―地対協を批判する―』（1987年、あう
ん双書）という、まさに現代の差別意識を象徴的に示す表
現をそのままタイトルにした本を世に問うて問題を投げか
けました。それはその副題にもあるように、1986年12月
11日、総務庁（1982年の設置当時は総理府）に設けられ
た地域改善対策協議会（略称地対協）が「意見具申」を出
したことが直接の引き金になっておりました。
　他方で、同対審答申が出された当時からすでに二十数年

が経過し、被差別部落のありよう自体も変化を遂げてきま
した。そうして「「部落民」とは何か」という議論が生じ
てきました。その背景には、一方で部落外との結婚の増加
や人の移動などによって、部落と部落外の〝境界〟がゆら
いでいるという実態がありました。「部落民」という境界
が見えにくくなったと同時に、そのことにも起因して解放
運動の担い手が育たない、部落民という共同性、被差別部
落という共同体が解体するのでは、という部落民アイデン
ティティの危機のなかで生じてきた問いでもありました。
　他のマイノリティとの連帯も積極的に追求されていき、
対象は在日朝鮮・韓国人、アイヌ、沖縄、障害者、ハンセ
ン病回復者、性同一性障害者、同性愛者など、広範なマイ
ノリティに及んでいきました。
　それらの変化とともに、被差別部落の語りとして ｢誇
り」が全面に打ち出されるようになってきたことがあげら
れます。これまでは被差別部落はときの権力が作り出した
とする政治起源説の語りとも結びついて、被差別部落の
「悲惨さ」や「みじめさ」ばかりが強調される傾向があり
ました。それに対して、被差別部落の「ゆたかさ」を伝え
ることは、被差別部落の子どもたちも自らの存在や自分の
住む地域に誇りをもつことができ、かつ、部落外の子ども
たちに対しても、被差別部落の良さを伝えることで偏見を
とり去ることができると考えられて、同和教育や解放運動
において、このとらえ方は大きな影響力をもつにいたって
います。しかし、「誇り」の語りによって、『破戒』の主人
公丑松が苦しんだ ｢身の素性」を果たして克服できるのか
という問題もあると思われます。

７　結びにかえて―部落問題の〝いま〟

　部落史のみならず、等身大の〝いま〟の被差別部落像を
伝えていこうとする思いは、とりわけ被差別部落出身の若
い世代の人たちの間に強くわき起こっています。兵庫県加
古川市の被差別部落に生まれ育った1963年生まれの角岡
伸彦は、新聞記者などの経験を経て、現在もノンフィク
ションライターとして活躍するなかで『被差別部落の青
春』（1999年、講談社）を世に問いました。表題にも「青
春」とつけられ、本のカバーも、明るいブルーの地に、
「部落民」と思われる人物が、漫画によってユーモラスに
描かれており、部落問題をあつかったこれまでの本にはな
かった体裁です。角岡はそのなかで、「「被差別」や「共同
体」にとらわれず、その立場を自分なりに〝再利用〟しよ
うとする新しい部落民」の誕生に期待を託します。
　しかし、現実には、いまだ結婚をはじめとしてさまざま
な差別がつきまとっています。
　結婚に関しては、東京都大田区の2002年における『人
権に関する意識調査報告書』では、「子供の結婚相手が
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『同和地区』出身であるとわかった場合」に、「結婚に賛成
する」が41.5％、「賛成はしないが、結婚する二人が決め
たことなので仕方ないと思う」が28.5％、そして「結婚に
反対する」は4.2％という数字が出ています。ちなみに三
重県が2004年に行った調査では、「子供の結婚希望相手が
同和地区出身者だった場合の態度」について「まったく問
題にしない」は20.0％、「迷いながらも、結局は問題にし
ないだろう」が42.8％、「迷いながらも、結局は考えなお
すように言うだろう」が21.5％、「考えなおすように言う」
が9.2％、となっています（㈶反差別・人権研究所みえ編
刊／奥田均・宮城洋一郎・森実著『意識調査がといかける
もの―今、ここにある現実をどうみるか―』2007年）。
　人口移動の激しい都心大田区と、県内に200以上の被差
別部落が存在する三重県とでは住民の意識のありようにも
大きな違いがあるのは当然ですが、いずれにしても、いま
だ結婚差別は、世代交代とともに減少傾向にあるとはいえ
執拗に存在していることが確認できます。
　2002年3月をもって、1965年以来施行されてきた特別措
置法は廃止され、いわゆる公的な境界は取り払われまし
た。それに伴い、部落問題の位置づけが大きく変化しまし
た。名称一つをとっても、同和対策が人権対策、同和教育
が人権教育に軒並み取って代わられていきました。それら
は、部落問題を他の人権問題との関わりのなかで考えると
いう〝開かれた〟視野をもつことを意味しています。しか
し、同時にそのことが、部落問題の〝人権一般〟への解消
として、かねてから部落問題を避けて通りたいと思ってき
た人びとが部落問題から手を引くことの正当化のための方
便になるとしたら、その点でまた重大な問題をはらんでい
るといわねばなりません。耳障りのよい ｢人権」という言
葉に流し込まれていくだけに終わらないために、いまだ部
落差別が存在している以上、部落問題に踏みとどまってみ
ることも、そんな今であるからこそ重要ではないでしょう
か。
　インターネット上の差別的な書き込みも後を絶たない一
方で、「私たちは部落問題を何も気にしていない」と言い
切る学生たちが増えていることも事実で、私も授業をとお
してそのような学生に出会います。しかしそうした学生た
ちから、ステレオタイプの部落民像が語られたりもしま
す。たとえば次のように。
私は部落差別についての話を父に聞きました。（中略）
部落の人たちは一般の市民から結婚差別され、部落内
で結婚するしかなくなり、血が濃くなる、血が濃く
なってしまうと奇型児が生まれてしまったりすること
があること。部落は関西を主に今だ残っていて、部落
解放同盟からの支援を受けて働かずに暮らしている人
もいること。関西の市の金？の半分は部落に支払われ
ていること。関西で部落の人たちは力を持っていて、

もし市が部落への支援をやめるとすると、部落の人た
ちが怒って市を攻撃する可能性があるので、部落問題
は解決することが難しい問題であること。関西では今
だに就職とか結婚の際必ず身分を調べていることなど
を教えてもらいました。私は部落について学校であま
り習わなかったし、父にも話を聞かなければほとんど
知らない状態でした。こうやって話してくれる人がい
たり授業を受けることなしには、部落問題すら知らな
いという人が普通にいる状況になってしまうなと思い
ました。（明らかな表記の誤り以外は原文のまま）

この学生が父から聞いたとする部落民像の根底にあるの
は、「こわい」という意識とそれとないまぜになった、市
民規範の逸脱に対する忌避観、蔑視観です。「こわい」と
いう意識を形づくる一要素となっている被差別者による糾
弾の是非については、部落解放運動のなかでも「融合」路
線との間で争点となってきた問題でした。
　改めて確認するならば、近代以後の部落問題は、身分制
社会から市民社会へ移行したにもかかわらず、身分制社会
のもとで存在していた境界が、市民社会のなかで制度的根
拠を失ってなおかつ保持されてきた問題にほかなりませ
ん。経済発展を支える有用な労働力を作り出すという要件
は、同和対策事業実施以後、おおむね満たしましたが、特
別措置法を廃止して「市民」という範疇に流し込んだあと
に生じている問題が〝問題〟として錯綜して見えにくいま
ま存在しています。
　民衆の側もまた自らとは異なる「他者」がいることを理
解できないでいることの病理の根は深いと思われます。昨
年、部落問題をテーマとした中学校での授業を見学する機
会がありましたが、そこでも、あたかも周りにいるのは自
分たちと「同じ」仲間ばかりだという意識にとらわれてい
て「他者」感覚がないことが気になりました。そのなかで
差別意識は容易には変えられないという諦念も一部の生徒
から語られました。しかし、同対審答申以後を振り返って
も差別のありようは変化し、差別の原因とみなされるもの
も変化してきました。そうであるならば、差別の「原因」
をつくり出すような社会を変革すべく不断の努力を行なう
ことを断念すべきではないと思います。同対審答申が謳っ
た「市民的権利と自由」の保障は、永久革命なのです。
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はじめに

市民社会とは
　本日は、スイスにおける市民社会とマイノリティ文化の
排除というテーマでご報告いたします。まずテーマにある
市民社会という概念についてですが、本報告では市民社会
は国家と私的領域（家族または個人）の間に存在し、それ
らを仲介する機能を持つものと想定しています。ここで
は、経済活動は市民社会に含みません。しかし、市民社会
を、単に国家、私的領域、経済との間の社会的相互作用の
領域という意味に限定せずに、その中で共有される市民的
な規範、価値、文化も市民社会の重要な構成要素だと考え
ています。本報告では、市民社会として、その基本的要素
のひとつである市民結社（アソシエーション）を扱いま
す。本報告で結社とは、自発的に設立された組織で、自発
的に加入し、自力で維持・運営をする人間集団によって担
われる組織を指します。

スイスの市民結社
　スイスでは政治と行政の職業化が進まず、またその機能
が強くないため、公的事案の多くが協会、団体、組合など
の結社にゆだねられています。これらの結社は、文化的、
宗教的、博愛的、公益的、愛国的、職業的など多種多様
で、国家や地方自治体が賄いきれない社会的機能を補完的
に担っています。スイスには人口の割に多数の結社があ
り、19世紀末には、地方の小さな組織を除いても約3万の
結社が設立されていました。多くの市民が複数の結社の会
員となり、結社を通じた人的ネットワークは幾重にも重な
りあっていました。19世紀末まで全国規模の政党が設立
しなかったスイスでは、結社は市民と国家の仲介役として
の社会的機能を果たしていました。

本報告の対象と目的
　本報告では、このような結社がマイノリティ文化の排除

を行った事例を二つご紹介します。一つは、19世紀末に
動物保護協会がユダヤ教の屠殺方法・シェヒターを禁止し
た事例、もう一つは、20世紀前半に「スイス公益団体
Schweizerische Gemeinnützige Gesellschaft」の後援により設
立された「公益財団　青少年のためにStiftung Pro Juventute」
が移動型民族・イエニシェの子どもを強制的に保護した事
例を紹介します。各事例の歴史的経過、結社の内容、連邦
（国家）との関係、世論の支持に焦点をあて、いかにして
マイノリティ文化が市民の同意を得て排除されたのか、そ
の経過を明らかにします。

１．動物保護協会とシェヒター禁止

　スイスではユダヤ教の宗教的な屠殺方法であるシェヒ
ターの禁止が、1893年 8月 20日の国民投票で承認され，
連邦憲法に規定されました。

シェヒターとは
　シェヒターとはユダヤ教の教義に従った屠殺方法です。
ユダヤ教では、血の摂取が禁止されているため、屠殺する
際、事前の麻酔を行わず、鋭利なナイフで動物の頸動脈を
切断し、瞬時に動物の意識を失わせ、完全に血抜き行う屠
殺方法がとられています。シェヒターで特に問題視された
のは、事前の麻酔なしに屠殺することでした。そのため、
連邦憲法では事前の麻酔を義務付けただけで、シェヒター
禁止それ自体は明文化されませんでした。しかし、シェヒ
ターで事前の麻酔を禁止しているため、事実上のシェヒ
ター禁止を意味しました。
　この連邦憲法部分改正の国民イニシアティヴを提起した
のは、ドイツ語圏スイス動物保護協会でした。動物保護協
会は19世紀なかばの設立当初からシェヒター問題に取り
組み、最終的にその禁止を連邦憲法に規定することに成功
しました。
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動物保護協会とは
　シェヒター問題の経緯に入る前に、動物保護協会がどの
ような組織であったかについて簡単にご説明します。19

世紀に入ると、ヨーロッパ各国で動物保護思想が広まり、
動物保護協会が設立され、それと前後して近代的な動物保
護法が制定されました。
　スイスの国家形態と同様、動物保護協会は基本的に各地
域協会が独立した活動を行っていました。しかし、動物の
鉄道輸送の問題など、連邦レベルの対策が必要な事案に関
しては、中央理事会の設立を通じて協力体制を構築し、対
応にあたりました。スイスの動物保護協会のうち特に活発
に活動していたのは、ベルン、チューリヒ、アールガウの
各協会で、この3協会はシェヒター禁止運動でも推進的な
役割を担いました。
　地域によって多少の差異はあるものの、動物保護協会は
市民層によって構成された協会でした。しかし、一口に市
民層といってもその内部は多様で、経済市民層から手工業
者まで広範な市民層が動物保護協会の会員でした。本来な
ら接点がない階層が、動物保護という価値観と動物保護協
会という場を通して、接点を持つことが可能となりまし
た。しかし、協会内にはヒエラルキーが存在し、協会の活
動方針は会長を始めとする上層部によって決定されていま
した。つまり、シェヒター運動は、地方都市のエリートに
属する市民を中心として展開され、推進されていたのです。

シェヒター問題
　スイスにおけるシェヒター問題は大きく二つの時期に区
分が可能です。一つは、1850年代から70年代の時期で、
シェヒターを禁止しようとする動きは、散発的で、組織化
されたものではありませんでした。1874年のユダヤ人解
放前に唯一スイスのユダヤ人の居住が許されていたアール
ガウと、ドイツとオーストリアとの国境に位置するザンク
ト・ガレンで、シェヒター禁止が試みられましたが、これ
らは、ユダヤ人解放に対する不安や嫌悪を背景として試み
られました。
　二つ目が信教の自由が憲法で保障されて以降、動物保護
協会によって組織的に全国規模で行われた時期でした。動
物保護協会は、設立当初からシェヒターを問題視していま
したが、特に1880年代半ばからこの問題に精力的に取組
み始めました。1886年4月に動物保護協会中央理事会は、
連邦内務省宛てに、全スイスでの屠殺前の麻酔の義務付け
を要求する請願書を提出しました。その一方、動物保護協
会は、各カントンでもシェヒターの禁止を試みました。ベ
ルンとアールガウで麻酔を義務付けることでシェヒターが
禁止されましたが、ユダヤ側が、信教の自由に基づき憲法
違反であるとして連邦政府に対して陳情書を提出したた
め、連邦政府の介入で、その禁止は1886年の中央理事会

の請願書に対して連邦内閣から回答が出るまで保留となり
ました。1890年、連邦内閣は、シェヒターは宗教行為で
あり、動物虐待ではないという決定を下しました。これを
不服とした動物保護協会は、連邦憲法でシェヒター禁止を
規定するためにイニシアティヴを行うことを決定し、イニ
シアティヴ実現に必要な署名を集め、結果、署名の約4分
3がベルン、チューリヒ、アールガウから集められました。
1893年8月20日の国民投票で、国民とカントンの過半数
の賛成を獲得し、シェヒター禁止が連邦憲法に規定されま
した。
　スイスの国民投票の対立軸はいくつかありますが、シェ
ヒター禁止の場合、言語圏が対立軸になりました。つま
り、フランス語圏とイタリア語圏のカントンがそろって反
対した一方、多くのドイツ語圏のカントンがシェヒター禁
止に賛成したのです。

動物保護協会の主張
　動物保護協会は1880年代後半以降、シェヒター禁止に
関して主に5つの主張をしました。まず、シェヒターは動
物虐待であるという主張です。これに対してユダヤ側から
シェヒターが動物虐待でないという鑑定書が多数提出され
たため、終盤では、科学的に立証される動物虐待ではな
く、人間中心的動物保護、つまりその見た目と屠場の担当
者（獣医や食肉検査官）の体験や見解から、動物虐待であ
ると主張したのです。
　二点目は、連邦内閣がシェヒターを宗教行為と認めたた
め、改革派のユダヤ人ラビの主張を引き合いに出し、シェ
ヒターは慣習であるだけで、宗教行為ではないと主張しま
した。
　1880年代後半以降、動物保護協会がもっと強調した主
張が二つあります。まず、たとえ憲法によって信教の自由
が保障されていたとしても、それは、我々の倫理と公序良
俗の範囲内で行われるべきであるという主張です。次に、
キリスト教徒とユダヤ教徒は平等に扱われるべきであると
いう主張です。キリスト教徒には屠殺前の麻酔が義務付け
られているのに対し、ユダヤ教徒には義務付けられていな
いのは、不平等だと主張しました。つまり、スイス国民と
同等の権利を求めるならスイスの文化的規範を受入れ、キ
リスト教徒のスイス国民と同等の義務も果たし、スイス社
会に同化すべきだと訴えたのです。
　最後に、動物保護協会は、シェヒター禁止の要求は動物
保護のためであり、決して反ユダヤ主義的行為ではないと
繰り返し主張しました。

シェヒター禁止の現在
　最後にシェヒター禁止の現在についてですが、シェヒ
ター禁止は連邦憲法からは削除されていますが、1978年
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に施行された連邦動物保護法に引き継がれ、現在も哺乳動
物を屠殺する際には放血前の麻酔が義務付けられており、
実質シェヒターは禁止されています。

2．移動型民族の子どもの強制保護

　次に二つ目の事例として、「財団　青少年のために」が
1926年～1973年の間、少数民族の移動型生活様式を強制
的に変えさせるために行った、移動型民族の子どもを親か
ら引き離す活動について紹介します。

移動型民族イエニシェ
　移動型民族には、ロマ、シンティなどが代表として挙げ
られますが、スイスにいる移動型民族の約9割が、イエニ
シェ語を話すイエニシェ民族であると言われています。現
在スイスには約3万人の移動型民族が暮らしていて、その
うち3千から5千人が移動生活または季節的に移動生活を
送っているとされています。

歴史的経緯
　最初に移動型民族が問題視されたのは、1848年の新連
邦国家設立の時でした。近代国家成立後、国またはカント
ンや市町村といった地方自治体が国民（市民）を管理する
ようになりました。その際、国籍の無い人の存在、つまり
何らかの理由で市民権を失った人や、いずれの市民権もも
たない人々が問題となりました。このような人々はたいて
い定住せず（またはできず）移動型の生活を営んでいまし
た。このような移動型生活を送る人や移動型民族の政治的
な統合を図るために、1850年に連邦法である、いわゆる
「無国籍者法Heimatlosengesetz」が施行されました。これ
により不定住者は強制的に特定のカントンや市町村に帰属
させられ、各地方自治体の市民権と同時にスイス国籍も付
与されました。この法律は不定住者を国家に統合し、政治
的権利を与える一方、文化的な同化を求める法律でもあり
ました。この法律により、移動型民族は簡単に移動生活を
送れなくなり、義務教育の児童を連れまわすことが禁止さ
れ、これは処罰の対象になりました。また行商や移動営業
を行う場合は事前の許可が必要になりました。このような
措置を通じて、移動型民族を定住させようとしたのです。
その一方で、多くの自治体は喜んで彼らを受け入れたわけ
ではありませんでした。そのため彼らの社会的統合は進ま
ず、定住しても周縁的な存在であることに変わりはありま
せんでした。
　さらに、19世紀後半には、外国からスイスに流入する
移動型民族も問題となりました。国境に位置するいくつか
のカントンが移動型民族の入国を拒否し、1906年には、
連邦は、これらのカントンの要請に従い、外国からの移動

型民族の入国禁止を決定し、スイスの旅客運送業者に対し
て、移動型民族と彼らの動産の移送を禁じました。この措
置は移動の自由に抵触するものの、ナチが移動型民族を迫
害したときも緩められることがなく、1972年に廃止され
るまで有効であり続けました。20世紀初頭から、連邦司
法警察省は外国から流入する移動型民族を把握し、管理す
るために情報収集に着手しました。ミュンヘンの「ジプ
シーセンター」とも連携を模索していました。本日は時間
の関係で外国籍の移動型民族対策については詳しく立ち入
ることはできません。
　20世紀に入ると、特に第一次世界大戦以降、スイスで
も政治的な論争が先鋭化し、社会的な対立が高まりまし
た。スイス社会に適応しないグループの同化がますます求
められるようになりました。市民的＝保守的な規律化の影
響により、「普通の」、「典型的にスイス的」と見なされる
規範や生活様式への適応が求められ、移動型民族も例外で
はありませんでした。このような背景の中、「財団　青少
年のために」が設立した「街道の子供たちのための援助組
織Hilfswerk für die Kinder der Landstraße」は、1926年から
1973年まで、記録が残っているだけで移動型民族の子ど
も約600人を親から引き離して里子に出すか、養護施設に
収容しました。同様の活動は、他の民間組織、特に宗教団
体も行っていたといわれていますが、資料の制約上詳細な
研究は進んでいません。

「財団　青少年のために」と「街道のこどもたちための援
助組織」
　「財団　青少年のために」は1912年に設立されました。
設立当初は主に結核にかかった子どもの援助が中心でした
が、次第に児童、青少年福祉にかんする様々な課題を引き
受けるようになりました。この財団は寄付金付切手の販売
の収益、寄付、政府の補助金によって運営されており、現
在も青少年に関する様々な活動を行っています。
　「街道の子供たちのための援助組織」、（以下「街道の子
どもたち」）の設立のきっかけは、当時の閣僚ジュゼッ
ペ・モッタ（Giuseppe Motta）によるカントン・ティッ
チーノの移動型民族の子ども悲惨な状況を訴える1923年
の財団あての手紙でした。同時期にカントン・グラウビュ
ンデンでも流浪民の問題が公的に取り組まれていました。
1924年にチューリヒの中央事務局に採用されたアルフレー
ト・ジークフリート（Alfred Siegfried、在任期間：1924－
1958年）は、移動型民族の子どもの問題に積極的に取り
組み、彼が引退する1958年まで、本活動の中心人物でし
た。1926年に多くの新聞で「流浪民の子供」、のちの「街
道の子どもたち」の活動が告知され、寄付が募られました。
個人、企業、団体から寄付を受ける一方、1930年からは、
この活動に対して連邦から補助金が給付されました。
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　子どもを親から引き離すことは、親権や後見人制度など
法的な問題が関係し、一民間組織だけではこの問題に介入
できないため、「街道の子どもたち」は地方自治体と密に
連携をしていました。またこの活動に関わる費用の多くを
各自治体が負担していました。
　「街道の子どもたち」の活動の法的根拠は、1912年に施
行されたスイス民法の中の児童保護法で、その規定による
と「両親は子どもを養育する義務がある。その義務を怠っ
た場合、国家が介入する権利を有する」というものでした。
　この活動の目的は、「さすらい癖の撲滅」つまり、子ど
もたちを定住させ、規則正しい生活を送らせ、定職に就か
せることでした。つまり、「劣悪な」環境にいる子どもの
保護は建前で、真の目的は「さすらい癖」という社会悪を
撲滅することでした。ジークフリートは優生学や人種衛生
学の影響を受けており、「さすらい癖」は青少年の不良化
の根源であり、これを撲滅することが社会にとって有益で
あると考えていました。しかし、ジークフリートは移動型
民族に対し人種的な区別は行わず、彼の目的は移動型民族
の子どもを社会にとって「有益な」人間に再教育すること
でした。
　「青少年のために」は全国的な活動でしたが、「街道の子
どもたち」が活動したのは、主に4つのカントン、グラウ
ビュンデン、ザンクト・ガレン、ティチーノ、シュビーツ
に集中していました。特にグラウビュンデンは、全体の半
分を占めていました。フランス語圏のカントンでは、この
活動はほとんど行われませんでした。この地域的な差異に
ついては、この活動が各地方自治体と密に連携を取る必要
があったため、地方自治体が「街道の子どもたち」との共
同作業を望んだか、または活動の方針に賛同したかどうか
が、まず問題となると思います。中央事務局がチューリヒ
にあったため、フランス語圏のカントンが共同作業を嫌っ
たとも考えられます。次に検討しなければならないこと
は、法文化の違いです。親権の解釈がドイツ語圏とフラン
ス語圏のカントンでは異なっていることが考えられます
が、これにはさらなる法学研究の必要性があるでしょう。
　シェヒター禁止の場合、連邦はシェヒター禁止に反対し
ましたが、イエニシェの子どもの強制的保護の場合は、こ
の活動に対して1930年から1967年の長期にわたり直接補
助金を給付していました。活動全体の資金量から見れば少
額の補助金でしたが、政府に承認された活動であるという
政治的、精神的支援という役割は大きかったと言えるで
しょう。また、市民もこの活動に対して、寄付やボラン
ティア活動を通じて支援し、長い間、世論においても批判
されることはありませんでした。
　1972年になってようやくメディアで移動型民族の子ど
もの強制的保護が激しく非難されたのをきっかけとして、
この活動に終止符が打たれました。移動型民族自身が抗議

し、補償や生活を守るために組織化しました。1986年に
政府は「街道の子どもたち」に援助していたことを公式に
謝罪し、1,100万フランの補償金が被害者に支払われまし
た。現在、移動型民族はスイスの少数民族として認められ
ています。

終わりに

　本報告では、シェヒター禁止と移動型民族の子どもの強
制保護の事例を示して、スイスでマイノリティ文化が排除
される歴史的経緯を示しました。多言語、多文化であるス
イスはしばしば多文化共生のモデルケースの一つとして見
なされています。また、スイス自身も多様性をナショナ
ル・アイデンティティの一つと捉え、共通の言語、文化、
宗教に依らず結束しようという意志によってネーションが
構築されるとする「意志のネーション Willensnation」を標
ぼうしています。しかし、今回紹介した2つの事例では、
容認される多様性の範囲は、多数派の価値観や規範、つま
り西欧的、キリスト教的な価値観や規範によって制限され
ていました。スイスは民主主義国家で、特に国民投票など
の政治制度を通じて直接民主主義が強いですが、シェヒ
ター禁止の事例からみると、直接民主主義制度が多数派の
文化的覇権の道具となる場合もあることがわかります。
　動物保護協会と青少年扶助団体という市民社会を担う結
社は、一つは連邦の意向に反して、もう一方は連邦の資金
的、精神的な支援を受けて、マイノリティ文化の排除を行
いました。市民結社に集う人々は、自分たちの社会的、道
徳的規範にあわない人やグループを排除し、規律化しよう
としたのです。つまり、結社に集う人々は共通の価値観を
共有しているため、自分たちと異なる価値観を持つ人やグ
ループに対して拒否反応を示し、排除しようとするので
す。結社はこのように排他性も持ち合わせているのです。
　両ケースにおける直接的な要求は、動物保護と社会の健
全化でした。その背景には動物保護思想の受容、反ユダヤ
主義の影響、ナショナリズムの高揚、優生学的思考の影響
という時代的な精神傾向があります。このような思想や思
考が影響し、多くの人が賛同、支援をしました。確かに、
これらの影響は決して看過できませんが、しかし、その要
因を「時代精神Zeitgeist」だけに帰結させてしまうのも問
題があると思います。その背景には、「外国人過多の議論 

Überfremdungsdiskurs」に代表される、よそ者や外国人に
対する敵意や、少数派に対する多数派社会の無関心も影響
しているのだと思います。
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　今日のヨーロッパにはおよそ1000万人のシンティとロ
マが暮らしており、欧州大陸最大のエスニック・マイノリ
ティとなっている。ドイツ連邦共和国は1997年から、国
内に居住する約10万人のシンティをデンマーク人、ソル
ブ人と並ぶ第三の国民的マイノリティと認定している。
「シンティ」という名称は「ロマ」の一部の集団を意味す
るが、彼らは数百年も前からドイツとその西方の隣国に暮
らし、南東欧のロマとは異なる経済的・社会的・文化的環
境に身をおいてきた。この区別からもわかるように、シン
ティを含むロマというエスニック集団が現在また過去にお
いてどのような存在であったかを定義することは容易なこ
とではない。
　一般的には、共通言語のロマニ語や、共通の出自・来歴
からロマが定義されることが多い。18世紀末以降、言語
学はロマニ語が北インドのサンスクリット語と親戚関係に
あり、その話者が14世紀以降に南アジアからヨーロッパ
へ移住したと主張した。さらに流浪生活を送り、家族の価
値を特別に尊重するという文化的伝統によって、あるいは
負の烙印を押され迫害にさらされた集団的な経験によって
定義されることもある。第二次世界大戦下で数万人のシン
ティ・ロマが殺されたのは、その最たる事例である。
　だが問題は、こうした定義が、政治的判断でロマ民族に
分類されたすべての人びとに当てはまるわけではないとい
うことだ。例えばロマニ語を話すのは全体の半数だし、移
動生活を営むのはごく少数に過ぎない。共通とされる出
自・来歴にまつわる語りも当事者間でどれほど流布してい
た（いる）か、明らかになっていない。歴史上の、あるい
は現在のロマへの差別や迫害の経験もスロヴァキア、ルー
マニア、ベルギー、アイルランドでは全く異なっている。
　さらに厄介な問題は、国民的少数派としてのロマに相応
しい保護権を保障しようとする善意の政治的意思による定
義が、数世紀に及ぶ差別と偏見を部分的に再生産している
ことだ。「ドイツのシンティ・ロマ中央評議会」（1982年
設立、以下で中央評議会）はまさにそのジレンマを抱えて

いる。中央評議会は人びとの偏見に基づく差別を告発する
一方で、自らの国民的少数派の状況をやはりある種の偏見
　　例えば伝統的な文化に関して　　によって根拠づけな
ければならない。要するに、官庁と当事者組織がいうよう
に、ヨーロッパ・ロマという一つの

4 4 4

エスニック的・国民的
集団を認めるにせよ、その民族生成は、自己規定と他者規
定の複雑な絡み合いによって特徴づけられる。ロマの政治
組織が成立する1970年代まで、この集団の形成はその本
質において外部からの特徴づけと、それに起因する差別と
迫害によって規定されてきたのである。

１

　18世紀末の啓蒙の時代、学者や官吏が西欧に暮らすシ
ンティの問題に取り組んで以来、シンティは、互いに絡み
合う次の三つの特徴をもつ存在として多数派社会から定義
され、認識され、管理されてきた。
　第一に、シンティは他の移動集団とは異なり、社会的上
昇の能力がなく、そのために貧困問題を持続的に産み出し
ていると見なされた。それゆえ大衆貧困が既成の社会秩序
の脅威と認識される時、きまってシンティへの迫害が強
まったのだ。
　第二に、シンティの文化は「未開」だと見なされた。そ
れは同時期に西欧人が植民地化したアフリカ、アメリカ、
アジアの文化について抱いた思い込みと同じで、現地住民
に対する優越感の拠り所となった。シンティあるいは植民
地の現地住民は、非合理的で迷信めいた規則のもとで暮ら
し、軽率で怠惰、恥知らず、性的奔放、恐ろしいほど多
産、そして上位の社会的価値を尊重せず、頑ななまでに大
家族への忠誠心をもつ。野性的な移動生活を営み、将来と
いう概念をもたず、小さな子どものように信頼できない、
というわけである。要するにシンティは、ヨーロッパの多
数派社会が、それを見事に克服することで自己を定義する
ようになった、あの文化的「未開状態」を表していたのだ。
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　第三に、シンティは社会的・政治的秩序への脅威と見な
され、国家は文明化と管理の二重戦略でこれに対処すべき
だとされた。警察が国家官僚機構内の独立機関となった
19世紀、シンティは「常習犯」、売春婦、政治的敵対者と
ともに抑圧すべき集団に位置づけられ、警察はそうするこ
とで社会的秩序の崩壊傾向を食い止めようとした。1800

年以降、警察の組織的発展は都市化の進展と一致した。工
業都市の成長と大量の労働移民によって管理が損なわれて
いるとの不安が生まれ、それに警察は立ち向かうべきだと
された。当時の人びとが「ツィゴイナー」と呼んだわずか
2000～3000人のシンティの集団は、何百万人もの労働移
民を代表するに相応しい存在だった。というのも、市民の
観点からすれば、彼らは「よそ者」、「未開」の典型であ
り、その生活習慣・行動様式は理想的市民のそれと正反対
だったからである。
　実際、西欧・ドイツのシンティの大部分は、第一次世界
大戦が始まる数十年前から行商、牛馬・家畜商、刃物研ぎ、
占い師、楽師など移動型の生業を営んだり、あるいは旅回
りの一座や芸術家集団とともに各地を渡り歩いたりした。
同時期の多くの労働移民と異なり、彼らは大きな家族で群
れをなし、住まいを兼ねた車で移動し、立ち寄った集落・
町の周縁部に土地の住民から離れて野営生活を送った。こ
れはシンティの文化的伝統に合致したものと推測されるが、
固有の言語のために多数派住民との隔たりが際立った。だ
が同時に、移動生活が続いたのは遺伝的素質の帰結ではな
く、移動型サービスへの社会的需要のためであり、「よそ
者」を可及的速やかに立ち去るよう追い立て、根付くこと
を阻止しようとした地元の政策のせいでもあった。たしか
に当局は「ツィゴイナー」を無理矢理にでも定住させると
の考えで一致したが、その場所は自分の地元ではなく、ど
こか別のところを望んだのも確かなことであった。
　19世紀のドイツでは移動型生業の従事者が増え、それ
はもはやシンティに限らなくなった。実際、19世紀初頭
の警察関連の出版物には、さすらい人、浮浪者、ユダヤ行
商人、「詐欺師」と並んで「ツィゴイナー」が移動型生活
形態の多彩な寄せ集めの一要素と記されている。1840年
代のいわゆる大衆窮乏に直面した警察当局は、犯人捜査・
情報収集にあたり「ツィゴイナー」を他の集団から区別
し、移動する貧困集団の最も危険な表現と捉えた。1857年、
ハノーファー王国の手配書で初めて「ツィゴイナー」とい
う記録項目が導入された。これ以後、従来は項目がなく
「ツィゴイナー」とされてこなかった多くの人びとが全国
手配書で「ツィゴイナー」に分類されるようになった。同
時に「ツィゴイナー」は個人としてだけでなく、大家族と
して捕捉・手配されるようになった。こうして警察のカー
ド目録には、血縁関係を通じてネットワーク化された文化
としての「ツィゴイナー」の情報が蓄積されていった。警

察はこうした情報を、他の集団に関しては保有しておら
ず、体系化もしていなかった。このデータを参照した警官
は、捜査対象を被疑者としてではなく、「ツィゴイナー」
という集団の一員として把握したのである。
　1890年に始まる高度工業化にともなう労働移民の大波
は、「ツィゴイナー」を脅威と捉える新たな認識を産み出
し、彼らを捕捉しようとする推進力を惹起した。世紀転換
期、ほとんどすべてのドイツ諸邦で「ツィゴイナー」の移
動に制限を課す法律が制定された。1899年にはミュンヒェ
ン警察本部に、バイエルンの「ツィゴイナー」に関する情
報収集を目的とするセンターが設置された。1911年には
バイエルンで小さな子どもを含む、登録済みの「ツィゴイ
ナー」全員の指紋が強制採取された。この識別技術はまだ
新しく、1909年にミュンヒェン警察本部に導入されたば
かりで、当時はごく限られた犯罪者集団の指紋が採取され
ていただけだ。同じ1911年のドイツ諸邦警察会議で、今
後は「常習犯」、外国人犯罪者、「ツィゴイナー」の三つの
容疑者集団の指紋を定期的に採取することが決まった。
ミュンヒェンの情報センターはその後、調査対象をドイツ
全土へ拡大させることになった。
　犯罪統計を見ると、「ツィゴイナー」によるとされた犯
罪は1パーセントに満たず、それもほとんどが軽犯罪だ。
1900年頃、彼らは警察から見て重大な治安問題となった
が、それは彼ら個々人が行った犯罪によってではなく、む
しろ地域間の移動や「未開」段階にあると見なされた文化
の程度によってであった。「ツィゴイナー」が社会的ある
いは民族的な現象であるか、刑法学者の考えは曖昧のまま
だった。ミュンヒェンの情報センターが1905年に出した
ある刊行物は、被捕捉者の約五分の三が、言語と親族関係
に基づいて民族としての「ツィゴイナー」集団の一員に分
類され、五分の二はドイツに起源をもち、たんに「ツィゴ
イナーのように放浪している」者と分類された。それでも
すでにこの時点で、「人種学上のツィゴイナー」（1911年
ドイツ諸邦警察会議での用語）は、移動生活と累犯性に
よって特徴づけられる、多様な民族的・国民的由来の混合
住民の中核をなしているという漠たる確信が警察官の間で
確立していた。この解釈によって「ツィゴイナー」の危険
はいっそう深刻だと思われた。というのも、まさにこの時
期にドイツの公の場で、アフリカ植民地で官吏や移民が現
地の女性と関係をもった場合、ドイツ国民にどんな危険が
生じるかについて、ヒステリックな議論が行われていたの
だ。1913年、フライブルクの人種人類学者オイゲン・
フィッシャーが発表した「人類の交配問題」の研究を想起
しよう。この研究は、アフリカ南部でのフィッシャー自身
の研究に基づいており、ドイツの人種人類学の基礎文献と
みなされている。ヨーロッパの「ツィゴイナー」は、ヨー
ロッパ人がその植民地で目の当たりにしたあの「未開性」
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の脅威をあらためて表していた。
　ヴァイマル共和国の経済危機の時代、非定住の求職者が
急増した。その時、「ツィゴイナー」のせいだとされた危
険が　　これまでの危機の時代でもそうであったが　　さ
らに潤色されて取り沙汰された。1926年にバイエルン州
議会が可決した「ツィゴイナー・放浪者・労働忌避者撲滅
法」はその典型である。ここでいう「放浪者」とは、民族
集団としての「ツィゴイナー」には属していないが、同じ
ように暮らす人びとを意味する。この法によると、警察は
「ツィゴイナー」を裁判所の関与なしに二年間、矯正施設
に収容することができた。こうしてドイツ国籍をもつシン
ティの基本権が、民族的分類に基づき、部分的に剥奪され
たのである。「ツィゴイナー」は「ドイツ文化に有害な異
物」だというのが、この法を正当化する公的な根拠となっ
た。「ツィゴイナーという概念はよく知られており、詳し
い説明を要さない。誰がツィゴイナーと見なされるべき
か、人種学が示唆を与えている」。法はそのように主張し
た。
　だが、人びとを最初に民族としての「ツィゴイナー」に
分類したのは「人種学」ではなく、前述のミュンヒェン警
察本部の情報センターであった。いまや調査対象をドイツ
全土に広げた情報センターは、1938年までに3万4000人
のデータを収集し、その内わずか1万8000人を民族として
の「ツィゴイナー」に、残りの1万6000人を移動型生活様
式の非ツィゴイナーに分類した。ナチは権力掌握（1933

年）に際し、これらの集団とどう関わるべきか明確な方針
をもっていなかった。シンティがナチ党員やヒトラー・
ユーゲントのメンバーになることも、1942年までは可能
だった。しかし、内務省と警察は1935年末以降、シンティ
の弾圧を強化した。「ツィゴイナー」はニュルンベルク人
種法の施行規則において、ユダヤ人、アフリカ人とともに
「異種血統」、つまり帝国市民＝国民になれない者と定義さ
れた。もっとも、この規則は首尾一貫して実施されたわけ
ではない。ユダヤ人とは違って、「ツィゴイナー」に対し
ては世界観上の明確な構想がなかったためだ。
　その構想を考案したのが、親衛隊全国指導者でドイツ警
察長官のハインリヒ・ヒムラーだ。ヒムラーは1938年、
警察は今後「ツィゴイナー問題にこの人種の本質から着手
する」と言明した。この構想は、ヒムラーの教条的なレイ
シズムからというよりも、「ツィゴイナー問題」に根本的
な解決策を見つけ出したい警察の実務家の意志に由来する
ものであった。したがって、これは従来のシンティ差別の
単なる過激化とはいえず、むしろ断絶を意味した。ヒム
ラーはシンティ・ロマがインド起源であり、ロマニ語がサ
ンスクリットとの親戚関係にあることから、「人種ツィゴ
イナー」はアーリア人、つまりゲルマン人と遠縁関係の民
族なのだと結論づけた。彼らのいわゆる「未開状態」には

アーリア文化の初期段階が認められると考えたヒムラー
は、人類学者が「純血種」とみなした「ツィゴイナー」
を、その文化を保存するため、いずれ特別居留地に住まわ
せると決定した。その対象となったのは、ドイツとオース
トリアの警察に「ツィゴイナー」として登録された3万
5000人の内、約3000人だった。
　ヒムラーと「ツィゴイナーの撲滅」を所管した刑事警察
指導部にいわせると、問題の本質は「混血ツィゴイナー」、
つまり「ツィゴイナー」の九割以上を占めるシンティの家
系と民族ドイツ人との混血にあった。数世紀にわたり「ツ
ィゴイナー」の烙印を押された社会的周縁グループのドイ
ツ人が　　それは、ナチの人種差別の論理では「劣等」遺
伝子を持つドイツ人を意味した　　 「ツィゴイナー」と混
ざり合ったというのだ。「異種混交」への不安、そして民
族としてのツィゴイナーと「ツィゴイナーのように」生活
している者だけが混合集団を形成しているという警察のか
つての観察が、いまや人種生物学の筋書きに翻訳された。
ヒムラーは「混血ツィゴイナー」をドイツから段階的に移
送させた。1940年から41年にかけてドイツ西部から2500人、
東プロイセンから2000人、ブルゲンラントから5000人の
「混血ツィゴイナー」が占領下ポーランドの収容所に連行
され、その大半がさらに絶滅収容所へと移送された。1943

年から44年にかけて、刑事警察はおよそ1万7000人の「混
血ツィゴイナー」をドイツ、オーストリア、チェコからア
ウシュヴィッツへ直接、移送した。どの移送でも個々の決
定は現場の刑事・犯罪捜査官の掌中にあった。彼らは、当
該人物に関する人種学鑑定書に従いながら、他方で、警察
文書で「ツィゴイナー」とされた、警察業務の厄介者を片
付けるチャンスと捉えた。こうして、人種主義的絶滅政策
と犯罪捜査上の功利主義が不可分に結合した。総じて約2

万5000人のドイツ、オーストリア、チェコのシンティが、
1945年までに殺害されたと推定されている。
　これに加えて、親衛隊行動部隊（アインザッツグルッペ
ン）と国防軍部隊がセルビアとソ連の占領地域で数万人の
ロマを殺害した。これはヒムラーの人種概念に基づくもの
ではなく、昔からの「ツィゴイナー」のイメージ、つまり
流浪民ロマは潜在的なパルチザン、いやパルチザンの中の
パルチザンとの思い込みによる虐殺だった。ヨーロッパで
ナチ・ドイツに殺されたシンティ・ロマの総数は正確には
わからない。だが中央評議会がいつもいう50万を大きく
下回るだろう。この数字が最近のドイツの政治に　　例え
ば2012年に除幕した「殺害されたシンティ・ロマのため
の記念碑」に関して　　引き継がれているにせよ、それは
想起策上のジェスチャーであり、信頼できる学問的成果に
基づいているわけではない。
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　シンティ・ロマの犠牲者数に関して中央評議会が主張す
る50万という数字を受容したドイツ政治の態度は、シン
ティ・ロマの殺害に責任をもつドイツ刑事警察の誰一人と
してそのことで有罪判決を受けていないことへの遅蒔きな
がらの、そして無力な反応である。殺害に関与したどの警
察官僚も一切の咎めなく戦後、ドイツ連邦共和国（西ドイ
ツ）の警察組織で立身出世を遂げた。それどころか彼らの
なかには1950年代、「ツィゴイナー・放浪者の犯罪」撲滅
を趣旨とする特別部署・情報収集局の立ち上げを主導した
ものもいた。ただ戦後初期に限れば、占領軍が戦前との連
続性を阻んでいた。例えば、シュレースヴィヒ=ホルシュ
タイン州内務省は1946年7月、イギリス軍政府が州警察に
「ツィゴイナーを、その人種的帰属ゆえに特別管理の下に
おいて不利に扱う」ことを禁じたことに注意を促してい
る。だがその二年後の1948年8月、同省は特別管理の再開
をはっきりと指示したのだ。
　連合国からドイツの当局へと段階的に責任が移行すると
ともに、警察は1920年代の差別的実践へと戻っていった。
1949年9月、西ドイツの州刑事警察局はシンティ・ロマに
関するデータの相互交換に合意し、連合国によって廃止さ
れたバイエルン法（1926年）に相当する法　　この民族
集団帰属者の基本権を停止できる法　　の再制定を訴えた
（それは実現しなかった）。それから1980年代までの警察
によるシンティ・ロマの扱いには、次の四つの特徴が認め
られる。
　第一に、警察官僚はナチ時代の「ツィゴイナー」への人
種主義的迫害を、警察組織内のやりとりを通じて、また世
論に訴えて相対化しようとした。例えば「あれはただヒム
ラーの個人的戯言の所産に過ぎず、警察業務とは何の関係
もなかった」と主張する一方で、公共の安寧は今も「ツィ
ゴイナー」によってひどく脅かされているという。という
のも「強制収容所の生き残りが司法・行政・政治の善人の
せいで警察の介入から保護され、拘留補償金を手にして自
動車生活をしている」からだ。1954年、ドイツ連邦刑事
局（BKA）の「ツィゴイナー」問題の専門家は、いまや
新たな犯罪者タイプとして「自動車乗り」が出現してお
り、その「高速移動性」に警察はほぼ無力だと述べた。シ
ンティが強制収容所を生き延び、再び違法行為を犯すよう
な事態こそ、この集団が自然状態では社会復帰できないこ
とを証明しているというのである。
　第二に、1938年から45年までの「ツィゴイナー」への
迫害がヒムラーの気まぐれに還元されたことで、ヒトラー
政権成立に先立つ数十年に「専門職」として磨きのかかっ
た警察の手法　　実際に罪を犯したか否かにかかわらず、
すべてのシンティを組織的に捕捉することを含めて　　へ

の回帰が、少なくとも警察官僚の目には正当化されたと
映った。1933年以前と同じく、ドイツ連邦共和国の警察
当局もシンティを個人としてではなく「一族」として追跡
し、個々の容疑者だけでなく、大家族全員を小さな子ども
にいたるまで鑑識対象としてデータの集積に努めた。ドイ
ツ連邦刑事警察局は、ナチ時代からの個人ファイルを継
承、あるいは新規に作成して人種鑑定書を引き継いだ。そ
れは、戦後も犯罪捜査に有用だとみなされ「ツィゴイナー
一族」に関する貴重な情報源となった。
　第三に、ドイツ連邦共和国という新たな法治国家秩序へ
の最低限の配慮として、「ツィゴイナー」の用語使用につ
いて見直しがはかられた。例えば、前述の西ドイツ州警察
協定（1949年9月）は次のように述べている。「人種的迫
害思想を根底から排除するためには、ツィゴイナーという
表現を避け、代わりに放浪者という表現を用いることが必
要であると思われる」。たしかにこの指針は普及するが、
それは表面上にとどまった。1961年、ニーダーザクセン
州警察が「放浪者犯罪の撲滅」と銘打った専門家会議を開
催した折り、講演者の演題に「ツィゴイナー」がいくつも
使用されていた。「ツィゴイナーとその世界」はその一例
だ。
　第四に、こうした「意味論上の改築」の背景に過去への
反省がなかったことは、1950年代から70年代にかけて刊
行された犯罪学文献が裏づけている。一例としてここでは、
1967年に連邦刑事局の手で編集・刊行され、1973年に第
二版が無修正で刊行された、刑事のための犯罪学教本から
一節を引用しよう。この教本は　　これまで述べてきたよ
うな　　シンティを民族として特徴づけるほとんどすべて
の偏見を再生産している。「ツィゴイナーは一族で群れを
なして暮らしている。彼らには長老に服従する義務があり、
その風習の番人としての一族の母がいる。ツィゴイナーは
固定した住居をもたず、定職に就かない。自由に遍歴する
傾向と著しい労働嫌いが、ツィゴイナーの特徴である」。
　この本は1982年まで犯罪学の公式教本であったが、そ
の後、暗黙裏に回収された。理由は、当時の連邦刑事局長
ハインリヒ・ボーゲが述べたところによると、「いくつか
の分野で最近の学問水準と合致しなくなった」ためだ。な
かでも、この教本は人びとの実際の生活に相応していな
かった。だが犯罪学者はこれを意に介さなかった。たしか
に連邦刑事局の副局長ロルフ・ホレは1970年、近年のシ
ンティは定住していることを認めたが、「放浪者にはキャ
ンピングカーで移動する傾向」が根づいており、今は「一
時的に」それを抑えているに過ぎないとの警察の認識を
「覆すことはできない」と述べていた。
　1970年代末以降、警察の差別的実践は、ドイツ・シン
ティが新たに作った組織の強い圧力を受けた。まずは
1971年設立の「ドイツ・シンティ同盟」、次に前述の中央
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評議会からの圧力だ。これらの諸組織は、他の集団を範に
とって意識的に公民権運動として構想された。シンティの
活動家たちは社会的に首尾よく統合され、高学歴で、中間
層へ上昇した若い世代の人びとだ。彼らは自らの集団に対
する警察の差別の連続性に的を絞り、これをスキャンダル
として取り上げた。1982年と85年、西ドイツ首相のヘル
ムート・シュミットとヘルムート・コールにシンティ・ロ
マに加えられたナチ犯罪を公式に認めさせたのは、彼らの
働きかけの結果である。1985年、連邦議会は全党一致で
シンティ・ロマへのあらゆる形態の差別を撤廃する要求を
承認した。
　シンティ・ロマを民族として捕捉してきた警察のこれま
での差別的実践は、このような経緯を経て、もはや維持で
きなくなった。1983年以降、住民登録の差別的項目が削
除されるか置き換えられた。当局はその際、「ツィゴイ
ナー」や「放浪者」など論議を呼ぶ用語の内部使用をやめ
たが、他方で捜査技術上、正当化される特別捕捉の核心を
維持しようとした。1983年から現在まで、シンティ・ロ
マを差別せずに表現できる新用語が作りだされた。例えば
「居住地を頻繁に変更する人びと」、「移動型エスニック・
マイノリティ」などだ。これらの表現はやがてスキャンダ
ルを惹起し、攻撃の的となって別の表現に替えられた。警
察指導部は、用語規則を変えるだけで、問題の背景にある
争点に触れずに攻撃をかわせると信じたため、シンティ・
ロマ出身の犯人と向き合う警官に不安な行動と反発を引き
起こした。最近ようやくいくつもの警察組織がこの問題に
正面から取り組みだした。例えば、連邦刑事局はハイデル
ベルクの「シンティ中央評議会ドキュメンテーション文化
センター」の催しを警部のための研修プログラムに組み込
んでいる。
　今日、ドイツのシンティが自らの理解において明白なエ
スニック的・国民的な少数派としてドイツ社会の中に存在
し、同化によって解体していないのならば、それは何より
も官庁の差別的実践の持続がもたらした結果だと思われ
る。そうした差別と、象徴・現実としての「アウシュ
ヴィッツ」は、若いシンティの活動家が1970年頃から新
しい政治状況のなかで闘争的な表現手段をもって独自のエ
スニック共同体の構造を作ることを可能にした。そしてそ
の構造のおかげで、シンティの共同体は自らの日常生活で
重要な意義を得て、その存在を証明してみせることができ
たのである。
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１、本報告の課題

　在日朝鮮人とは、植民地期に朝鮮から日本（日本帝国の
中の日本内地、つまり現在の47都道府県にあたる地域）
に移住してきた朝鮮人とその子孫である。その人口は20

世紀後半にはほぼ50～60万人で推移し、国籍別の外国人
統計の首位の座を保ち続けていた。20世紀末からは外国
人統計での朝鮮・韓国籍は減少を続けており、このうち比
較的最近（少なくとも戦前や戦後直後ではない時期）に入
国した留学生や企業の駐在員などを除く人びとは今日40

万人弱であると推定されている。このような国籍統計での
在日朝鮮人の減少は、日本国籍を取得する者が毎年一定数
いるためである。こうしたことと、就労、留学等のために
新たに日本にやって来た中国人およびその家族の増加のた
め、国籍別の外国人登録者数では2007年からは中国籍が
トップとなっている。
　だが、いぜんとして日本の中のエスニックグループとし
て在日朝鮮人が大きな地位を占め、重要であることには変
わりがない。外国人登録者の人口としてもやはり多いこと
は確かであるし、日本国籍に変更したとしても朝鮮民族と
してのアイデンティティを保持する人びともいるし、日本
社会の中で様々な形で在日朝鮮人が意識され、注目される
ことが少なくないためである。
　ここでいう、意識や注目という言葉は、差別や偏見とい
うこととしばしば関連している。また、心理的な問題だけ
ではなく法律や行政上の措置でも在日朝鮮人は不平等な取
扱いを受けて来た。もちろん、いくつかの面で改善があっ
たことも確かである。しかし今日にもなお様々な問題が残
されていることも事実である。
　では、そうした「在日朝鮮人問題」を日本人の側はどう
すれば解決できると考えていたのであろうか。あるいはそ
もそもどのような状態が解決だと見ていたのだろうか。な
ぜ、「解決」されずに、いぜんとして在日朝鮮人をめぐる
問題が残っているかを考えるには、こうした点の考察も必

要であろう。本報告ではこの点についての歴史的概観を提
示することとしたい。

２、戦前から一貫する日本人中心主義

　在日朝鮮人が社会集団を形成するようになったのは、日
本帝国の敗戦前、つまり1945年8月以前のことである（本
格的な人口増加、定住層の形成が目立ち始めるのは1920

年代）。この時期において朝鮮人は日本帝国の一員であり、
本人たちが望んでいたわけではないが日本国籍を持つとさ
れていた。これに対して、日本帝国の敗戦後には、朝鮮人
はもはや日本ではない別の国家に帰属する存在となった
（ただし在日朝鮮人の日本国籍離脱が確認されるのは1952

年4月28日のサンフランシスコ講和条約発効に伴う行政措
置によってであった）。したがって、戦前においては朝鮮
人の日本社会への統合が企図されており、逆に戦後には彼
らは排除されようとしていたと見ることが―さまざまな細
かなレベルでの動きを捨象すれば―可能である。
　しかし、朝鮮人をめぐる戦前と戦後の日本社会や日本人
の認識がまったく別なものであり180度の方向転換を遂げ
たと見ることはできない。しばしば“戦前の日本は多民族
国家だったが戦後になって日本は単一民族国家となった”
というような見解は、単純すぎるだけではなく、日本人の
朝鮮人に対する認識や接し方の重要な点を見落としている
というほかない。
　確かに日本帝国は朝鮮をその一部として組み込んでい
た。しかしもともと朝鮮は一国であり、独立を望んでいる
朝鮮人が少なからず存在することは日本人もよく知ってい
た。また朝鮮人は日本人とともに国家の一員であり、彼ら
は差別されてはならないということになっていたが、そう
したなかでも日本人は、自民族＝日本人中心の社会秩序を
維持しようとしていたことである。そこでイメージされて
いた秩序とは、もちろん治安や通常の経済活動が妨害され
ないという意味もあるがそれだけではない。すなわち、自
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分たちのコミュニティの圧倒的多数は日本人であり、少数
存在する朝鮮人たちは日本人の指導のもとに存在し、指導
的地位についたり経済的な力を持ったりしてはいない、と
いうものであった。つまり「外地」（＝植民地）ではない
日本内地に多数の朝鮮人がやってくることを日本人は望ん
でいなかった。その意味で戦前の日本人も単一民族社会志
向だったのであり、朝鮮人を対等な人格を持つ存在とは見
ていなかったのである。
　ただし日本人も朝鮮人も天皇の下で同じ帝国臣民として
平等であり、両者の分離はありえないとする「一視同仁」
「内鮮一体」が、国家の公式見解とされていたなかではこ
うした認識は露骨に語られることはなかった。もっともそ
れも通常の時期には公然と語れなかったというだけであ
る。朝鮮人が日本内地に大量に流入し（より正確に言えば
強制的に動員配置され）、朝鮮人の相対的な「地位上昇」
が目立ち始めた第二次世界大戦末期には露骨に朝鮮人への
反感、排斥が語られるようになっていた。これは、在日朝
鮮人が敵と内通している、闇経済で儲けているといったこ
とが民衆の噂として拡大していっただけでなく、指導的地
位にある日本人による公的会議での発言でも同様のことが
述べられた。例えば1944年2月1日の帝国議会で、今井嘉
幸議員は、日本人男子が出征して重要な産業の労働力を朝
鮮人に頼らざるを得ないことへの不安、彼らが金を持ち地
位上昇している、闇経済に関与している、といったことを
発言している。
　しかし、ここで、そのようなことを語る日本人がこれを
差別と考えていなかったことにも注意しておかなくてはな
らない。今井議員は客観的には差別にほかならない上記の
発言に続けて、“しかし私はこういう朝鮮人を排斥しよう
とは思わない、何とかこれを日本が包容して同化しなく
ちゃならぬ、そこが日本人の偉いところである”“日本の国
家というものは各民族が集まって天孫民族が中心になるも
のである”“一視同仁の聖旨に基づいて差別待遇は致して居
りません”との見解を披歴していた。こうした考えは日本
人が近隣のアジアの他の民族に比べて優秀であり彼らを指
導する存在であるということを前提として成り立つもので
あった。

３、戦後秩序形成期と法的社会的排除

　日本敗戦、新たな国家秩序の形成と関連して在日朝鮮人
の処遇、日本国家や社会への参加のあり方が問題となった。
この問題は、1955年の左派系朝鮮人が自らを朝鮮民主主
義人民共和国の公民として日本の政治への不干渉を表明す
ることで最終的に決着する。
　この間、在日朝鮮人の側は、日本国籍はもはや持たない、
あるいは持たなくなるとしても、継続して日本で生活する

上で様々な権利が認められるべきであると考え、そのため
の主張や行動も展開した。その場合の権利とは、追放され
ずに日本にとどまり各種の行政サービス等を平等に受けら
れることだけではなく、政治参加や民族教育を行う権利も
含んでいた。付け加えれば、日本社会における植民地主義
の反省に基づく日朝両民族の友好の確立も望んでいた。
　しかし大半の日本人は、在日朝鮮人の諸要求を許容しな
かったしそもそも理解しなかった。在日朝鮮人は戦後の早
い段階から権利を剥奪され、日本人の構成する共同体の外
に追い出されていった。具体的には、まだ日本国籍を有す
るとされていたにもかかわらず、1945年12月には選挙権・
被選挙権が停止され、1947年5月2日には外国人登録令に
よって登録管理の対象となり、1952年4月28日のサンフ
ランシスコ講和条約発効の日には日本国籍を失ったことが
通達されている。と同時に朝鮮人が自主的に運営していた
民族学校は1949年9月に閉鎖されている。
　前述のように戦前から日本人は自分たちの共同体に朝鮮
人が入り込むことを歓迎していたわけではない。しかも日
本敗戦によって、より優位な立場に位置する日本人が朝鮮
人を包摂し指導し同化していかなければならないという前
提は崩壊している。したがって、大半の日本人は、在日朝
鮮人は帰国するのが自然であると認識していたし、日本残
留を続ける者がいたとしても、彼らを日本社会の一員とし
て同等な権利を持つ主体として考えることはなかった。付
け加えれば、戦後直後には、日本人たちは、朝鮮人は闇市
で儲け、徒党を組んで暴れる秩序の撹乱者として見なして
おり、共に社会を構成していくべき人びととは考えていな
かった。もっとも、かつて「大東亜戦争」を戦ってくれた
ことへの感謝や戦後も日本はアジア近隣諸国との関係を重
視しなければならないといった考え、あるいは人道主義的
な同情論から、朝鮮人の生活に「配慮」すべきであると
いった意見も日本人のなかに無くはなかった。しかし、そ
れはごく少数の人びとの主張にとどまっており、政治的な
影響力を持つほどのものではない。
　ただし、日本共産党は、新しく建設されるべき「日本人
民共和国」において在日朝鮮人の諸権利を認めようとして
いた。在日朝鮮人の間でも、植民地主義を反省した日本の
徹底した民主化が自分たちの権利確立と同時に新たに成立
する朝鮮国家の独立が脅かされないためにも不可欠である
と考える人びとは多かった。こうしたことから在日朝鮮人
運動の多数派である左派系の運動は日本共産党と共同闘争
を展開した。そして、1950年6月の朝鮮戦争以降は、左派
系以外の一部も加わる形で、在日朝鮮人は日本の中での反
米・反軍事基地の闘争を繰り広げることとなった。
　このことと日本の独立回復・在日朝鮮人の日本国籍喪失
とがあいまって、1950年代初頭から半ばにかけて、日本
人の間では治安秩序を撹乱する在日朝鮮人排斥の感情が強
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まり、彼らを国外追放しようとする主張も一定の支持を得
るほどになっていた。1952年7月に行われた毎日新聞社に
よる世論調査では、政府が行うべき治安対策として15.9％
の回答者が「不穏な朝鮮人を追放する」を選択している。
　前述の1955年における左派系在日朝鮮人の「内政不干
渉」の宣言は、もちろん「祖国」である朝鮮民主主義人民
共和国との結びつきを明確化し強固にしようという意図を
持っていたが、同時に朝鮮半島や日本の共産化が望めない
ことがもはや明白ななかで日本人による在日朝鮮人排斥を
回避しようとするものでもあった。その後も“赤い在日朝
鮮人”への警戒や反感は日本社会から消滅したわけではな
い。しかし1950年代後半以降、在日朝鮮人イコール治安
撹乱者といったとらえ方は一般的ではなくなっていった。
　だがもちろん、このことは日本人が在日朝鮮人を自分た
ちと同じ社会を構成する一員であるという認識を持つにい
たったことを意味するわけではない。在日朝鮮人が日本社
会からいなくなるのは望ましいことであるという意識は根
強かった。1950年代末の朝鮮民主主義人民共和国への朝
鮮人集団帰国運動を革新勢力のみならず保守勢力も含めた
「国民的支持」となったことはそれを証明している。

４、�相対的安定と総中流化のなかの「準日本人」の
差別撤廃

　1950年代末から1960年代初めは、年金制度、医療保険
制度、さらにこれ以降は地方自治体等で公営住宅や児童手
当・障害者等への福祉制度が拡充されていった。こうした
公共部門の担う社会保障や福祉政策だけでなく、優良企業
の従業員や公務員となれば、より有利なサービス、具体的
には年金や健康保険の上乗せ給付、独自の各種手当の支
給、保養施設の利用等を享受するということが一般化し
た。しかし、日本国籍を持たない在日朝鮮人は公共部門の
社会保障・福祉政策を受ける権利を持たず、優良企業の従
業員や公務員への就職もほとんどできない（民間企業は法
的にではなく社会的偏見のために、公務員については日本
国籍保持者を募集の条件とすることで）状況にあった。生
活保護については権利として認められたのではないが、適
用自体は排除されず、実際に受給者は存在したが（人口比
で言えば日本人よりも高い水準であったことも事実であ
る）、これに対して1950年代末までの世論は批判的で、行
政当局自体も彼らへの給付を削減しようとしていた。ま
た、そもそも在日朝鮮人の在留資格も安定的ではなく、通
常意味するような永住権の付与が確認されていたわけでは
なかった。
　しかし1960年代後半以降1980年代にかけて、国籍を理
由とする法制度的な差別の多くは撤廃され、在日朝鮮人の
民間企業での採用や公務員就労の門戸も拡大していった。
さらに1991年にはサンフランシスコ講和条約発効時に日

本国籍を失った者とその子孫、つまり旧植民地出身者とそ
の子孫に対して安定的な永住資格の付与が決まった。
　このような権利獲得はもちろん、在日朝鮮人の訴えや行
動によるところが大きい。逆に言えば、日本人の側におい
て民族差別を撤廃し、在日朝鮮人も社会の構成員であると
いう認識が一般化していたわけではない。逆にある局面で
は、在日朝鮮人の権利要求に対して日本人の反発が表面化
していた。1965年の日韓間の交渉における在日韓国人の
法的地位協定（在留権、社会保障等での若干の権利付与）
では子孫にまで有利な法的地位を与えることに対して日本
の世論は批判的であった。あるいは1980年代半ばの指紋
押捺制度撤廃闘争（外国人登録法に義務付けられていた指
紋押捺の廃止要求）では指紋押捺を拒否した人びとに対し
て“法を守れないのであれば自国に帰れ”といった声が一
部の日本人から挙がった。
　ただし、この間、日本社会のなかにおいて朝鮮人排斥の
ムードが持続していたわけではない。むしろ社会保障や福
祉政策、就職等での国籍差別の撤廃については、世論はむ
しろ肯定的であったし、朝鮮人の生活保護受給についても
1950年代までに見られたような扇動的とすら言える批判
（例えば、朝鮮人のせいで財政が苦しくなっている、と
いった見出しが大手の商業新聞にも踊っていた）はなく
なっていた。
　このような在日朝鮮人の権利伸長ないし差別撤廃の動き
に対するある程度寛容な態度をこの時期の日本人が示した
のはなぜであろうか。要因として指摘できるのは次の点で
ある。
　まず、1960年代後半から1990年代初頭にかけて、在日
朝鮮人は日本の治安や経済に関連した脅威を与える人びと
ではなかった（北朝鮮による「日本人拉致問題」は1990

年代初頭の段階では一部で知られてはいたが、まだ日本中
が大騒ぎするほどの問題にはなっていなかった）。もちろ
んこの間、東アジアの緊張はもちろんあったが（そしてそ
れゆえに北朝鮮支持勢力や韓国の反体制運動支持勢力は日
本の治安担当部局の監視対象となっていたし、管理を強化
する法令の整備が一時目指されたことも事実であるにせよ）、
韓国・北朝鮮が日本を対象として攻撃を加えることは考え
られなかったし、過去の歴史や領土問題を持ち出して日本
を批判する行動に出ることもほとんどなかった。付言すれ
ば経済規模や国際社会での地位においても日本と韓国・北
朝鮮との間に大きな開きがあり、競争相手ではなかった。
　次に、各種の差別撤廃の運動は、その当事者が自己の能
力発揮や幸福追求のために始めたことであり、支援は既存
の組織を背景としない自発的な市民の活動として行われ
た。言い換えれば、韓国や北朝鮮の指令のもとに組織的に
行われたものではなかったし、国家的な意味づけを持つも
のでもなかったのである。したがって日本人の側がそれ
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を、韓国・朝鮮のナショナリズムと関連づけて捉えたり、
自国が他国から干渉を受けるかのような誤解をもったりす
ることもなかった。
　また、民族差別撤廃を求める運動の当事者たちはしばし
ば在日朝鮮人二世、三世であった。彼らは一世と違って朝
鮮語訛りの日本語を話すわけではなかったし、日本社会で
生活し続けようという希望をしばしば語っていた。こうし
たなかで、日本人の間には在日朝鮮人の二世、三世以降の
人びとはいずれ日本人に同化していくであろうという楽観
的な見通しがあった。実際に彼らが、民族的アイデンティ
ティを重要視しなかったわけではないし、祖国との結びつ
きを断ち切ろうとしていたとも考えられないが（少なくと
もそうではない人びとがいたことは間違いない）、日本人
にとっては、在日朝鮮人は“自分たちと変わらない人たち”
“日本人になりつつある人たち”と捉えられ、彼らを差別
することの根拠は見つけられなくなったのである。
　しかも、この時期には、高度経済成長によってたいがい
の日本人はかつてに比べて物質的に豊かになり、日本人で
あれば一定の社会保障を受けられることは常識化し、さら
に様々な社会的弱者、被差別民衆に社会福祉を拡充する政
策が取られていた。この結果として日本人のほとんどは自
分たちを中流層であると認識し、生活に満足できるように
なった。しかも国や地方自治体の財政状況もそれほど心配
ではない状況にあったこの時期の日本人はもはや朝鮮人へ
の生活保護の支給をやめて自分たちの生活にまわせといっ
たような主張はしなくなっていたし、むしろ自分たちと同
じように日本での生活を送っている朝鮮人が公共サービス
から排除される状態を不自然と考えるようになっていたの
である。
　要するに、この時期の差別撤廃は、近隣諸国との関係の
相対的な安定のなかで在日朝鮮人は日本の脅威ではなく、
日本人自身が高度経済成長で総中流化していったなかであ
る種の余裕が生まれたなかで進められたのである。その
際、日本人は、差別撤廃を求める在日朝鮮人を、「祖国」
や朝鮮のナショナリズムを背負ったり、独自の文化を前面
に打ち出したりする存在としてではなく、しばしばむしろ
日本人と変わらない、日本に同化していく存在、いわば
「準日本人」として見ていた。
　その意味では、この時期の日本人の在日朝鮮人問題に対
する接し方は、戦前や戦後秩序形成期の日本人中心主義、
日本社会からの排除を基調とする態度から完全に転換した
ものとは言い難い。つまり日本人の側は、しばしば在日朝
鮮人への差別撤廃を日本の秩序や日本人の優位性を脅かさ
ない限りにおいて「準日本人」として日本社会への組み入
れを許容したと見ることができる。
　このように解釈することによって、この時期にも、ある
場合には在日朝鮮人に対する日本人の反発が見られたのは

なぜなのかも説明できる。1965年の日韓間の法的地位協
定での在日韓国人への権利付与についての世論の批判につ
いて考えれば、韓国という国家が日本に対して要求し、し
かも韓国人として独自の集団を日本に半永久的に維持して
いこうとしていると日本人は捉えた（当時、新聞では、日
本政府は韓国政府に譲歩しすぎであり、このままでは“厄
介な少数民族問題”が生じることになるといった批判の論
説が掲げられていた）。指紋押捺拒否闘争への一部の日本
人の反発は法秩序を破ることへの嫌悪に加えて、単純に経
済的に不利益や不遇を強いられている人びとに日本人並み
の待遇を与えるといったことではない問題であり、しかも
民族的アイデンティティや精神的な苦痛といったことが争
点となったことを理解し得ない日本人がいたことが背景に
ある。

５、多文化共生の提唱と排外主義の噴出

　しかしもちろん、在日朝鮮人は「準日本人」として社会
保障や経済生活、就労機会等の社会参加のチャンスを日本
人並みにしてもらうことのみを望み、それが実現すれば問
題解決であると考えていたわけではない。朝鮮人としての
アイデンティティを持ち文化的権利が保証されることをも
求めていたし、日本人と朝鮮人とが友好的な関係を作り出
し維持していくためには、日本社会のなかでの植民地主義
に対する反省が確立されることも必要であった。それを求
める主張や活動は、在日朝鮮人自身も行っていたし、日本
人の間でも―民族差別反対の運動に参加した人びとなどを
中心に―それを支持する動きは見られた（ただし民族差別
反対の活動に参画した日本人の中には、“社会保障制度に
おける差別撤廃と1991年の特別永住権付与ですでに問題
は解決した”と捉える人たちもいた）。
　こうした動きと1980年代末以降のニューカマー外国人
の流入・定着、先進諸国における多文化主義の紹介等に
よって、1990年代以降、異なる文化を尊重する社会を築
くべきであるという多文化共生が目標として掲げられるよ
うになった。2000年代に入ると日本の中央省庁も含めて
行政当局も多文化共生の名のもとに様々な施策を進めた
り、あるいはそれを提唱するようになった。
　しかし、多文化共生の語の意味やその名の下で進められ
る行政当局の政策メニューには民族文化やアイデンティ
ティの尊重はあっても、エスニックマイノリティを潜在的
に危険と見なす要因となっている国家間の外交問題は論じ
られないし、植民地主義の反省についても語られない。ま
たそもそもその施策の対象は主にはニューカマー外国人で
あった。そのような意味で1990年代以降の多文化共生の
提唱、行政当局におけるその理念の受入れと施策展開は、
「在日朝鮮人問題」の部分的な改善の方途を提供するもの

― 58 ―

European Studies Vol.14 (2014)



にとどまる。
　そうしたなかで、1990年代半ば以降、日本と韓国・北
朝鮮との関係は友好的であり続けたとは言い難く（もちろ
ん2002年の日韓サッカーワールドカップ共催やいわゆる
韓流ブームといった好ましい要素もあったにせよ）、日本
が様々な面で圧倒し優位にあると言える状態でもなくなっ
ている。周知のように北朝鮮が日本の安全保障上の脅威に
なっているとの見方が日本人の間で一般化し、韓国・北朝
鮮と日本との間では植民地支配をめぐる歴史問題が外交上
の懸案となった。さらに韓国は国際社会のなかで存在感を
増し、経済的には日本に従属しているのではなくそれを追
い越そうとするライバルとなっている。他方、日本は長期
的な経済停滞にありこの先にはさらなる没落や財政破綻を
懸念しなければならない状況にある。
　近年、在日朝鮮人に対してインターネット上のみならず
街頭デモでも露骨に国外追放、殺害を叫ぶような排外主義
的な扇動が行われるようになっているのは、上記のような
点が一因となっているだろう。つまり、それを行う日本人
にとっては、在日朝鮮人は日本人中心の秩序や優位性を脅
かす存在であり、日本の社会保障等の享受を許すことはで
きないと考えているのである。それゆえに（そのことを本
人たちは認めないだろうが）彼らは、在日朝鮮人を排斥し
迫害しているのである。

６、まとめと展望

　以上のように見れば、最近、社会的な注目を集めている
在日朝鮮人に対する排外主義的な扇動は、かつて経験して
いなかった問題ではないし、それを行う日本人の認識パ
ターンに新しさがあるわけではないことがわかる。在日朝
鮮人を排斥する動きは、戦前にも戦後初期にもあった。そ
れは大半の日本人が在日朝鮮人を自分たちの属する共同体
の一員として認めるわけでもなく、自分たちと対等な主体
であるとは考えなかったし、逆に日本人中心の秩序を脅か
す存在である（少なくとも潜在的にはその可能性がある）
と見ていたためである。
　1960年代後半以降における、一定の在日朝鮮人の権利
伸長、日本社会への参加の拡大の時期においても、残念な
がらこのような認識は日本社会において根絶しなかったの
である。もちろん日本社会の中で日本人と朝鮮人との友好
的な関係を築くための努力がなされなかったわけではなく
それがあったからこそ差別撤廃の活動はある程度の成果を
あげたし、多文化共生が語られるようになったと言うこと
が可能である。だが、この間の差別撤廃等の動きは、国際
関係の相対的安定と経済成長に伴う総中流化という“恵ま
れた条件”にあった日本人が、在日朝鮮人を「準日本人」
として見なして日本人並みの社会保障や社会参加のチャン

ス等を付与したという性格を持つ。したがって、そうした
“恵まれた条件”が消滅し、日本人が経済的余裕を失い、
かつ在日朝鮮人と「本国」や朝鮮民族としてのナショナリ
ズムとが関連づけて考えられるような状況が生まれると、
日本人の間では在日朝鮮人は危険で自分たちを脅かす存在
として意識されることになるのである。
　そうした状況を改善していくためには何が必要であろう
か。余りにも当たり前のことに過ぎないが、植民地主義の
反省の確立、在日朝鮮人が何を望むかを日本人が理解し、
必要があれば日本社会の側も変えて行くこと、そして日
韓・日朝間の関係の安定、国家間の関係と個人との関係は
別であることを認識することが求められよう。
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　私からは、報告者の方々に、各々のご報告と本日の共通
テーマである「市民社会とマイノリティ」との関連につい
てコメントさせて頂きたいと思います。
　私は日独共同大学院プログラムの登録学生の代表として
本日この場に立たせて頂いております。今回のシンポジウ
ムの共通テーマである「市民社会とマイノリティ」につい
ては、今日まで私達もプログラム主催のセミナーにおい
て、数日間に渡って様々な論点を議論することができまし
た。そのなかでも私が特に注目したいのが、「マイノリ
ティ」という概念の多義性と、市民社会とマイノリティの
関係を考える上で重要なポイントである「包摂」と「排
除」という認識枠組みについてです。
　まず、第一の点である「マイノリティ」概念の多義性に
ついてコメントいたします。諸先生方は本日共通して「市
民社会とマイノリティ」というテーマでご講演してくだ
さったわけですが、その中で、マイノリティとはそもそも
どのようなものであり、どのような位置づけを与えられて
いるのでしょうか。というのも、一口に日本語でマイノリ
ティといっても、現実には様々な対象がその名宛人となっ
ているからです。例えばこの語はエスニックないしナショ
ナルな意味でのマイノリティも含むと同時に、LGBTや障
害を持った人々、あるいはホームレスや元ハンセン病患者
の方々など、差別され社会の周縁に追いやられている人々
全体のことを指す場合もあります［岩間2007:25-63］。そ
れに対してドイツ語でのマイノリティである“Minderheit“ 
はエスニックないしナショナルな意味でのマイノリティと
いう形で、比較的限定的な意味で用いられおり、後者につ
いてはRandgruppe周辺集団がそれに対応します［木村
2007：119-143］。
　日本におけるこのような概念の若干の拡散状況の中で、
例えば日本の社会科学者の中には、ドイツのMinderheitの
ように、マイノリティという概念をとりわけエスニックな
いしナショナルな意味でのマイノリティに限定して用いて
いく方が、問題とする事柄を不明瞭にしないためには有用

であるとする見方もあります［ユ、岩間2007：401-420］。
皆さんのご講演では、被差別部落民、シンティ・ロマ、在
日朝鮮人、マイノリティ民族の文化としてのシェヒター
等、比較的「少数民族」に近い意味でのマイノリティを扱
われていますが、その点についてはどのようにお考えで
しょうか。
　というのも、この様々な形で語られ得る現代のマイノリ
ティは、市民社会（これ自体多義的な概念であり、扱いが
難しいわけですが）がそれらにどのように対処していくか
という包摂と排除の機制、しくみに関わっているからです。
国民国家とともに成立した普遍的かつ画一的な市民による
社会の成立は、その権利付与にあぶれる人々を絶えず生み
出すという意味でマイノリティを発生させることを含意し
前提していた側面があります。その意味でマイノリティは
市民社会から排除されていたし、尚も排除されているとい
えます。ですが同時に、現代の市民社会においては、必然
的にマイノリティの在り方は多様にならざるを得ません。
様々なアクターが「市民」として存在可能になったことか
ら、むしろマイノリティないし周辺集団は権利の問題であ
ると同時に、認識と評価の問題になります。つまり、様々
な社会条件によって異端であると見なされたり負の評価を
与えられているということを理由に、「一般の」人々でさ
えも簡単にマイノリティたりえてしまいます。
　そこにおいてはもはや包摂／排除の主体は国家や経済に
とどまらず、様々なアクターがマイノリティを新たに生み
出すきっかけを作り出しています。そこではまた、包摂／
排除のロジックもそれまでと異なるものになるかもしれま
せん。すなわちそれまで「権利の付与と剥奪」として捉え
られていたのが、「意味的な排除」すなわち、日々のコ
ミュニケーションにおいて認識されているがゆえに根本的
には市民社会に包摂されてはいるが、特定の属性（外国
人・同性愛者・障害を抱えている）が生み出すスティグマ
によって、その人々のさらなる行為やふるまいの可能性が
限定的にのみ決まってしまう、つまり偏見や暗黙了解な
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ど、不可視化した差別の温床になる、という事態です。こ
こにおいて人々は認識の面や法的権利の面では包摂されて
いたとしても、「適切に」、すなわち正当に包摂されていな
いがゆえに、結果的にあらたな排除の対象となってしま
う。現代的な市民社会において拡散的なマイノリティ、な
いしドイツ語においては周辺集団Randgruppeが有してい
る問題は、このような伝統的な排除のレベルと、認識に関
する意味的な排除のレベルが複雑に絡まりあった形で成立
しているのではないでしょうか［渡會2006］。
　だとするならば、今回のこのシンポジウムにおいて、
テーマが「市民社会とシンティ・ロマ」や「市民社会と非
差別部落民」等ではなく、「市民社会とマイノリティ」で
あったことに鑑み、本シンポジウムにおいてそれぞれの個
別事例の特殊性に目を向けつつ、このような様々なマイノ
リティが有する問題を共通の枠組のなかで議論する地平を
探ることに意義があるのではないでしょうか。
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　昨日行われた学生セッションでの市民社会とマイノリテ
ィ全体に関わる議論について、先に坂井さんがご報告くだ
さいました。私は在日朝鮮人の専門家ではないのですが、
セッションで、日本のマイノリティの一つとして在日朝鮮
人を検討するグループに関わったこと、また私自身は、第
二次世界大戦後のドイツに在住するユダヤ人を研究対象と
する立場から、ここでは、戦後の在日朝鮮人と在独ユダヤ
人について日独比較の視点から若干のコメントと、外村先
生のご報告について質問をさせていただきます。
　在日朝鮮人と在独ユダヤ人双方が重要なエスニック・マ
イノリティであるとはいえ、在日朝鮮人と在独ユダヤ人と
では異なる歴史的背景があり、安易な比較はすべきではあ
りません。しかし、それぞれ日本とドイツとの関係におい
て、かつての加害者＝被害者関係という、共通の構造を指
摘することができます。そして市民社会との関連でいえ
ば、日独両国とも新たに民主国家として再生するなか、日
本の場合は朝鮮人との共生、ドイツの場合はユダヤ人との
共生が、市民社会の道へ歩む前提として見なされることは
十分ありえたことです。また、市民社会が民主主義の一形
態とすれば、かつて迫害したマイノリティを尊重すること
は、非暴力と共生を理念に掲げる市民社会、ひいては民主
主義の理念に合致したはずです。この点をふまえて、日独
両国がかつて迫害したマイノリティにどう向き合ったかと
いう問題について、次の二つの観点から比較してみたいと
思います。
　一つ目は、占領軍が果たした役割の違いについてです。
日本とドイツを占領することとなった連合軍、とりわけア
メリカ軍の見方が大きく影響しています。ドイツの場合、
ホロコーストを生き延びドイツに留まったユダヤ人に対す
るドイツ人の姿勢は、アメリカ軍によって「民主主義の試
金石」であると位置づけられました。そのため、破壊され
たユダヤ人コミュニティの再建を支援すること、ナチ時代
に国外へ亡命したユダヤ人を呼び戻すこと、反ユダヤ主義
と闘う「反・反ユダヤ主義」の公的規範は、半ば義務付け

られたものでもあり、西ドイツが合衆国の信頼を獲得する
上で、ひいては国際社会に迎えられるための必要不可欠な
条件の一つを成しました。一方、在独ユダヤ人のなかに
は、自らの存在を「ドイツの民主主義の守り手」としてア
ピールし、ドイツ側に呼応する者もいました。これに対
し、日本の在日朝鮮人の扱いがアメリカ軍に日本の「民主
主義の試金石」と位置づけられることはありませんでした
し、彼らに対する差別的な言動が日本の民主化を阻害する
本質的な障壁と見なされることはありませんでした。
　このような違いが生まれた要因としては、何があるので
しょうか。私がこれまで調べた限りでは、ユダヤ人に比し
て、朝鮮人の場合、合衆国の世論に対する影響力が小さ
かったこと、冷戦の影響があったこと―すなわち日本共産
党の高まりと連動して在日朝鮮人が合衆国と日本政府に
よって危険な共産主義者とみなされたこと―、そして植民
地支配の責任が問われなかったこと等があると思われます
が、いかがでしょうか。
　二つ目は、それぞれのマイノリティと多数派社会との関
係について伺います。西ドイツでは、ユダヤ人とドイツ人
の和解を目指す動きが、一部とはいえ存在しました。たと
えば、ナチ時代の反省に基づき占領期に設立された、宗教
上の和解を目指す「キリスト教=ユダヤ教協力協会」とい
う市民レベルの取り組みがあります。この協会の活動は現
在にも引き継がれており、これまで私が見るところ、その
後の過去との取り組みの第一歩と位置づけられると思うの
ですが、これに比較可能な、融和や和解を目指した市民レ
ベルの運動や文化的な取り組みが、在日朝鮮人と日本人の
間ではなかったのでしょうか。とくに朝鮮戦争勃発までの
数年間にはそのような可能性があったのではないかと思い
ますが、いかがでしょうか。もし戦後初期に朝鮮人と日本
人の共同作業のようなものがあったのでしたら教えていた
だきたいのと、なぜ今、それが顧みられないのかについて
もお伺いしたいです。よろしくお願いいたします。
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１．他者規定と自己規定の弁証法

　マイノリティに関するあらゆる取り組みは、他者規定
（外部から規定されるマイノリティ）と自己規定（自らが
規定するマイノリティ）の弁証法の問題を導きます。この
連関を、弁証法的なプロセスとして理解することが重要で
す。その際、圧倒的多数の場合、自己規定と自己認識は他
者規定の後に続きます。この規則の例外は、たとえば貴族
のようなエリートで、彼らは、まず想定されるマジョリ
ティに対して自ら一線を画し、その結果において、初め
て、そのマジョリティによってマイノリティとして認識さ
れ、描写されるのです。その際にも、再び、他者規定と自
己規定の弁証法が作用します。階級や身分が、マイノリ
ティとして描写されうるかという問題は、ここではこれ以
上追及することはできません。それに対して、マイノリ
ティやマイノリティ保護が話題になるとき、多くの場合、
―歴史的に見て―、まず外部からマイノリティとして規定
された人間集団が問題となります。
　マイノリティという現象を学問的に取組む際に、他者規
定と自己規定は、たいていの場合、分析的にはっきりと区
別することはできません。その理由は、すでに言及したよ
うに、他者規定と自己規定のあいだの弁証法、あるいはほ
かの言い方をすれば、他者規定から自己規定への移行があ
るからです。この関連において、外部による規定が、マイ
ノリティの自己認識、アイデンティティ構築、利益団体に
いかに大きな影響を与えるのかを問うことができます。し
かし、その際、単純な理論的問題だけではなく、むしろ同
時にさらにきわめて重要な政治的問題にもかかわるものな
のです。つまり、特定の観点から見れば、他者規定の持続
を意味するものですが、マイノリティは彼らのアイデン
ティティにおいて、マイノリティとして保護されるべきで
しょうか？あるいはマイノリティをマイノリティとして解
体することが目的なのでしょうか？という問題です。
　学問的レベルでは、あらゆる規定は、最終的にマイノリ

ティの各々の構築を確認し、固定するという点で問題が生
じます。あるアイデンティティやある集団のあらゆる規定
は固定化し、影響を及ぼします。それは、マイノリティが
その存在としてではなく、社会的構築物として描かれる場
合に当てはまります。
　マイノリティの法的承認および平等な扱いによって（例
えば反差別法がこれに相当する）、近代では他者規定と自
己規定の関係が変化しました。他者による評価（たとえば
これに相当する差別的な策略や規範による）の重要性が低
下し、同時にマイノリティによる自己描写や自己規定の重
要性が増しました。集団的アクターとしてのマイノリティ
は、もはや法による平等な取扱いだけでなく、彼らのアイ
デンティティ、文化、個性の保持の擁護を訴えます。一部
では、マイノリティの強固な自己規定が、彼らサイドで、
再び他者規定の新しい形態が促進されることが認められま
す。それゆえ、時として、マイノリティという立場を過度
に利用することで、マイノリティが優遇されていると非難
されるのです。

２．マイノリティの機能

　他者規定と自己規定のダイナミズムを理解するためには、
マイノリティの社会的機能を問わなければなりません。
　まず、あらゆるマイノリティは、それぞれのマイノリ
ティの社会的構築のための基礎を成す不可欠な本質を持っ
ていることに留意しなければなりません。不可欠な本質
は、次に、根本的、エスニック的、文化的あるいは性的な
差異と理解されます。これらの差異が確認されるときだけ
が、そのグループがマイノリティとして認知、つまり差別
されることを意味するのではありません。マイノリティの
成立に決定的なのは、否定的な性質を規定することです
（ここでは、しかし同時に否定的な基本的性質を確認また
はより強く暗示する肯定的な性質も含みます）。否定的な
性質と彼らの想定された遺伝性はマジョリティとマイノリ
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ティのあいだに境界線を引くことを正当化します。
　これを根拠に、マジョリティにとってのマイノリティの
機能と、マイノリティにとってのマイノリティの機能を単
純化して問うことができます。マジョリティにとって、マ
イノリティには、特に、マイノリティと一線を画すこと
で、固有のアイデンティティや正常性を確認するための機
能があります。簡単に言えば、私をよそ者、別種のものか
ら区別しようとするとき、同時にマジョリティと何らかの
共通点を持ちます。その際、複雑性の再生産の形式、予想
していたことが固定化される形式、コミュニケーションの
可能性の形式が問題とされるのです。
　マイノリティ自身にとって、マイノリティ身分には、固
有の安定したアイデンティティを確認するための機能が備
わっています。それによって、人間は差別や排除の経験に
反応します。外部世界からの圧力は連帯感を生み出します。
固有のマイノリティ身分を示すことは、近代において、影
響や特権を確実にすることに貢献します。そして、とりわ
け差別に関してマジョリティを非難することは、時として
マイノリティが彼ら自身の利益のために取り組むことがで
きる非常に効果的な政治的権力手段を提供するのです。
　一方で、研究にとって重要なのは、マイノリティの発生
の背景を考察することです。例えば、ここでは、マイノリ
ティ問題と国民国家形成のあいだの関連について問うこと
ができます。しかし、同様に重要なのは、なぜマイノリ
ティが法的に完全に平等な取扱いを前提とされている世界
においても、解消されるどころか、むしろ多くの場合、マ
イノリティという彼らの地位が強調され、固く保持されて
いるのかについて問うことです。

― 65 ―

シンポジウム「市民社会とマイノリティ」コメント



　私の研究テーマは本来、90年代以降の日本における市
民運動と戦後補償でありますので、今回のコメントではマ
イノリティ問題の解決と「過去の克服」との関係について
述べさせていただきたいと思います。
　まずは黒川先生の発表について、部落民問題や部落問題
の解決への試みは主流社会と国家によって、ある社会の構
成員を社会的に周縁化させた歴史的な不正とその不正を正
す償いであるとも捉えられると考えます。先生の報告から
は、少なくとも戦後において、その社会的周縁化が国家の
支援策等で改善され、国家側から部落出身者に対して明ら
かな差別的な措置が取られていないと受けとめました。ま
た、同和教育や人権教育についても部落民差別に関する啓
蒙活動が盛んに行われているようです。
　さらに、部落民の社会的周縁化は戦後において部落民団
体の政治プロセスへの参加を妨げることはありませんでし
たし、政党への支援や政党における活動によって部落民が
自分たちの置かれている状況の改善もそれなりに成し遂げ
たという印象を受けました。また、部落民団体は、差別事
件が生じると、差別する側を「糾弾」することによって差
別の正体を明かし、反省させることにも成功しているよ
うに思えます。ここまでは、「部落民問題」がある意味で
「解決」されているようにも見えます。
　しかし、これらの努力にも関わらず、主流社会において
未だに少なくとも地域的に差別が残されているというのは
重要な問題だと思います。これに関連してお聞きしたいの
ですが、「結婚問題」等の対部落民差別の「動機」につい
てはどれほどの調査結果があるのでしょうか？
　例えば、「結婚問題」は生物的・人種主義的な動機（遺
伝子の問題や穢れた血）や部落民が「こわい」という意識
のみによるものでしょうか？　あるいは主流社会から受け
るかもしれない差別に対する不安も関係しているのでしょ
うか？　部落民に対する偏見はどこまで出版物、ネット掲
示板や他のメディアで発信される「同和利権」に関する情
報、あるいは部落民団体の不祥事や暴力団との関係、メ

ディアが部落民に関する報道の一部を控える「タブー」が
あるなどということと関係しているのでしょうか？　多く
の人が信頼する日本のウィキペディア上でこの類の情報を
簡単に手に入れることができるため、部落民団体や部落民
が「優遇されている」マイノリティとして差別の存続にな
るということもありうると思います。
　次に、外村先生の報告について、「在日問題」の解決は
当たり前だとお話しになりました。つまり、「植民地主義
の反省の確立、在日朝鮮人が何を望むかを日本人が理解す
ること」あるいは「安定した日韓・日朝関係や国家間の関
係と個人との関係は別であるという認識」の形成が必要と
されましたが、現在を見ると情勢が全く逆の方向に行って
いるようにも見えます。日韓関係の悪化を背景に政府レベ
ルでも「河野談話」の見直しが検討されたり、主流社会
が「韓流ブーム」が「嫌韓」に偏りつつあるようにも見え
ます。しかし、近年、在日朝鮮人を日本社会に対する脅威
と見なす意識が強くなっているかどうかについて、実際に
こうした傾向を裏付ける調査結果があるのかについて、お
伺いしたいと思います。少なくとも、いわゆる「ヘイトス
ピーチ」の排他主義的な扇動はそこまで広がっていない気
もしますし、韓流ブームのおかげで韓国や在日朝鮮人の文
化も、以前よりも受け入れられている気もします。
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コメント

マイノリティ問題の解決と「過去の克服」

シュテファン・ゼーベル



　今までのコメントの中でも、すでに市民社会とマイノリ
ティの問題を考えるための理論的なアプローチや問題点に
関して触れられていますので繰り返しは避けたいと思いま
すが、市民社会が排除と包摂、異化と同化の原理と切り離
せないものだとすれば、市民社会を考えるうえでやはりそ
のことを十分に自覚しておくことの重要性をここでも改め
て指摘しておきたいと思います。
　私のコメントではこの問題に関して、具体的な文脈の中
でお話させていただきたいと思います。ここで私的な話に
なることをお許しいただきたいのですが、今回このシンポ
ジウムでは被差別部落問題が中心的なテーマの一つとして
扱われることを伺い、またシンポジウムでのコメントを依
頼された際、大変うれしく思った半面、正直なところ少し
躊躇したのも事実です。というのも被差別部落がテーマと
なると、私はその当事者という立場にどうしてもなってし
まいますので、距離をとった発言がなかなか難しくなるか
らです。ただ当事者性という意味では、本来的にはマイノ
リティであろうとマジョリティであろうと変わりはないわ
けですし、排除と包摂の論理である境界線がいつどのよう
に、どこに引かれるのか、これもまた不確実、恣意的なわ
けでもありますから、誰しもが差別される側としての当事
者になる可能性がある。それに加えまして、関西に住んで
いると被差別部落の話題というのもよく耳にする機会もあ
るのですが、関東だとそのような機会はほとんどないと
いってもいい。だとすればシンポジウムという学問的な議
論の場で、私的な体験に基づいたお話をさせていただくこ
とにも一定の意義があるのではないかと考え、コメントを
お引き受けしました。
　黒川先生のお話にあったように、同和対策審議会の答申
により同和対策事業が国民的な課題として行われるように
なりました。それがちょうど私の少年期から青年期にかけ
ての時期、1970年代後半から80年代終わりにかけての時
期にあたります。その時期は、それ以前の部落解放運動に
よる取り組みと、その成果ともいえる同和対策事業の恩恵

を一番受けることができた時期に重なっています。今でも
よく覚えているのは、小学校低学年の頃のことですが、同
盟休校といって、ストライキのようなものなのですが、部
落解放同盟のゼッケンをつけてデモ行進と集会が行われた
りしました。解放同盟がしっかりと組織されているところ
では被差別部落の子供たちも動員されて、部落解放運動が
大衆的な運動として進められていきました。小学校側でも
同和担当と呼ばれる先生方が被差別部落地区出身の子供た
ちのケアにあたり、それは学力面だけでなく、生活面にま
で及んだのですが、学校内にとどまらず、地域の家庭をひ
とつひとつ丁寧に回り、公民館での補習や子供会で夜遅く
まで部落問題を話し合ったりと、そんなふうにそれこそ非
常に熱心に取り組んでおられました。
　80年代に入って、日本の豊かさが一億総中流という言
葉で言い表されるような、といってもどこまでそれが実態
を反映したものであったかには疑問もありますが、段階に
達しますと、同和対策事業を受け取る側にもやはり経済、
お金中心の傾向がますます強くなっていたように思いま
す。私の周りでも、「解放同盟の言うことをきいとったら
ええねん」といったような話もよく耳にしました。実際、
解放同盟から求められること（集会への参加、作文の提出
など）を最低限していれば、大学までの学費は無料になり
ましたし、それ以外にも運転免許が無料で取得できたり、
卒業後の就職の世話までしてもらえるという、大変恵まれ
た時代でした。ただこうした恩恵を完全に受けるには、ど
うしても部落民であるというアイデンティを受け入れる必
要がありました。黒川先生のお話にもありましたように、
こうした恩恵は同和地区として地区の指定、つまり同和地
区としての新たな境界を受け入れることが前提になってい
ましたので、同じ被差別部落でもその指定を受けるか受け
ないかで、また同じ指定を受けた部落の中でも、同和地
区、部落民というレッテルを張られるのを拒む人たちも当
然存在しました。同和対策事業の世話にならなくても十分
生活ができるのだから、いまさらわざわざ自分から部落民
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だと宣言して差別をあおる必要はない、いわゆる寝た子を
起こすなということもよく言われました。それに対して、
部落民としてのアイデンティをしっかりと持たなくてはな
らないということも言われ、いわゆる部落民宣言について
もさかんに話し合いをした記憶があります。もっとも当時
の私は、部落民のアイデンティティをことさら強調するこ
とにも、ひっそり目立たないように暮らしているうちに、
そのうち差別や偏見がなくなっていくのだという考えに
も、どちらにも違和感を覚えていました。当時は部落と部
落外との境界が揺らいでいた時期に当たるという今日の黒
川先生のお話を伺い、その揺らぎの中に私自身のアイデン
ティティも揺らいでいたのかなと思います。
　この「境界」の揺らぎに関して、黒川先生も指摘されて
いましたが、被差別部落の共同体が解体していくことへの
危機意識も当時、まだ漠然とした形かもしれませんが、意
識されていたのだと思います。実際、現在出身地区に行っ
てみますと、解放同盟もすでに存在しませんし、その隣に
あった市立の教育センターでも部落に関する啓発活動など
は行われず、市指定の管理業者が管理している状態です。
そもそも、私の出身地区自体、私の実家も含め高速道路の
建設で少なからぬ部分が消滅し、地域も分断されてしまっ
ていますので、共同体の解体は現在、現実のものとなって
います。
　少し回り道をしてしまったかもしれませんが、最後にも
う一度、市民社会とそこに内在する排除と包摂の原理につ
いて、マイノリティである当事者の立場から考えてみたい
と思います。時間もありませんので、手短に申しますと、
マイノリティとしての自覚、誇りを持つここと意味とその
限界を十分に踏まえたうえで、やはり境界線そのものを問
い直し、ずらし、無化していく、そのための戦略、行動を
考える必要があるのではないでしょうか。そのためにはマ
イノリティとしての「誇り」を前面に打ち出すということ
も有効でしょう。あるいは市民的な規範、価値観をとこと
ん追求し、普遍的な原理にまで高め、そこからマジョリ
ティの持つ市民的規範にある自己矛盾、欺瞞をついてい
く、そういったことも考えられます。マイノリティとはい
え、状況によっては差別する側に回ることもあります。そ
の意味でも、境界線のどちらか一方に安住することなく、
境界線を移動しながら、それをずらし、無化していく。こ
のような思考、行動のあり方が、黒川先生のおっしゃる、
差別をつくり出す社会を変革すべき「永久革命」の一つの
あり方ではないか、そういうふうに私なりに今日のお話を
聞いて理解しているところです。
　最後に黒川先生に一つ質問をさせていただきたいと思い
ます。それは戦後の部落解放運動がもたらしたものと関係
するのですが、それは部落解放運動の負の遺産とでも言っ
たらいいのでしょうか。もちろん解放運動によってもたら

されたのは物質的な面での改善のみではなかったのです
が、それがあまりにも巨大なお金と利権とに結びついてい
たために、利権にたかるえせ同和団体や、被差別部落民だ
けが優遇されているという意識、逆差別を受けているとい
う意識が一般の人々の間で広がるといったことが大変問題
となりました。ここではこうした問題をひとまずは負の遺
産と言ってみたわけなのですが、こうした負の遺産が、被
差別部落問題が大きな声では語られなくなった今の社会に
あっても、人々の意識の奥底に沈殿し、被差別部落に対す
る潜在的な敵意のようなものとして根強く存在しているの
ではないかという疑問があります。この点に関して、黒川
先生のお考えをお聞かせいただけないでしょうか。よろし
くお願いいたします。
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